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1.申込み方法

4.受験手数料

3.試験日

6.試験地

2.申込み受付期間

5.受検資格

平成25年度建設機械施工技術検定試験の
ご 案 内

　平成２５年度１・２級建設機械施工技術検定試験（建設業法に基づく建設機械
施工技士の国家試験）を以下のとおり実施いたします。
　この試験は、建設事業の建設機械施工に係る知識や技術力を問うものです。
　なお、以下は概要です。詳しくは、当協会ホームページをご覧になるか又は電話
によるお問合せをお願いします。

国土交通大臣指定試験機関

URL http://www.jcmanet.or.jp
一般社団法人 日本建設機械施工協会

　受検申込みに必要な用紙が添付されている「受検の手
引」を当協会等（裏面の一覧表参照）から購入の上申込み
願います。
販売期間：平成25年2月１日（金）から４月５日（金）
 （但し、郵送での販売は３月29日（金）まで）
代　　金：1級600円、2級500円（いずれも1組（申

希送郵、おな（）りた当）引手の検受び及紙用込
望の場合は送料共1級850円、2級750円

 （必ずゆうちょ銀行の定額小為替使用のこと））

　学歴等の資格区分に応じ概ね下表にあるような実
務経験年数が必要となります。詳しくはお問合せ願い
ます。

①1級の実務経験には、上表記載の実務経験年数の内に、指導監督的実務
経験か、専任の主任技術者としての必要な実務経験年数が1年以上含
む必要があり、その証明も必要となります（尚、専任の主任技術者の場
合、年数は短縮されます）。
②2級について、上表の実務経験年数は2種別の建設機械を受検する場合
必要な年数を記載しています（1種別受検の場合、年数は短縮されます）。
③「指定学科」とは、この試験に関し大学、高等学校等における機械工学、
土木工学、都市工学等専門的な分野の学科を言います。
＊上記①②の短縮される年数と、③の指定学科の詳細については試験部
までお問合せ願います。

1級学科試験：10,100円
2級学科試験：1種別につき10,100円（2種別は2倍）
1級実地試験：
操作施工法2科目と組合せ施工法の場合 27,800円
操作施工法1科目と組合せ施工法の場合 21,400円
組合せ施工法のみの場合 15,000円

2級実地試験：1種別につき21,600円（2種別は2倍）

学科試験：平成25年6月16日（日）
実地試験：平成25年8月下旬から9月中旬
＊実地試験は、学科試験合格者のみ受検でき、日程は8
月上旬に通知いたします。

学科試験：北広島市（北海道）、仙台市、東京都、新潟市、
名古屋市、大阪市、広島市、高松市、福岡市、那覇市
実地試験：石狩市、岩沼市、栃木県下都賀郡壬生町、秩父
市、新潟市、小松市、刈谷市、明石市、小野市、広島市、善
通寺市、福岡県糟屋郡須恵町、沖縄県国頭郡宜野座村

＊それぞれの希望受験地を申込み時に選択していただきます。
＊学科試験地及び実地試験地は、会場の都合で変更する場合があります。
＊受検する建設機械の種類により、実地試験地が制限されます。

平成25年3月8日（金）から4月5日（金）まで
＊簡易書留郵便とし、締切日（4月5日㈮）までの消印の
　あるものが有効

学歴等の資格区分 1級（必要な
実務経験年数）

2級（必要な
実務経験年数）

大 学

高 等 学 校

高等学校

そ の 他

上 記 以 外

短 期 大 学
高等専門学校

指 定 学 科
指定学科以外
指 定 学 科
指定学科以外
指 定 学 科
指定学科以外
　 - 　
指 定 学 科
指定学科以外
　 - 　

３ 年 以 上
４年６月以上
５ 年 以 上
７年６月以上
１０ 年 以 上
１１年６月以上
１５ 年 以 上
通算８年以上
通算９年以上
通算１２年以上

１ 年 以 上
１年６月以上
２ 年 以 上
３ 年 以 上
３ 年 以 上
４年６月以上
８ 年 以 上
　 - 　
　 - 　
　 - 　
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　当協会では地球温暖化問題を学び，建設施工における本問題を理解し，実践するための必携書として，これらを
簡潔に分かりやすく纏めた「建設施工における地球温暖化対策の手引き」を発刊しておりましたが好評を頂き御要
望を多く頂いているため，この度急遽コピー版で増刷致しました。本書によって地球温暖化と建設施工における地
球温暖化対策を理解し，建設現場での実践に役立てて頂きたく思います。
◇主な内容
・‌�建設施工における工法，資材，建設機械及びその運転方法等について，
CO2 の排出を削減するための一般的な対策手法や留意事項を示した。
・‌�各工種の標準的な工法における CO2 排出量を算出すると共に，その排
出量の削減が可能な対策と削減量を対策効果例として示した。
・‌�国土交通省の土木工事積算システムにアクセスが多く，地球温暖化対策
に関連する 8工種を選定した。
◇掲載工種
　‌�土工／法面工／擁壁工／基礎工／仮設工（鋼矢板工）／道路舗装／‌
トンネル工／橋梁工（参考資料のみ）
◇体裁・定価
　A4判，85 頁
　定価　会　員　1,470 円（本体 1,400 円），送料 600 円
　　　　非会員　1,575 円（本体 1,500 円），送料 600 円
　官公庁（学校関係を含む）は会員価格です。

　本書は「建設施工における地球温暖化対策の手引き」に準拠して作成・
発行したもので，地球温暖化対策を実施する際に稼働する建設機械の省エ
ネ運転のための操作方法を，具体的に簡便にイラストを使って分かりやす
く記載したものです。是非とも上の「手引き」と併せて利用下さい。
◇主な内容
　‌�基本事項，油圧ショベル，ブルドーザ，ホイールローダ，ローラ，‌
ホイールクレーン，クローラクレーン，ダンプトラック，点検整備
◇体裁・定価
　B5判，50 頁
　定価　会員・非会員共　525 円（本体 500 円）

「建設施工における地球温暖化対策の手引き」準拠

地球温暖化対策　省エネ運転マニュアル

増刷出来 !!

建設施工における地球温暖化対策の手引き
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　本書は地方自治体の環境担当者が実務的に施工現場で施工者に対して振動規制法の適切な執行を行い，振動防止
指導や住民からの苦情に的確な処置がとれるようにすること，又建設工事の発注者あるいは施工者が適切に環境保
全に対処した工事の計画・施工・管理を実施できるようにすること等を目的として作成しました。
　しかし本書は平成 6年の初版発行でありまして，その後なされた法規制の制定，改正等に対してその内容を充分
に網羅しておりません。しかし建設作業における振動対策に係わっておられる方々から内容的に参考になる部分が
多であるという事で，増刷の要請を多く頂き，当協会ではこの度増刷する事と致しました。是非とも下の当協会の
姉妹書「建設工事に伴う騒音振動対策ハンドブック 第 3 版」とも併せて利用頂ければ幸甚でございます。
◇　主な内容
第 1章　建設作業振動の規制
第 2章　建設作業に伴う公害振動の実態と対策の現況
第 3章　届け出・苦情時の望ましい対応のあり方
第 4章　振動の基礎及び測定・評価方法
第 5章　地盤振動の伝搬と予測
第 6章　建設工事と建設機械
第 7章　現状と対策例
第 8章　建設工事工程計画と工事振動予測例
◇　体裁・定価
　B5判，360 頁
　定価　会員　　5,400 円（本体 5,143 円），送料 520 円
　　　　非会員　6,000 円（本体 5,715 円），送料 520 円
　官公庁（学校関係を含む）は会員価格です。

　本書は昭和 52 年に初版が発刊され，昭和 62 年に改訂されましたが，その後低騒音型建設機械の指定制度の発足
及びその大幅な普及など建設機械の低騒音化・低振動化が進むとともに，高流動化コンクリート工法，超高周波振
動杭打ち機など低騒音・低振動化技術の進展が著しいので，そのような最新技術と最新データを盛り込んで平成
13 年に第 3版改訂版を発刊致しました。
◇　主な内容
第 1章　建設工事と公害
第 2章　現行法令
第 3章　調査・予測と対策の基本
第 4章　現地調査
◇　取り上げた工種
　‌�土工，運搬工，岩盤掘削工，基礎工，土留め工，　コンクリート工，舗装
工，鋼構造物工，構造物とりこわし工，　トンネル工，シールド・推進工，
軟弱地盤処理工，仮設工，　定置機械（空気圧縮機，発動発電機）

◇　体裁・定価
　B5判，330 頁
　定価　会員　　5,880 円（本体 5,600 円），送料 600 円
　　　　非会員　6,300 円（本体 6,000 円），送料 600 円
　官公庁（学校関係を含む）は会員価格です。

建設工事に伴う　騒音振動対策ハンドブック　第 3版

増刷出来 !!

建設作業振動対策マニュアル
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建設施工や建設機械

できます。

建設施工や建設日本建設機械施工協会

賛同され、

一般社団法人 日本建設機械施工協会

一般社団法人 日本建設機械施工協会とは…

日本建設機械施工協会

一般社団法人 日本建設機械施工協会について

機械

使用してください。

3433-0401

日本建設機械施工協会

日本建設機械施工協会

一般社団法人 日本建設機械施工協会 個人会員係
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３４３３－０４０１

一般社団法人 日本建設機械施工協会会長 殿

日本建設機械施工協会個人会員に入会します。

一般社団法人 日本建設機械施工協会 個人会員係 行

日本建設機械施工協会

場合であっても、当該年度の会費として、全額をお支払い頂きます。
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一般社団法人日本建設機械施工協会　発行図書一覧表  （平成 24 年 11 月現在）

発行年月 図　　　　書　　　　名 税込価格 会員価格 送料
H24 年 9 月 道路除雪オペレータの手引 3,000 2,000 600
H24 年 5 月 よくわかる建設機械と損料 2012　 5,460 4,620 450
H24 年 5 月 大口径岩盤削孔工法の積算　平成 24 年度版 5,880 5,000 450
H24 年 5 月 橋梁架設工事の積算　平成 24 年度版 8,400 7,140 600
H24 年 4 月 平成 24 年度　建設機械等損料表 7,700 6,600 600
H23 年 4 月 建設機械施工ハンドブック　改訂 4版 6,300 5,350 700
H22 年 10 月 アスファルトフィニッシャの変遷 3,150 400
H22 年 10 月 アスファルトフィニッシャの変遷【CD】 3,150 400
H22 年 7 月 情報化施工の実務 2,100 1,800 400
H22 年 3 月 日本建設機械要覧　2010 年版 51,450 43,050 1,050
H21 年 11 月 情報化施工ガイドブック 2009 2,310 2,100 400
H20 年 6 月 写真でたどる建設機械 200 年 2,940 2,490 450
H20 年 2 月 除雪機械技術ハンドブック 3,000 600
H18 年 2 月 建設機械施工安全技術指針・指針本文とその解説 3,360 2,800 450
H17 年 9 月 建設機械ポケットブック（除雪機械編） 1,000 250
H16 年 12 月 2005「防雪・除雪ハンドブック」（除雪編） 5,000 530
H15 年 7 月 道路管理施設等設計指針（案）道路管理施設等設計要領（案） 3,360 600
H15 年 7 月 建設施工における地球温暖化対策の手引き 1,575 1,470 600
H15 年 6 月 道路機械設備 遠隔操作技術マニュアル（案） 1,890 600

H15 年 6 月 機械設備点検整備共通仕様書（案）・機械設備点検整備特記仕様書作
成要領（案） 1,890 600

H15 年 6 月 地球温暖化対策　省エネ運転マニュアル 525 250
H13 年 2 月 建設工事に伴う騒音振動対策ハンドブック 6,300 5,880 600
H12 年 3 月 移動式クレーン，杭打機等の支持地盤養生マニュアル　 2,600 2,300 390
H11 年 10 月 機械工事施工ハンドブック　平成 11 年度版 7,980 600
H11 年 5 月 建設機械化の 50 年 4,200 600
H11 年 5 月 建設機械図鑑 2,625 600
H10 年 3 月 大型建設機械の分解輸送マニュアル 3,780 3,360 600
H9 年 5 月 建設機械用語集 2,100 1,890 600
H8 年 11 月 Construction Mechanization in Japan 1997 3,150 420
H7 年 4 月 最近の軟弱地盤工法と施工例 9,800 9,300 800
H6 年 4 月 建設作業振動対策マニュアル 6,000 5,400 520
H6 年 6 月 ジオスペースの開発と建設機械 8,000 7,500 500
H5 年 8 月 道路除雪ハンドブック 5,200 4,800 420
S63 年 3 月 新編　防雪工学ハンドブック　　　　 10,500 9,450 520
S59 年 11 月 場所打ち杭設計施工ハンドブック 5,145 4,630 460
S59 年 2 月 建設機械整備ハンドブック（エンジン整備編） 6,510 5,859 520
S56 年 12 月 建設機械整備ハンドブック（基礎技術編） 8,400 7,560 520
S55 年 1 月 建設機械整備ハンドブック（管理編） 4,200 3,780 520

建設機械履歴簿 400 250
購入のお申し込みは当協会HP　http://www.jcmanet.or.jp/ の出版図書欄の「ご購入方法」の「図書購入申込書」をプリ
ントアウトし，必要事項を記入してお申し込みください。
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情報化施工により東日本大震災の復興を支援

施工部会情報化施工委員会（委員長：
植木睦央　鹿島建設株式会社東京建築
支店機材部）は，情報化施工を通じ災
害に強く信頼性の高い復興事業を実現
できるよう被災 3県の施工者や発注者
などを支援することとしました。
まずは，一般社団法人日本建設機械

施工協会のサイトに復興支援のための
ホームページを立ち上げ，情報化施工
に対する疑問や現場での困りごとにつ
いての相談に応えていくこととしまし
た。次に，復興事業において情報化施
工を取り入れ，自社のレベルアップを
図ろうと考える施工者を，被災 3県の

中から募り，業務受注後から竣工まで
をトータルサポートしていくこととし
ています。
http://www.jcmanet.or.jp/sekou/
hukkou/index.html

平成 25 年度　一般社団法人日本建設機械施工協会会長賞　ご案内

下記の通り，「一般社団法人日本建
設機械施工協会会長賞」をご案内致し
ます。
1．表彰の目的
我が国の建設事業における建設機械

及び建設施工に関連する技術等に関し
て，調査，研究，技術開発，実用化等
により，その高度化に顕著な功績をあ
げたと認められる業績を表彰し，もっ
て国土の利用，開発及び保全並びに経
済及び産業の発展に寄与すること。

2．表彰対象
本協会の団体会員，支部団体会員，

個人会員又は関係者のうち表彰目的に
該当する業績のあった団体，団体に属
する個人およびその他の個人。
3．表彰の種類
本賞（会長賞），貢献賞および奨励賞
4．応募
平成 25 年 1 月 31 日済み

5．選考
本協会が設置した「一般社団法人日

本建設機械施工協会会長賞選考委員
会」で選考致します。
6．表彰式
本協会第 2回通常総会（平成 25 年

5 月 29 日（水））終了後に行います。
詳細問い合わせ先：
一般社団法人日本建設機械施工協会　
阿部
TEL：03-3433-1501
FAX：03-3432-0289
http://www.jcmanet.or.jp

欧州建設機械化視察団　団員募集
─ bauma 2013（ドイツ・ミュンヘン）─

建設機械および建設資材等の国際的
な展示会“bauma 2013”がドイツ・ミュ
ンヘンで開催されます。当協会ではこ
の機会に，世界最大規模の本展示会と，
シュトゥットガルト／フランクフルト
の工事現場等を視察する欧州建設機械
化視察団を企画いたしました。
関係各位においては，国際的な建設

機械の動向をキャッチし，ヨーロッパ
の基盤整備状況を視察することによ
り，今後の事業展開に役立つものと思
われます。
期間：‌�平成 25 年 4 月 14 日（日）～ 4

月 20 日（土）　5泊 7日
視察地：‌�ミュンヘン，シュトゥットガ

ルト，フランクフルト

参加費：‌�365,000 円（空港税等別）
募集締切：平成 25 年 3 月 1 日（金）
詳細問い合わせ先：
一般社団法人日本建設機械施工協会　
鈴木 勝
TEL：03-3433-1501
FAX：03-3432-0289

日本建設機械要覧 2013

―発行案内と予約購入のおすすめ―

1950 年より 3 年ごとに刊行し，好
評を頂いている『日本建設機械要覧』
の 2013 年版を刊行いたします。
2013 年版購入の方への特典として，

当協会が運営するWeb サイト上にお
いて 2001，2004，2007，2010 年版の
日本建設機械要覧の PDF版が閲覧お
よびダウンロードできます。
なお，本書が刊行されるまでの期間，

特別価格にて予約募集しますので，こ

の機会に是非申し込み下さい。
発刊予定：平成 25 年 3 月末
体　　裁：�B5 判，約 1250 頁
　　　　　写真，図面多数／表紙特製
予約価格（送料別途，消費税含む）:
会　員　37,800 円（本体 36,000 円）
非会員　46,200 円（本体 44,000 円）
※予約締切　平成 25 年 3 月 15 日
なお，予約募集が終わった後の価格

は次のようになります。

会　員　43,050 円（本体 41,000 円）
非会員　51,450 円（本体 49,000 円）
詳細問い合わせ先：
一般社団法人日本建設機械施工協会
業務部
TEL：03-3433-1501
FAX：03-3432-0289
http://www.jcmanet.or.jp
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巻 頭 言

ダム事業の国際進出
坂　本　忠　彦

【日本におけるダム事業】
最近日本におけるダム事業に関連した分野の活力は
芳しくない。停滞あるいは衰退傾向にあると言っても過
言ではあるまい。この傾向は社会の関心が公共事業より
も環境保護へと，そして財政資金が公共事業よりも社会
福祉へと向かったこととまったく一致していて，ダム事
業が公共事業の代表例となった感がある。これはダム
事業が公共事業の代表例とみなされるとするならば，ダ
ム関係者にとってはある意味名誉なことではあるが，ダ
ム事業の将来を考える上ではまさに深刻な事態である。
平成 21 年 12 月に国土交通省内に「今後の治水対策
のあり方に関する有識者会議」が設置され，ダム本体
工事着工前の全てのダムは再検証を行うこととなり，
再検証の結果かなりのダム建設が中止となりつつあ
る。このことがダム事業の活力が芳しくない原因の一
つとなっている。常識的にみても今後必要なダムは建
設するにしても昭和 30 年代から 60 年代のようなダム
全盛時代の再来は見込めないであろう。

【世界におけるダム事業】
しかし，世界的にみれば状況は全く異なる。21 世
紀は水の世紀と呼ばれている。それは世界の人口が今
後も増加の傾向を続けるため，将来の食料確保，生活
のための清潔な水，生産活動のための水，水力発電に
よるエネルギー確保，生活圏の安全対策のための治水
対策等が極めて重要になるとともに地域間の水に関す
る利害関係が地域紛争の火種となりかねないと予想さ
れているからである。一方，地球温暖化ガスの排出に
伴う気候変動が確実視され，異常渇水，異常降雨の頻
発化が予想されている。このため温暖化ガス排出抑制
のための水力発電が緊急の課題となっている。さらに
最近では東日本大震災による福島の原子力発電所の事
故以来，原子力発電の代替エネルギーとして，水力発
電の重要性が再認識されている。このような状況であ
るため，余る水を貯留して洪水を防ぎ，不足する時に
水を放流し，利用するとともに水力発電を行うダム及
び貯水池の重要性が再認識されているのである。

【国際大ダム会議 2012 年京都大会】
日本大ダム会議は 2012 年 6 月 2 日から 6 月 8 日に
かけて京都国際会館を主会場として国際大ダム会議第
80回年次例会及び第24回大会（京都大会）を開催した。
参加者は 70 カ国から 1,367 名（そのうち日本からの
参加者 408 名）に及び近年にない盛況であった。
東日本大震災及び原子力発電所事故により日本訪問
者が激減している中での開催であったが，この盛況は
京都の魅力ばかりでなく，国際的にダムが見直されて
いる結果であると考える。日本大ダム会議は京都大会

の開催にあたり「水の世紀の諸課題と地球温暖化問題
への対応」を中心課題として，日本のダムの最新技術
を紹介することを目標とした。

【技術展示会と日本の最新技術】
国際大ダム会議は1928 年に創設された，民間国際団
体（本部パリ，加盟国 95カ国）であり，ダムの構造基準，
管理基準で世界の指導的役割を果たしている。わが国
も昭和 50年代までは国際大ダム会議及びその加盟国に
より開発された技術でダム建設，管理を行っていたと
言っても過言ではない。しかし最近日本は貧配合のコ
ンクリートをローラーで転圧して急速にダムを建設する
方法（RCD工法），ダムの堆砂を防ぐサンドバイパス工
法，既存ダムのより有効な利用を図る嵩上げや機能追
加技術あるいはダムサイト周辺の材料を有効に利用す
る台形CSGダム工法を開発，また水源地対策やダムの
建設，管理に関する環境保全対策，ITを利用した建設
技術などにおいて世界をリードする立場に立っている。
このため，京都大会の期間中国際会館の展示場で 6
月 5日から 6月 8日までの間開催された技術展示会に
おいてこれらの技術を紹介する企画展示を㈶日本ダム
協会に出展していただき，日本の最新技術の紹介に努
めた。大会参加者，招待者などのリピーターを含まな
い人数で約2,100名の来場者があり，大変盛況であった。
台形CSGダム工法などについてその後外国からの問い
合わせも多くあり，今後日本のダム技術の国際進出に
寄与できるのではないかと期待しているところである。

【ダム事業の海外進出】
世界的にみれば現在大規模ダムが数多く建設されて
いるのは中国及びベトナムなどの東南アジア，イラン
などの中近東，ブラジルなど中南米及びアフリカ諸国
でいずれも発展途上国である。ヨーロッパ諸国ではス
イスなどで原子力発電中止に伴い既設ダムの再改築の
動きがある。
現在までに日本は既にダムの建設，施工管理，調査

計画などである程度の海外進出を行っている。しかし，
日本国内において将来的にダム事業の盛況が見込めな
い以上，より一層海外進出を目指すのは当然であろう。
しかし，人件費の面では海外進出を目指す中国，韓国
などとの競争は難しい。従って，他の追従を許さない
独自技術及び総合技術で売り込む必要があるが，日本
は多くの独自技術を所有し，数多くのダムを安全に建設，
管理してきた実績がある。関係者の皆さまが日本のダ
ム事業の停滞あるいは衰退を嘆くのではなく，海外進
出の契機ととらえて今後の御活躍を願うものである。
─さかもと　ただひこ　一般社団法人 日本大ダム会議　会長� �

国際大ダム会議　副総裁─
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「改訂版　巡航 RCD 工法施工技術資料」の紹介

小　杉　淳　悟

巡航RCD工法は，RCDコンクリートの先行打設，外部コンクリートの独立・後行打設，型枠を用いな
い RCDコンクリートの打止めという特徴を有する高速施工法である。平成 18 年より嘉瀬川ダムにおい
て技術開発・検討が進められ，堤体 1リフト中央部において適用された。それらの検討成果を取りまとめ
て，平成 22 年 3 月に「巡航 RCD工法施工技術資料」が刊行された。平成 22 年以降，湯西川ダムにおい
て巡航RCD工法のさらなる合理化のため，1リフト全面連続施工を可能にする技術の開発・検討がなされ，
湯西川ダムにおいて 9リフト連続で巡航 RCD工法を用いて施工がなされ，より一層の高速化と施工性・
安全性の向上が確認された。嘉瀬川ダム・湯西川ダムで得られた知見をとりまとめ，平成 24 年 2 月「改
訂版　巡航RCD工法施工技術資料」が刊行された。
キーワード：巡航RCD工法，高速施工法，合理化施工，RCDコンクリート先行打設

1．はじめに

巡航 RCD工法は，嘉瀬川ダムにおいて初めて堤体
打設に用いられ，打設速度や打上がり速度の向上効果
が確認された。嘉瀬川ダムにおける巡航 RCD工法で
RCD工法の新しい施工手順，RCDコンクリートの先
行打設，外部コンクリートの独立・後行打設と型枠を
用いない傾斜打止め手法が開発，採用されたが，1リ
フトを 2ないし 3に分割し，打設を行うことが想定さ
れていた。これに対し，湯西川ダムでは 1リフトを全
面的に，無分割で連続的に打設を行う“新たな”巡航
RCD工法が開発され，打設速度や打上がり速度につ
いて更なる向上が達成された（写真─ 1参照）。これは，
嘉瀬川ダムで得られた知見・技術に加えて，RCDコ
ンクリートの 1：0.8 端部法面による打止め・打継ぎ

手法の開発，アバットメント着岩部の施工法，施工機
械の移動手法の実用化等新たに開発・工夫された施工
技術が統合されたことによるものである。
湯西川ダムでの施工をうけて，それまで得られてい
た知見と湯西川ダムで得られた技術情報を合わせて整
理し，巡航 RCD工法の特徴・効果・施工手法，確認
試験，施工計画についてとりまとめるために，財団法
人ダム技術センターに「巡航 RCD工法施工技術資料
改訂検討会（座長：藤澤侃彦ダム技術センター顧問）」
が設置され，「改訂版　巡航 RCD工法施工技術資料」
が刊行された（図─ 1参照）。

特集＞＞＞　ダム

写真─ 1　巡航 RCD工法の施工状況 図─ 1　改訂版　巡航RCD工法施工技術資料
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本報告においては，「改訂版　巡航 RCD工法施工
技術資料」の各章の概要について報告するものである。

2．  「第 1 章　概要」，「第 2 章　巡航 RCD 工
法の特徴」

第 1章及び第 2章では，巡航 RCD工法の施工方法
の特徴，効果の概要，基本的な施工手法について記述
している。

（1）巡航 RCD 工法の施工方法の特徴
巡航 RCD工法は① RCDコンクリートの先行打設，
②外部コンクリートの独立・後行打設，③打止め型枠
の省略という施工上の特徴を有する（図─ 2参照）。

①RCDコンクリートの先行打設
従来の RCD工法では外部コンクリートと RCDコ
ンクリートの打ち継ぎ規制時間の関係から両者を交互
に打設剃る必要があり，これが打設効率を低下させる
要因となっていた。巡航RCD工法では，RCDコンク
リートを先行打設するため従来の RCD工法のような
交互打設が撤廃され，打設開始直後から設備能力を十
分生かした高い打設速度が維持されるとともに，打設
効率が向上することとなる。
②外部コンクリートの独立・後行打設
外部コンクリートは上下流面型枠，RCDコンクリー
ト，横継目で囲まれた小ブロック単位での打設であり，
また，RCDコンクリートへの外部コンクリートの打
継ぎには，打継ぎ時間規制を実務上（72 時間での一

図─ 2　巡航 RCD工法と従来のRCD工法の施工イメージ

3 日未満で 1 リフト 

RCD コンクリートから
打設を開始する。 
【RCD 先行打設】 

有スランプコンクリート 
は独立・後行打設する 

【後行・独立打設】 

RCD コンクリートは
打止めず（分割な

し）、連続打設を維持
する。 

【連続打設】 

次リフトの RCD コンク 
リートの連続打設を 

維持する。 
【複数リフト連続打設】 

巡航 RCD 工法 

(１日目) 

緑色：RCD コンクリート 
赤色：有スランプコンクリート 
灰色：施工済み 

緑色：RCD コンクリート 
赤色：有スランプコンクリート 
灰色：施工済み 

緑色：RCD コンクリート 
赤色：有スランプコンクリート 
灰色：施工済み 

RCD コンクリートは 
打止めず（分割なし）、連

続打設を維持する。 
【連続打設】 

(１日目) 

(１日目) 

横継目位置で 
型枠で打止める。 

【分割１】 

有スランプコンクリート 
から打設を開始する。 

【外部先行打設】 

有スランプコンクリート
から打設を開始する。 

【外部先行打設】 

横継目位置で 
型枠で打止める。

【分割２】 

有スランプコンクリート 
から打設を開始する。 

【外部先行打設】 

従来の RCD 工法 

最短 3 日で 1 リフト 

緑色：RCD コンクリート 
赤色：有スランプコンクリート 
灰色：施工済み 

緑色：RCD コンクリート 
赤色：有スランプコンクリート 
灰色：施工済み 

緑色：RCD コンクリート 
赤色：有スランプコンクリート 
灰色：施工済み 

(１日目) 

(2 日目) 

(３日目) 
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体化を確認してある）必要としない。よって，施工計
画の自由度が増大し，打設効率が向上するとともに，
施工の安全度が格段に向上する。
③打止め型枠の省略
巡航 RCD工法では，従来の RCD工法で実施され
ていた打止め型枠の設置と型枠際の有スランプコンク
リートの打設を伴う打止め方法でなく，先行打設する
RCDコンクリートを 1：0.8 端部法面（状況によって 1：
4以上の緩勾配の傾斜打止め）を造成して任意の位置
で打ち止める施工法を用いる。このため，従来の
RCD工法で発生していた打止め型枠設置による RCD
コンクリート打設の中断がなくなり，打止め型枠設置
に伴う施工の煩雑さも解消される。

（2）巡航 RCD 工法で得られる効果の概要
巡航 RCD工法により得られる効果としては，①打
設速度の向上，②打上がり速度の向上（工期短縮），
③施工性の向上，④施工安全性の向上がある。
①打設速度の向上
巡航 RCD工法では RCDコンクリートを先行打設
するため打設当初から打設効率の高い状態が維持され
る。また，外部コンクリートの後行打設については，
打継ぎが RCDコンクリート打設後 72 時間でも全く
問題のないことが確認されており，設備能力に余裕の
ある時に打設すればよい。これらにより，全体として
の打設効率が高くなり，打設速度が向上する。
従来の RCD工法のタイムテーブルを図─ 3に，巡
航 RCD工法のタイムテーブルを図─ 4に示す。従来
のRCD工法では，1，3日目は有スランプコンクリー
トの比率が大きく，しかも相互一体打設のため，打設
速度が低い結果となっており，この時の平均打設速度
は 148 m3/h である。一方，巡航 RCD 工法では，
RCDコンクリートの打設は 2日目前半で終了してお
り，後半から 3日目は，有スランプコンクリートのみ

の打設となっており，それでもこの時の平均打設速度
は 162.7 m3/h であり，従来の RCD工法による平均打
設速度を上回っている。2日目後半から RCDコンク
リートの次リフトへの展開が可能な施工設備配置を行
なえば 200 m3/h を超す平均打設速度となる。
②打上がり速度の向上（工期短縮）
①の打設速度の向上とあわせて，打設継続中の資機
材移動方法，機械設備の点検整備方法の工夫により，
1リフト全面の連続施工が可能になるほか，打設設備
の配置等を工夫することで複数リフトの連続施工も可
能となる。従来の RCD工法で必要であった打設区画
が移る際に要する待ち時間（1 リフト施工中のイン
ターバル時間）が不要となり，打上がり速度が向上す
る。
RCD工法で施工した RCD部堆積と RCD部月平均
打設量の関係，および RCD部高と RCD部打上がり
速度の関係をそれぞれ図─ 5，6に示す。これらの図
から，湯西川ダムの RCD工法による月平均・月最大
打設量，平均打上がり速度が，他ダムに比べて大きい
こと，さらに巡航 RCD工法連続施工の効果の極めて
大きいことが理解できる。湯西川ダムで実施した巡航
RCD工法の平均打上がり速度は，他ダムに対して 1.5
～ 2.0 倍の打上がり速度になっている。

図─ 3　‌�リフトを 3分割し 3日で施工した従来の RCD工法によるタイム
テーブルと施工速度

従来 打設実績（ ）
月
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(曜日）
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(金）(木）(水） (土）
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ＲＣＤ
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合計

71.4時間

打設数量
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(締固め () 締固め)

図─ 4　‌�1 リフト 3日未満で施工した巡航RCD工法によるタイムテーブル
と施工速度

月01月9月
日 備考

(曜日）
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９,343m
3
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1
(金)
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(水）
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図─ 5　RCD部体積とRCD部月平均打設量の関係
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③施工性の向上
巡航RCD工法は，RCDコンクリートの打止めに打
止め型枠を用いないので，任意の位置で打止めが可能
となり，降雨等による打止め（中断）に際し，許容時
間ぎりぎりまで打設を進めることが可能となる。打設
再開への対応も容易であり，打設再開が早くなること
から，打止めによる時間ロスが大幅に短縮される。
また，RCD，外部コンクリート間の打継時間規制
を必要としないことから，RCDコンクリートの打設
レーン計画は，外部コンクリートと独立して設定する
ことが可能となり，レーン計画の自由度が格段に向上
する。この打継時間規制に起因する外部コンクリート
量の増加も防止できる。
さらに，外部コンクリートは，先行打設した RCD
コンクリート，上下流面型枠，横継目で囲まれた小ブ
ロック単位で打設されることとなり，外部コンクリー
トは，打設設備に余裕がある時に自由に打設すること
が可能となる。
④施工安全性の向上
RCDコンクリートと外部コンクリートの打設現場
が異なるため，異種コンクリートの打設が近接せず，
施工の安全性が格段に向上する。

（3）巡航 RCD 工法で使用する基本的な施工手法
巡航 RCD工法で使用する基本的な施工手法に関す
る技術，確認事項は以下のとおりである。
①端部法面締固め技術
巡航RCD工法では，RCDコンクリートを外部コン
クリートに先行して打設するため，RCDコンクリー
トの外縁に端部法面ができる。この端部法面は，一般
部と同様に確実な締固めが必要である。端部法面は，1：
0.8 の勾配の斜面を形成し，専用機械にて確実な締固
めを行う（写真─ 2参照）。

② RCDコンクリートと外部コンクリートの一体化の
確認
外部コンクリートは，先行打設された RCDコンク
リート端部法面，上下流面型枠，横継目金物（目地パ
ネル）に囲まれたブロックで打設し，RCDコンクリー
トと確実に一体化させる（図─ 7参照）。

端部法面は，滑面層（ノロ）が発生しないので，洗
浄等による打継面処理は不要である。コンクリート打
継時にモルタルを敷設して確実な一体化を図る。
③端部法面打止めによる打継ぎと一体化の確認
巡航RCD工法では，RCDコンクリート同士の打継
ぎ，一体化を行う場合には，以下に示す方法を用いる。
1）1：0.8 端部法面締固めによる方法（写真─ 3参照）

図─ 6　RCD部高と RCD部打上がり速度の関係

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
写真─ 2　端部法面締固め状況

図─ 7　RCDコンクリートと外部コンクリートの一体化の確認

写真─ 3　1：0.8 端部法面による打止め施工状況
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　（1）‌�RCD コンクリートの打止めは，端部法面締
固めで実施する。

　（2）‌�端部締固め法面に RCDコンクリートを打ち
継ぐ際には，モルタルを入念に敷設する。

④傾斜打止めによる打継ぎと一体化の確認
2）傾斜打止めによる方法（写真─ 4参照）
　（1）‌�1：4.0 以上の勾配で横継目位置を避けた適切

な位置で傾斜打止めを実施する。
　（2）‌�傾斜打止めの端部はエッジ処理を行う。また，

適切な時期に打継面処理を行う。
　（3）‌�RCD コンクリートを打ち継ぐ際には，モル

タルを入念に敷設する。

⑤積算温度による施工管理技術
型枠移動時期，打継面処理開始時期，ダンプ走行路
の保護方法などは，コンクリートの積算温度で管理す
る。積算温度の求め方としては以下の 2方法がある。
1）‌�コンクリート温度を直接計測して，その積算温
度で管理する。

2）‌�コンクリート温度の積算温度と外気温の積算温
度との関係を把握し，現場では外気温の積算温
度で管理する（図─ 8参照）。

⑥水平打継面処理の確認
巡航 RCD工法での水平打継面処理は，以下の方法
により行う。
1）外部コンクリートの水平打継面処理
外部コンクリートの水平打継面処理は，内部振動機
の締固めにより生じるブリーディングを確実に除去す
ることを目的として，適切な時期に圧力水を用いて実
施する。
2）RCDコンクリートの水平打継面処理
RCDコンクリートの水平打継面処理は，表面の振
動ローラの転圧により生じる滑面層（ノロ）を確実に
除去することを目的として，低圧力水を用いて実施す
る。
⑦型枠の早期移動の確認
巡航 RCD工法においては，1リフト 3 日未満で複
数リフトを連続的に打設できるように，上下流面型枠
を早期に脱型・移動する必要がある。プレート型アン
カーを使用することで，脱型の早期化が図れる（写真
─ 5参照）。早期脱型は，積算温度で管理できる。

3．「第 3 章　巡航 RCD 工法の施工方法」

（1）巡航 RCD 工法の施工方法の基本
巡航 RCD工法の施工の基本は，配置した施工設備
能力を最大限活用して，堤体コンクリートを連続的に
打設することである。第 3章においては，この基本を
達成するために必要な要素技術について説明してい
る。
連続施工を可能とするための要素技術は下記のとお
りである。
①RCDコンクリートの先行打設
②RCDコンクリートの打止め・打継ぎ
・端部法面による打止め・打継ぎ
・傾斜打止めによる打止め・打継ぎ
③外部コンクリートの独立・後行打設
・打設開始時期
・打設方法図─ 8　嘉瀬川ダムにおける外部コンクリート積算温度と圧縮強度の関係
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写真─ 5　プレート型アンカー

写真─ 4　傾斜打止めの施工状況
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・横継目設置方法
④構造物周辺等の打設
⑤着岩部コンクリートの打設
⑥水平打継面処理
⑦RCDコンクリート面上のダンプ走行
⑧上下流面型枠の移動
⑨資機材の移動方法
⑩機械・設備の点検・整備方法
⑪施工設備計画の配慮事項
⑫降雨時・休日前日など打設中断・再開の対応
⑬打設前検査
なお，ここでは，湯西川ダムにおいて新たに導入さ
れた施工方法である，1:0.8 端部法面による RCDコン
クリートの打止め・打継ぎについて紹介する。

（2）  1：0.8 端部法面による RCD コンクリートの打
止め・打継ぎ

巡航RCD工法では連続施工が行われるが，降雨時，
休日前日および不測の事態が発生した際には打止めを
行う必要がある。この場合には，1：0.8 端部法面によ
る打止めを行う。打継ぎに際しては入念なモルタルの
敷設を行う。打止めは横継目位置で行わず，横継目位
置を越えて横継目の挿入目地が十分余裕をもって施工
できる位置で行う。また，上下流に連続した継目を形
成しないよう，上下流方向一直線の配置を避けて，ク

ランク状（かぎ型）に打ち止める（図─ 9参照）。なお，
打止め位置が上下リフトで連続しないように，下リフ
トの打止め位置とは異なる箇所で打ち止める。クラン
ク状に打ち止める場合，コーナー部，特に入隅部が締
固め不足とならないよう注意することが重要である
（写真─ 6参照）。

4．「第 4 章　確認試験」

（1）確認試験概説
巡航 RCD工法による本体施工に先だって実施する
確認試験について，嘉瀬川ダムまたは湯西川ダムにお
ける具体の事例と共に説明している。
確認試験の内容は以下のとおりである。
①RCDコンクリート端部法面の締固め試験
② RCDコンクリート部と外部コンクリート一体化確
認試験
③ 1：0.8 端部法面による RCDコンクリート打継ぎの
一体化確認試験
④傾斜打止め部のエッジ処理試験
⑤外部コンクリートの若材齢強度と積算温度の関係把
握試験
⑥外部コンクリートの打継ぎ面処理（レイタンス処理）
試験
⑦ RCDコンクリートのソフトトリートメントによる
打継ぎ面処理試験
⑧若材齢コンクリート面のダンプ走行試験
ここでは，3章と同様に，湯西川ダムにおいて新た
に導入された施工方法である，1：0.8 端部法面での
RCDコンクリート打継ぎ一体化試験について紹介す
る。

（2）  1：0.8 端部法面での RCD コンクリート打継ぎ
一体化試験

施工時に予想される最大の打継時間間隔に対して，
モルタルの敷設により端部法面での RCDコンクリー
ト打継ぎ一体化，密実化が確実に行われること，およ
び後行打設するRCDコンクリートを確実にまき出し，
締め固める施工方法を試験により確認する。
湯西川ダムの現地試験で，端部法面を締め固めた先
行 RCDコンクリートと，打ち継がれた後行 RCDコ
ンクリートは打継面にモルタルを入念に敷設すること
により，コア観察及び圧縮強度試験による一体化確認
試験により，打継時間間隔が 288 時間でも確実に一体
化し，打継部周辺が一般部同様に密実であることが確
認されている。

図─ 9　端部法面による打止め

写真─ 6　入隅部の締固め状況
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また，本体工事で実施した 1：0.8 端部法面での
RCDコンクリートの打継ぎについて，堤体からコア
採取してその一体化を確認している（写真─ 7参照）。

5．「第 5 章　巡航 RCD 工法の施工計画」

巡航 RCD工法の施工計画は，堤体形状や堤内構造
物の配置計画などの堤体設計と，地形・地質条件や気
象の地域特性，ダムサイト周辺の自然・社会環境など
の条件を十分に考慮し，巡航 RCD工法の効果が最大
限発揮でき，経済性，工期，効率が最適となる計画を
策定することが重要である。第 5章では，検討フロー
の概要，施工計画上の基本事項，リフトスケジュール
の基本的な考え方，施工設備のほか，管理体制，設計
に際しての留意事項について説明している。

6．おわりに

巡航 RCD工法は，嘉瀬川ダム，湯西川ダムでの努
力により発展をみることができたが，今後更に工夫を
重ね，一層の合理化を図る必要があることはいうまで
もない。例えば，端部法面の施工性の改良，1リフト
の連続施工を発展させた 2リフトの連続施工による更
なる打設速度・打上がり速度向上や河床部から構造物
設置リフトを含めて上位標高まで通した巡航 RCD工
法の適用などが当面の課題として挙げられる。
今後のダムでの技術開発の続行を大いに期待するも
のである。
�

写真─ 7　1：0.8 端部法面でのRCDコンクリート打継ぎ面のコア状況
［筆者紹介］
小杉　淳悟（こすぎ　じゅんご）
㈶ダム技術センター
研究第一部
研究員
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台形 CSG ダム

樋　口　淳　美

本報告は台形 CSGダムの概要，設計，施工，品質管理の基本的考え方について紹介するとともに，平
成 24 年 6 月に刊行された「台形CSGダム設計・施工・品質管理技術資料」の内容について報告するもの
である。
キーワード：台形CSGダム，台形ダム，CSG工法，台形CSGダム設計・施工・品質管理技術資料

1．はじめに

ダムの建設においてはこれまで多くの技術開発がな
されてきたが，今日の社会情勢，経済情勢の下で，よ
り一層のコスト縮減と環境保全に配慮した技術開発が
望まれている。一方，堤体材料を得るための原石山の
地質条件等が厳しくなっており，歩留りの低下，掘削
法面の長大化等によるコストの上昇や環境負荷の増大
が大きな課題となってきている。このため，“材料の
合理化”を図ることができれば，大規模なコスト縮減
と環境負荷軽減に資することができる。台形 CSG ダ
ムは，この“材料の合理化”に着目した新しい型式の
ダムであり，あわせて“設計の合理化”，“施工の合理
化”にも資するものである。
本報告では台形 CSG ダムについて紹介するととも
に，平成 24 年 6 月に刊行された「台形CSGダム設計・
施工・品質管理技術資料」の内容について報告するも
のである。

2．台形 CSG ダムの概要

（1）台形 CSG ダム
図─ 1に台形 CSG ダムの標準断面を示す。台形
CSG ダムは，堤体材料として CSG を用い，表面には
耐久性の確保を目的とした保護コンクリートを配置す
る。また，上流面下部に通廊，構造用コンクリートお
よび浸透路長の確保のための止水コンクリートを設け
る。なお，堤体底面の CSG には，基礎岩盤との密着
性および耐久性に配慮して富配合の CSG を用いるこ
ととしている。
CSG（Cemented Sand and Gravel）とは建設現場

周辺で手近に得られる材料を，基本的に分級・粒度調
整，洗浄を行うことなく，必要に応じてオーバーサイ
ズの除去や破砕を行う程度で，セメント，水を添加し，
簡易な施設を用いて混合したものであり，後で述べる
強度の定義とその決定法並びに強度管理手法を有する
ものである。CSG 工法とはこの CSG をブルドーザで
敷均し，振動ローラで転圧することによって構造物を
造成する工法である。台形 CSG ダムは，3 章で述べ
る台形ダムと，この CSG 工法の特徴をあわせ持つ新
しい型式のダムである。
台形 CSG ダムの大きな特徴は，CSG を弾性体とみ
なせる応力の範囲で用いることから，「弾性体として
設計」されることである。このため，コンクリートダ
ムと同様に堤体内に放流設備や通廊を，堤頂部に非常
用洪水吐きなどを設置することを可能としている。

（2）台形 CSG ダムの開発と現状
我が国で最初に CSG 工法を適用した構造物は長島
ダム上流仮締切堤である。これ以降，CSG 工法は，

特集＞＞＞　ダム

図─ 1　台形CSGダム標準断面
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多くの仮締切堤，押え盛土工などに採用され，実績を
急速に増やし，大保ダム沢処理工，灰塚ダム川井堰堤，
嘉瀬川ダム副ダムについては，ダム本体ではないが，
台形CSGダムの理論を用いて設計されている。一方，
ダム建設においては，これまで以上にコスト縮減と，
環境への配慮が強く求められており，そのためコスト
縮減や環境負荷軽減に資する CSG 工法が着目され，
台形 CSG ダムを材料，設計，施工の合理化に資する
新たなダム型式として捉え，その設計方法の検討が行
われた。
これらの検討結果を受けて，平成 13 年 5 月に開催
された第 29 回ダム技術会議において，億首ダム，サ
ンルダム，本明川ダムの 3ダムを台形 CSG ダムとし
て検討を進めることが認められた。また，大保ダム沢
処理工および灰塚ダム川井堰堤では，台形 CSG ダム
の設計・施工・品質管理等に関する多くのデータが得
られ，これらの結果は「台形 CSG ダム施工・品質管
理技術資料」（平成 19 年 9 月）に反映されている。
上記 3ダムに引き続き，当別ダム，厚幌ダム，三笠
ぽんべつダム，鳥海ダムについて検討が進められた。
このうち，当別ダムについては補助ダムとして最初に
大臣特認の認定を受け，平成 20 年 8 月には本体発注
を行い，平成 24 年 10 月に竣工しており，月間打設量
11 万 7 千m3 という大量高速施工を実現している。ま
た，億首ダムについては，平成 21 年 3 月に本体発注
を行い，平成24年9月からは試験湛水を実施中である。
なお，当別ダム，億首ダム，嘉瀬川ダム副ダムの施
工実績を踏まえて，台形 CSG ダムの設計施工全般に
ついて再検討を行い，平成 24 年 6 月に「台形CSGダ
ム設計・施工・品質管理技術資料」がまとめられてお
り，その概要については 5章で記述する。また，ダム
本体以外では大滝ダム，浅川ダムで地すべり対策工を
CSG 工法で実施しているほか，仮締切などの仮設構
造物として，CSG 工法が多くのダムで適用されてい
る。

3．台形 CSG ダムの設計（台形ダム）

図─ 2に従来の直角三角形形状のダムと台形形状
のダムの自重・静水圧・地震荷重を考慮した場合の最
大応力の分布を示す。地震荷重は動的解析により考慮
し，その際，兵庫県南部地震時に一庫ダム（水資源機
構）で得られた上下流方向の加速度波形を最大加速度
250 gal に調整したものを用いている。
引張応力の最大値として直角三角形ダムでは
1.08 N/mm2，台形ダムでは 0.15 N/mm2 となっており， 

圧縮応力の最大値としては各々 1.97 N/mm2，1.13 N/
mm2 となっている。引張応力については，重力式コ
ンクリートダムに用いられる程度のコンクリート強度
では，引張強度は圧縮強度の 10％程度とされており，
この関係を用いると，直角三角形ダムでは 1.08 N/
mm2 の引張強度を確保するために，この値を 10 倍し
た 10.8 N/mm2 の圧縮強度が必要となる。台形ダムで
は同様に1.5 N/mm2の圧縮強度が必要となる。つまり，
台形ダムは，直角三角形ダムの 14％程度の強度でよ
いことになる。この関係を図─ 2に併せて示す。（こ
こでは簡単のため，安全率を 1として考えている。）
この図から内的安定性については，直角三角形ダム
と比較して台形ダムは，小さな圧縮強度を有する材料
でも満足することが分かる。
外的安定性の転倒については，台形ダムはその形状
から，擁壁などで想定・検討されるような転倒はあり
得ない。台形ダムでは，常時はもちろんのこと，地震

図─ 2　堤体形状と必要圧縮強度
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時（動的解析による）においても底面全域で鉛直応力
が基本的に圧縮状態であること，これをもって転倒防
止の条件としている。この条件は，台形ダムの必要条
件である。
台形ダムは堤敷長が直角三角形ダムに比べて長く，
かつ形状が左右対称であることから，せん断応力の変
化が少ない。また，上記の転倒の条件から，鉛直応力
が堤体底面全域で圧縮側にあり，全面的に摩擦力が期
待できるため，滑動に対しては堤体と基礎岩盤の摩擦
のみで十分抵抗できる。

4．台形 CSG ダムの施工

（1）台形 CSG ダムの施工の概要
台形 CSG ダムに用いられる母材は，掘削ズリなど
の現地発生材，河床砂礫，段丘堆積物，風化岩など比
較的容易に入手し得る岩石質の原材料である。前章で
述べたように台形ダムの必要強度は高くないため，台
形 CSG ダム型式の場合，母材に要求される品質もコ
ンクリート骨材と比較して低くてよいことになり，材
料の合理化に大きく寄与するものである。CSG 材と
は，原材料である母材のオーバーサイズ除去又は破砕
を行ったもので，分級・ブレンドなどの粒度調整およ
び洗浄は基本的に行わない。このため，通常のコンク
リートダムの建設で必要となる骨材製造設備や濁水処
理設備などの大がかりな設備が不要となる。CSG は
CSG 材にセメント，水を添加し混合したもので，コ
ンクリートの混合設備より簡易な施設で連続的に混合
することとしている。
一般的な CSG の製造工程は図─ 3に示すとおりで

あり，混合された CSGは，RCD工法などと同様に面
状工法により施工され，打設に用いる機械は，通常の
ダム工事で用いられるダンプトラック，ブルドーザ，
振動ローラなどの汎用機械である。CSG は単位セメ

ント量，単位水量が少なくブリージングが極めて少な
いことから（単位セメント量 80 kg/m3 程度以下を想
定）打設時のグリーンカットを必要とせず，また横継
目の間隔も大きくしており，施工の簡略化，高速化を
図ることができる。
このように，台形 CSG ダムは手近に得られる材料
を有効に用い，粒度調整，洗浄を行うことなく簡易な
設備，汎用機械で施工するため，施工の簡略化，環境
への影響低減，コスト縮減，高速施工を可能とするも
のである。

（2）台形 CSG ダムの品質管理
CSG の母材は，分級・粒度調整は基本的に行わな
いことから，粒度は同一採取地の材料であっても当然
変動する。また，粒度が変動するため，単位水量を一
定に保つことも困難となる。このため，以下の手順に
より CSG の強度を設定し，品質管理を行うこととし
ている。
まず粒度については，母材採取地で得た材料で数多
くの粒度試験を行い，CSG 材の最も粗い粒度と最も
細かい粒度を把握し，この粒度について強度試験を行
う。強度試験に用いる単位水量としては，試験水量幅
を広くとり，その間の複数の単位水量を設定して試験
することで，単位水量の影響を把握することとし，図
─ 4に示すように，粒度を変数とした単位水量─
CSGの強度線が得られる。

単位水量に関しては，水量が少なくなると明らかに
水不足で強度が発現しない状況が現れ，また，多すぎ
ると混合時にミキサの羽根などに付着が著しく，実際
の施工に不向きとなる現象が現れる。これは，単位水
量に選定可能範囲─許容範囲─が存在することを示す
ものであり，この単位水量の許容範囲を縦線で記入す
ると，CSG の強度は上下 2本の粒度─強度線で挟ま
れる内側で，2本の許容単位水量範囲を示す縦線で区
切られる「ひし形」の範囲内（図─ 4の斜線部分）に
分布する。この「ひし形」範囲の中で，最も低い強度図─ 3　CSGの製造工程

図─ 4　「ひし形」理論
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を CSG 強度とすれば，粒度，単位水量が設定した範
囲内にある CSG 材を用いた強度は，それ以上の値が
確保されていることとなる。これを“「ひし形」理論
（Diamond Shape Theory）”と呼んでいる。
次に，試験施工によって必要な転圧回数を決定し，

決定した転圧回数での CSG の現場締固と同等のエネ
ルギーによって締固められた室内大型供試体強度から
得られるひし形を作成し，これにより CSG 強度が決
定される。したがって現場においては，振動ローラの
転圧回数で品質管理が行われる。

5．  台形 CSG ダム設計・施工・品質管理技
術資料

本格的な台形CSGダムとして，当別ダム，億首ダム，
嘉瀬川ダム副ダムの本体工事が実施され，これらのダ
ムの試験，設計，施工，品質管理の各分野で得られた
知見を整理分析し，現時点での台形 CSG ダムに関す
る技術水準を示す資料として「台形 CSG ダム設計・
施工・品質管理技術資料」がまとめられた。以下，そ
の主要な点について説明を加える。

（1）台形 CSG ダムの設計
台形 CSG ダムの設計に関しては，有限要素法を用
いた動的設計が行われるが，その設計の手法について
整理した結果を記述するとともに，外的安全性（滑動）
及び内的安定性の安全率の考え方についての整理を
行っている。設計地震時（フィルダムの耐震設計指針
（案）［修正震度法］のダム底面位置での設計地盤震度
を入力地震動の最大加速度とする）については安全率
1.5，検証地震時（最大加速度 250 gal）は 1.2 として
おり，常時（非地震時）の安全率は 2.0 としている。
なお，外的安定性（転倒）については，3章でも述べ
たように，地震時（動的解析による）においても底面
全域で鉛直応力が基本的に圧縮状態であることが条件
である。
細部形状について，施工結果を受けて設計への
フィードバックが行われている。例えば，CSG の左
右岸アバット部は，温度応力によるダム軸方向の引張
応力が発生しやすいため，これまでも左右岸アバット
部付近に横目地を設けることとしていたが，河床部に
おいても，ひび割れ予防のため，ダム軸方向長 100 m
程度の間隔で横目地を設けることとした。
このほか，堤体の細部形状（保護コンクリート厚，
継目の止水構造等）について，施工結果を踏まえて必
要な形状を定めた。また，端部法面構造については図

─ 5に示すように，施工の際に法肩からの CSG のこ
ぼれ落ちによる清掃作業が極力少なくなるように配慮
する必要性から，2層目の端部を 50 cm引いた位置と
するなど，施工性を考慮して形状を定めた。

（2）材料の調査および CSG の試験
台形 CSG ダムにおける合理化の主要部分は「材料
の合理化」であり，母材が設計，施工に及ぼす影響が
大きい。そのため，母材採取地の適切な選定，母材の
調査が重要である。ここでは，母材採取地の調査，母
材の調査，CSG 材の試験及び室内供試体試験につい
て記述している。CSG の強度はコンクリートと異な
り，ピーク強度ではなく，強度試験における応力─ひ
ずみ曲線が直線関係を示す区間の最大の値を用いるこ
ととしている。したがって，強度試験時には，常に応
力のみならず変形を測定する必要があるという特徴が
あり，これらの試験方法についても記述を加えた。

（3）試験施工
CSG の試験施工は，実際に使用する CSG 材を用い
て，実機による現地試験を行うことで施工性を確認す
るとともに，本体工事における施工仕様（転圧回数）
の決定および「ひし形」を決定することを目的として
実施するものであり，これに加えて，打継面処理方法，
転圧開始までの許容時間等の施工仕様，必要な品質管
理項目や頻度および材料ストックの方法に関する検討
等を行うものである。ここでは，従来からの知見に加
えて，混合機として簡易な自走式土質改良機を用いた
例を紹介するなど，記述の充実を図っている。

（4）確認試験
確認試験は本体工事着手に先立って，実際に使用す
る材料および施工設備を用いて，基本事項の確認，
CSG の細部施工仕様の決定，CSG の施工技術の習熟
を図ることを目的に実施されるものである。特に，
CSG 混合装置の性能確認は実施工で使用する CSG 混
合装置が，「ひし形」作成に用いられた傾胴型ミキサ

図─ 5　端部法面形状
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（ポットミキサ）と同等以上の混合性能を有すること
を確認するものであり，試験の結果，実機の混合設備
による CSG の強度がポットミキサによる強度より小
さい場合（実機の混合性能がポットミキサより劣る場
合）には，単位セメント量を増やすか，混合装置を再
検討することを検討する必要がある。確認試験につい
ては，当別ダム，億首ダム，嘉瀬川ダム副ダムにおけ
る実施結果を受けてまとめられたものである。

（5）品質管理
台形 CSG ダムの品質管理は①粒度・単位水量が設
定した幅の中にあることを確認する材料管理，②その
密度・吸水率が変化する CSG 材の変化を事前に把握
し，「ひし形」に影響するか否かを判断し，遅滞なく
材質変化に伴う「ひし形」の再構築を行う材料品質管
理，③振動ローラの転圧回数管理から構成される。ま
た，強度の変動傾向，すなわち CSG 材の品質の変動
傾向，管理システムのトラブル等を把握するために現
場における密度測定，供試体強度試験も実施され，供
試体強度も，できれば 7日強度程度の早期材齢の強度
を用いることが望ましいとされている。ここでは，3
ダムでのこれらの品質管理の例が示されており，「ひ
し形」の再構築を行った例も示されている。
品質管理のための手法（品質管理のフロー，品質管
理のための試験方法等）についても，3ダムの施工例
をもとに取りまとめを行っているが，粒度や含水量の
測定について，さらに合理的な試験方法の開発の試み
もなされている。また，ICT による施工管理を含め
た管理の合理化についても試行されており，今後のさ
らなる合理化が望まれる。

（6）施工
台形CSGダムの施工は，CSG打設，保護コンクリー
ト打設，型枠設置が，それぞれ異なった場所で独立し
て互いの干渉なく実施することを基本としており，2
層（1.5 m）を 4日間で施工することが行われている。
CSG の運搬方法，堤体への進入部分の工夫等も行わ
れており，これら各ダムでの施工例が紹介されている。
また，材料採取に関しては，特に細粒分の多い河床砂
礫を，地下水位以下から採取する場合の水切り方法に
ついて，当別ダムの例を基に記述されている。

基礎掘削については，岩盤の噛み合わせ（摩擦抵抗）
が十分に期待できるよう適切に施工する必要があり，
各現場における岩盤性状に応じて掘削や岩盤清掃の仕
様を設定する必要がある。このため，掘削仕様につい
て現地試験を行って決定した例が示されている。
打継面の処理については，広い範囲を施工する必要
性から，清掃車を用いた打設面の清掃が行われている。
また，セメントペーストの散布のための散布車の工夫
なども行われている。さらに，CSG 打設後の養生方
法や，積雪寒冷地における越冬面の保護及び越冬後の
処理について記述されている。
保護コンクリートの打設に先行して CSG の打設が
行われるため，端部法面の施工方法に工夫が必要であ
り，その施工手順については図─ 5に示したとおり
であるが，端部については振動ローラによる転圧がで
きないため，専用の締固め機械等が開発されている。
このほか，プレキャスト型枠，横断構造物，構造物
周辺の施工，コンクリート部のチッピング，モルタル
塗布，洪水吐き及び取水設備の施工等について記述が
加えられている。

6．おわりに

当別ダム，億首ダム，嘉瀬川ダム副ダムの実施によ
り，設計・施工・品質管理において貴重な知見が得ら
れたが，台形 CSG ダムに関する技術は発展途上の技
術であり，今後さらに検討が必要となる。したがって，
ここで紹介した「台形 CSG ダム設計・施工・品質管
理技術資料」についても，現時点での最新情報を基に
作成されたものであるが，あくまで現時点での評価で
あることから，今後の台形 CSG ダムの検討は，更な
る進化を目指して進んでいく必要がある。
�

［筆者紹介］
樋口　淳美（ひぐち　あつよし）
㈶ダム技術センター
首席参事役
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湯西川ダムにおける巡航 RCD 工法の施工実績

大　内　　　斉・岡　山　　　誠・戸　澤　清　浩

重力式コンクリートダムにおける従来のRCD工法を合理化することにより，更なる高速施工を可能と
した「巡航RCD工法」を湯西川ダム（国土交通省関東地方整備局発注）において施工した。従来のRCD
工法は施工速度の遅い外部コンクリートを先行打設後，打継時間を遵守したうえで，施工速度の速い内部
コンクリートを後行するため，打設速度が外部コンクリートに拘束される場面があった。一方，巡航
RCD工法では内部コンクリートを先行打設し，打設能力の余力で外部コンクリートを打設するため，仮
設備能力を十分に発揮し高速打設が可能となる。本報では，巡航RCD工法に必要とされる施工仮設備を
中心に，巡航RCD工法の施工方法，施工技術について紹介する。
キーワード：重力式コンクリートダム，巡航RCD工法，ダム用施工設備，高速施工

1．はじめに 

湯西川ダムは，栃木県日光市西川に建設された堤高
119 m，堤頂長 320 m，堤体積約 105 万 m3 という大
規模な重力式コンクリートダムである。堤体コンク
リート打設工法としては，RCD工法（頂部は ELCM
工法）が適用された。
RCD工法は，重力式コンクリートダムの合理化施
工法として確立された工法である。近年更なる合理化
を目指し，RCD用コンクリートのうち，内部コンク
リートを外部コンクリート打設より先行することによ
り高速施工を可能とした「巡航RCD工法」が開発され，
嘉瀬川ダム（国土交通省九州地方整備局発注）におい
て試験的に採用された。
湯西川ダムでは，ダム本体の基礎掘削量増加に伴い
ダム本体コンクリート量が増加したことから，ダム本
体工期の延伸が懸念されることとなった。このため，
打設工程を短縮するための対策として「巡航 RCD工
法」の適用が検討された。それまで当ダムでは，従来
の RCD工法によって 1リフトを 3分割して 3日間で
打ち上げていくことを基本としていたため（月最大約
79,000 m3），打設工程短縮を実現するためには，1リ
フト 3日未満での施工が必要となった。
そこで，配置された施工設備の能力を最大限活用す
る「巡航 RCD工法」適用のシミュレーションを比較
的構造物の少ない中標高部において行ったところ，1
リフト 3日未満での施工が可能との結論が得られた。

このため，1リフト 3日未満の施工サイクルを連続的
に続けられる「巡航 RCD工法」の適用によって堤体
打設工程の短縮を図ることとした。採用に当っては，
数々の課題を解決するため，場外で事前の試験施工を
実施するとともに，新たな施工技術の開発も実施した。

2．従来の RCD 工法と巡航 RCD 工法の違い

「従来のRCD工法」は，打設区画毎に外部コンクリー
トと内部 RCD用コンクリートを交互に打設し，相互
の一体化を確保しながら進めるコンクリート打設工法
である。
「巡航 RCD工法」は，RCD用コンクリートを先行
打設し，外部コンクリートは RCD用コンクリートと
分離・独立した施工が可能となるため，打設開始直後
から設備能力が最大限活用された高い打設速度が維持
されるとともに，打設効率の向上が図れる工法である。
巡航 RCD工法の施工状況（内部コンクリート先行打

特集＞＞＞　ダム

写真─ 1　巡航 RCD施工状況
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設）を写真─ 1に示す。

3．高速施工に適合した施工設備計画

巡航 RCD工法においては，大量のコンクリートを
短期間に打設する高度な施工技術が要求され，それら
を達成するために，大規模かつ合理的・効率的なダム
用施工設備（骨材製造設備，骨材輸送設備，コンクリー
ト製造設備，コンクリート運搬設備）の計画・配置が
必要となった。以下にその概要を示す。

（1）施工設備への要求事項
・工期短縮を実現するために必要なコンクリート打設
能力は，367.2 m3/h（月最大約 79,000 m3）となるた
め，それを確保できるコンクリート製造・輸送設備
とする必要がある。
・コンクリート打設能力に合致した骨材製造能力
450 t/h の骨材製造設備が必要である。
・採取地の異なる 4種の原石骨材（川治河床砂礫，湯
西川河床砂礫，堤体掘削ズリ，原石山骨材）は，単
独で使用することから，骨材切替時における混合を
避け，品質に留意した設備構造が必要である。
・周辺居住地への配慮から，施工設備の稼働時間を制
約する必要がある。
・ダムサイトは冬期期間の気象条件が厳しく，冬期運
用については凍結対策が必要である。
以上の条件を踏まえ，高速施工に対応できる最適な

施工設備選定，配置計画を立案した。

（2）施工設備の計画概要
前述した条件を考慮したダム用仮設備の基本計画を
以下に示す。
・骨材製造設備は，製造能力（450 t/h）に対応可能
な設備仕様とし，4種の原石骨材を使用することに
よる骨材切替作業が円滑に実施でき打設休止時間を
短縮できる設備計画とした。
・コンクリート運搬設備は，15 t 級ケーブルクレーン
× 2 基と大容量連続搬送を可能とする「SP ─
TOM」の組合せを採用した（運搬能力：367.2 m3/h）。
また，ケーブルクレーン 1基は，主索を簡易移設可
能な構造とした。
・コンクリート製造設備は，2軸強制練ミキサー× 2
基搭載したバッチャープラントを右岸天端に 2 台
（製造能力 180 m3/h × 2 台＝ 360 m3/h）配置した。
・コンクリート運搬・製造設備は，各状態を総合的に
管理できる出荷制御システムを採用した。
施工設備の「施工設備配置計画図」を図─ 1に示す。

4．巡航 RCD 工法適用の検討フロー

1リフト 3日未満の施工サイクルを連続的に続けら
れる「巡航 RCD工法」の適用に当たっては，試験施
工をするとともに，図─2のフローにより検討を行った。

図─ 1　施工設備配置計画図
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5．試験施工

巡航 RCD工法の本施工への適用に先立ち，㈶ダム
技術センターで編集された「巡航 RCD工法施工技術
資料」1）（以下「技術資料」と表記）に基づいて基礎デー
タの確認試験を行うとともに，新たな開発技術の試験
施工を行った。

（1）確認試験
「技術資料」に基づき表─ 1に示す確認試験を実施
した。試験結果は，嘉瀬川ダムで得られたものとおお
よそ同じであった。

（2）新技術試験（1：0.8 端部法面 RCD 打継ぎ）
嘉瀬川ダムで実証した際，「先行RCD用コンクリー
ト打止め部」に対して「後行のRCD用コンクリート」
を打ち継ぐ場合，1：4.0 以上での傾斜打止めを行って
いた（写真─ 2参照）。
それに対して，外部コンクリートとの打継面に用い
ていた「1：0.8 の端部締固め技術」を応用した「RCD
用コンクリート同士の打継ぎ」が可能となれば，端部
処理時間の短縮やエッジ処理時間の短縮，及び打設再

開時処理の簡素化による打設可能時間の増加が期待で
きる（写真─ 3参照）事が予想された。本試験施工
にて，「打継面の一体化確認試験」を実施した結果，1：
0.8 端部法面に RCD用コンクリートを打ち継ぐ場合，
打継面にモルタルを塗布すれば，一体化することが確

図─ 2　「巡航RCD工法」適用までの検討フロー

表─ 1　試験施工実施項目と結果
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認でき新技術が確立された。
なお，1：0.8 端部法面の締固めは専用の締固め機械
を導入して実施した（写真─ 4参照）。品質上の留意
点は，打継面にモルタルを塗布することと，新たに打
設する RCD用コンクリートの法尻部をブルドーザに
よる転圧を確実に行うことである（写真─ 5参照）。

6．施工実績 

（1）巡航 RCD 工法の適用範囲
「巡航 RCD工法」は，ダム堤体内に比較的構造物
が少なく比較的打設面積が広い部分である EL621 m
～ EL640 m に適用した（図─ 3参照）。「巡航 RCD
工法」の採用により，18 リフト打設（上記標高のう
ち EL622 m ～ EL623 m は従来の RCD工法）で計画
打設日数 27 日（暦日 40 日）を，実打設日数 24 日（暦
日 31 日）に短縮することができた。打上り速度が向
上した理由は以下のとおりである。
①コンクリート打設速度の向上による 1リフト打設時
間の短縮
②打設間の時間の短縮（1リフト当たりのインターバ
ル回数減と所要時間の短縮）

（2）巡航 RCD 工法の導入効果
上記工程短縮に加え，以下に示す導入効果を得られ
た。
①品質面の向上
「従来の RCD工法」では，止水性，耐久性を要す
る上下流面外部コンクリートと RCD用コンクリート
の接合部で，縫い合わせが必要であった。一方，「巡
航 RCD工法」では，前節で述べたように外部コンク
リートは小規模ブロック打設となることから，縫い合
わせが不要になり，施工の確実性が向上した。
②施工安全性の向上
「従来の RCD工法」では，RCD用コンクリートと

写真─ 2　傾斜打止め（1：4.0）とエッジ処理状況

写真─ 3　1：0.8 端部法面の打継ぎ全景

写真─ 4　1：0.8 端部法面締固め状況

写真─ 5　1：0.8 端部法面打継ぎ施工状況（ブル転）

図─ 3　「巡航RCD工法」施工範囲
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有スランプコンクリートを隣接箇所で施工することか
ら，これらの異種作業が同一箇所に混在する時間帯が
発生する。これに対して「巡航 RCD 工法」では，
RCD用コンクリートと有スランプコンクリートの打
設箇所が完全に分離されるため，混在作業は解消され，
施工安全性が格段に向上した。

7．おわりに

湯西川ダムでは，日本で初めてリフト全面へ「巡航
RCD工法」を適用し，堤体打設を実施した。ダムの
堤体コンクリート打設に「巡航 RCD工法」を適用し
た際，「施工性向上効果」は当初見込んだ「打設速度
の向上」や「打止め型枠撤廃による打設時間短縮」だ
けでなく，「降雨時における施工性向上」，「リフトの
打上り速度向上」，「品質面の向上」及び「施工におけ
る安全性の向上」も明確になった。
施工設備としては，「巡航RCD工法」の適用に際し，
高速施工に合致した施工設備を計画的に配置してお
り，必要なコンクリート打設能力を十分確保できたと
考える。
「巡航 RCD工法」は，重力式コンクリートダムの
合理化施工である RCD工法の数少ない弱点を補い，
工程，品質，安全確保に大きく貢献できる工法であり，

さらなる改善を行うことで，今後の国産技術の海外進
出に大きく貢献できる技術であると考えられる。
�
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嘉瀬川ダム副ダム建設工事における
DKS－Ⅱミキサの採用

今　北　啓　介

嘉瀬川ダム副ダムは，嘉瀬川ダム4 km上流の嘉瀬川ダムの貯水池内に建設された台形CSGダムであり，
ダム本体の施工にCSG工法が適用された。
本ダムの CSG 工法施工にあたっては，CSG の製造には「DKS－Ⅱミキサ」を適用した CSG 製造設備

を設置した。また，CSG転圧においては通常の振動ローラでは施工困難なCSG端部の締固めに「法肩締
固め機」を適用し，一般部の転圧には振動ローラに「転圧管理システム」を搭載することで台形 CSGダ
ムの施工の合理化に大きく寄与した。
キーワード：ダム，副ダム，嘉瀬川，台形CSGダム，CSG工法，混合，法肩，締固め

1．はじめに

嘉瀬川ダム副ダムは，佐賀県を北から南に流下し有
明海に注ぐ嘉瀬川（一級河川）に建設された嘉瀬川ダ
ム貯水池の上流部に位置する。ダムの目的は，一般的
な貯砂機能のほかに，景観の創出，親水性の向上，湖
面を利用した活動の推進，さらに，嘉瀬川ダムの水位
低下による荒廃地防止と貯水池内の水質保全である。
本ダムは台形 CSG ダムとして計画され，CSG 工法
によるダム本体の施工が行われた。台形CSGダムは，
堤体の断面が台形形状で，堤体の施工を CSG 工法に
よって行うことにより，「設計の合理化」「材料の合理
化」「施工の合理化」を同時に達成する新しい形式の
ダムである。

CSG とは，現場周辺で手近に得られる材料（現地
発生土など）を分級や粒度調整を行わず，必要に応じ
てオーバーサイズの除去や破砕を行う程度とし，それ
にセメントと水を添加し，簡易な施設を用いて連続的
に混合したものである。
本ダム施工における特徴は，CSG 製造設備として

「DKS－Ⅱミキサ」を採用したこと，CSG端部の転圧
に「法肩締固め機」，振動ローラに「転圧管理システム」
を採用したことである。

2．施工実績

嘉瀬川ダム副ダムの堤体断面図を図─ 1に示す。堤
体の形状は，天端幅 8.0 m，上下流面勾配　1：0.8 の

特集＞＞＞　ダム

図─ 1　堤体断面図
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台形形状である。そのほかダムの緒元は表─ 1のと
おりである。

（1）確認試験
DKS－Ⅱミキサを採用するにあたって，混合装置
の性能確認を行った。その結果を図─ 2に示す。

（2）CSG 材の製造
CSG 材の製造方法は，嘉瀬川ダム原石山の廃棄岩

（母材）を，廃棄岩置場にて移動式破砕機を使用して
80 mm以下に破砕した。

（3）CSG の製造・施工
CSG の製造と施工は，以下の手順で行われた。写

真─ 1 ～ 4に CSG の製造から堤体までの運搬状況を
示す。また，図─ 3にCSG工法の施工フローを示す。
① CSG 製造設備の CSG 材ストックヤードから 4.1 m3

トラクターショベルを使用して CSG 材を投入ホッ
パに投入する。
②DKS－Ⅱミキサを使用して，CSG 材と水，セメン
トを混合してCSGを製造する。
③製造した CSG をベルトコンベヤで積込ホッパ
（4.5 m3 × 4 室）へ輸送する。
④積込ホッパより10tダンプトラック荷台へ放出する。
⑤堤体まで 10 t ダンプトラックにて運搬する。
⑥堤体まで運搬した CSG は，ブルドーザ（16 t 級湿

表─ 1　ダム諸元

ダム形式 台形CSGダム
堤高  29.3 m
堤頂長 115.5 m
堤体積 65,300 m3

うち CSG 51,700 m3

うちコンクリート 13,600 m3

図─ 2　混合装置の性能確認（C=100 kg/m3，σ28）

写真─ 1　CSG材ホッパ投入

写真─ 2　DKS－Ⅱミキサによる混合

写真─ 3　積込ホッパからの積み込み状況

写真─ 4　堤体への運搬，敷均し施工状況
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地式）にて 25 cm× 3層（75 cm）に敷均す。
⑦敷均しの後，振動ローラ（11 t 級）にて転圧を行う。
⑧ 2.5 t 級振動ローラにて仕上げ転圧を行う。
⑨岩着部（左・右岸アバット部）においては，25 cm
毎に 1 t ローラ，タンピングランマにて転圧を行う。

3．DKS－Ⅱミキサ（CSG 製造設備）

DKS－Ⅱミキサは，鋼製ドラムの内側に攪拌羽根
を取り付け，所要の回転数と角度を持たせることによ
り，連続的に CSG を混合する装置である。材料供給
装置及び材料運搬装置を組み合わせることにより計量
～混合～出荷までの製造工程を自動制御する。

写真─ 5にDKS－Ⅱミキサ外観，図─ 4にCSG製
造設備平面図，写真─ 6にCSG製造設備全景を示す。

（1）混合方式
DKS－Ⅱミキサは，動力利用型に分類される。ミ
キサは鋼製で円筒形（内径 1.5 m，長さ 6 m）をして
おり，ドラム内部に計 21 枚（3 箇所× 7 段）の羽根
が設置されている。ミキサを角度 20 度で設置し，17
回転／分の回転を与えることによって，CSG を連続
して混合し，バッチミキサと同等の品質で効率よく製
造することができる。

（2）製造能力
製造能力は開発当時 80 m3/h であったが，本工事に

おいて，大容量化を目標とした供給設備，排出設備の
システム見直しを行い，混合性能の確認試験を実施し
たところ，200 m3/h までの CSG 製造が可能であるこ

図─ 3　CSG工法の施工フロー

図─ 5　性能確認結果
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写真─ 5　DKS－Ⅱミキサ外観

写真─ 6　CSG製造設備全景

積込ホッパ

投入ホッパ

セメントサイロ

ＤＫＳ－Ⅱ
ミキサ 

ベルトコンベア 

運転室 

試験室

セメントサイロ(貯蔵) 

図─ 4　CSG製造設備平面図
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とが確認できた。図─ 5に性能確認結果を示す。
DKS－Ⅱミキサは最大骨材寸法 150 mmで超硬練
りの RCDコンクリートの製造にも対応でき，混合性
能が高い。

（3）計量方法
CSG 製造設備における混合前の各材料の計量方法
は以下の通りである。
①CSG材
CSG 材供給コンベヤの計量器（ベルトスケール：
BW-600　max575 t/h）により計量する。
②セメント
セメントは，計量器（ベルトスケール：BW-450）
での計量値をもとに，ロータリーバルブにより供給量
を自動調整する。制御盤上でのタッチパネルで設定や
変更が可能である。
③単位水量
CSG 材の表面水率を事前に測定し，単位水量から
表面水率を差し引いた水量を制御盤に入力する。設定
された必要水量を流量計からの信号をもとに，電動バ
ルブで自動調整して供給する。

（4）混合手順
①投入
CSG 材ストックヤードにおいて，ホイールローダ

（4.1 m3 級）により，CSG材を CSG製造設備の投入ホッ
パに投入する。
②計量・運搬
投入ホッパからベルトフィーダにより CSG 材供給
コンベア上にCSG材を供給する。
セメントはインバータ制御のロータリーフィーダに
より供給量を制御した後，ベルトスケールにより計量
を行い，CSG材供給コンベヤ上で添加する。
③混合
CSG 材供給コンベヤで運ばれた CSG 材とセメント
をDKS－Ⅱミキサへ投入し，水を所定量加えながら
混合する。
④排出・積み出し
混合が完了し，DKS－Ⅱミキサの下部から排出さ
れた CSG をベルトコンベヤにより積込ホッパまで運
搬し，下部のダンプトラックに積込み，目的地まで運
搬する。

図─ 6にCSG製造フローを示す。

4．CSG 製造設備の組立・解体，運転

CSG 製造設備の組立解体，運転に関する特徴につ
いて以下に示す。

（1）設置に必要な面積
設備の設置面積としては，約1,200 m2程度であるが，

設備組立に必要な面積は，約 1,000 m2 であった。特
に組立ヤードを確保しなければならなかった作業は，
ベルトコンベヤ地組み，積込ホッパの屋根の地組み，
セメントサイロ組立等であった。

（2）所要日数
設備の組立解体に要した日数は以下のとおりであ
る。

（3）荷役・クレーン等
設備の資材搬入量は，10 t トラック 28 台であった。
荷役・組立クレーンとしては，50 t ラフタークレーン
を 2台／日使用した（組立部材が長尺なため作業半径
の確保が必要であった）。その他の機械として，高所
作業車 2台／日を使用した。
組立部材の最大重量としては，DKS－Ⅱミキサ（架
台 1体品）が約 12 t であった。

図─ 6　CSG製造フロー

表─ 2　組立・解体所要日数

工程 期間 実動

組立
平成 20 年 11 月 17 日
� ～平成 20 年 12 月 25 日

33 日間

解体
平成 22 年 7 月 30 日
� ～平成 22 年 8 月 12 日

12 日間
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写真─ 7に設備の組立状況を示す。

（4）メンテナンス
CSG 製造後の終業清掃には，約 1.5 時間程度を要し
た。おもな清掃箇所は，ミキサ内部に付着した CSG
の斫りとガラの搬出，また，ベルトコンベヤのリター
ンローラに付着したCSGの除去（水洗等）であった。
設備の点検と調整は CSG 製造の休止日に行った。
作業内容は，各ベルトコンベヤのプーリ軸部とモータ
ギヤスプロケット部の給脂のほか，テンションローラ，
スナップローラでのベルトテンション調整（蛇行修正）
であった。

（5）施工中の改良点
施工中の設備の改造点は，以下のとおりである。
① CSG 材引出フィーダの開口部およびスカートの嵩
上げ
②セメントサージタンクの雨除け枠の追加装備
③DKS－Ⅱミキサ投入口の水配管の増設
④DKS－Ⅱミキサの羽根形状の変更
⑤DKS－Ⅱミキサ出口からBC-3 への落とし口の変更
⑥積込ホッパターンシュート嵩上げとシュート口の形
状の変更
⑦積込ホッパ落し口のカットゲートの形状変更

5．法肩締固め機

法肩締固め機械は，台形 CSG ダム堤体の施工にお
いて転圧用の振動ローラ（11 t 級）が近寄ることがで
きない CSG 端部の締固めに適用（開発）した機械で
ある。

（1）ベースマシン
ベースマシンは，0.5 m3 級の油圧ショベル（バック

ホウ）を採用した。なお，起振装置，転圧板を含めた
機械の運転質量は 13,600 kg である。

（2）起振装置
起振装置は，RCD工法で採用されている「振動目
地切り機械」のものを転用した。装置の諸元は以下の
通りである。

（3）転圧板
転圧板は，CSG 端部の法形状に合致するように製
作した。仕様は以下の通りである。また，堤体のリフ
ト高さ違い（標準H＝ 750 mm，一部 H＝ 500 mm）
に対応するため，同形状にて別途作成した。

本工事における転圧板の特徴を列記する。いずれも
試験施工中に課題を抽出し，解決策として取り入れた
改良点でもある。
①転圧の載荷方向を切り替えられるピンブラケット
②法尻形状に合わせた可動板の装備
③転圧中にCSG中より発生する空気抜き穴の配置
④転圧板滑り防止の鉄筋棒の装備
⑤法肩部の隅取り用板の装備

写真─ 7　設備の組立状況 写真─ 8　法肩締固め機施工状況

表─ 3　起振装置諸元

型式 HP931-C
起振力 160 kN
振動数 46.6 Hz
振幅 3.0 ～ 4.0 mm

表─ 4　転圧板仕様（H＝ 750 mm用）

材質 鋼製
板全幅 1,200 mm
平面部面積 1.08 m2

法面部面積 1.08 m2

整形角度 129 度
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6．転圧管理システム

転圧管理システムは，RTK方式の GPS を搭載した
振動ローラの堤体に対する位置情報を座標データでコ
ンピュータに蓄積し，専用ソフトを使用して図示化す
ることで，振動ローラの運転手に転圧箇所のガイダン
スを行い，所定の転圧回数を確保することを目的に採
用したものである。最近では「情報化施工」として一
般化されているものとシステム構成は同様である。
同システムの適用時における課題は，GPS の測位
データの取得に不安定な地形的環境であったこと，
ローラに搭載した制御システムが転圧時の振動により
不具合が生じたことである。なお，当課題は施工中に
おいて解決済みである。

7．おわりに

今回の工事は，新しく開発された技術「台形 CSG
ダムの施工」ということで，施工中は種々の試行錯誤
が存在したが，長年培ってきた関連技術を応用するこ
とで対応が可能であった。特に CSG製造のDKS－Ⅱ
ミキサについては 3件の前例（試験施工等）を踏まえ
ていることで安定かつ高品質の CSG 製造に大きく貢
献した。
本稿執筆に際し，関係各位に謝意を示すとともに，
今件技術が今後の同様工事の一役になることを望む。
�

写真─ 9　転圧板 写真─ 10　転圧管理システム

［筆者紹介］
今北　啓介（いまきた　けいすけ）
西松建設㈱
関西支店　周参見トンネル出張所
副所長
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ICT 活用技術（台形 CSG ダム）
億首ダム本体建設工事

大　西　仁　志

新しいダム形式である台形CSGダムの施工において，高速施工のCSG打設の品質を確保するためには
CSG の製造から打設までの正確な時間管理や迅速な情報収集及び発注者，施工者のリアルタイムな情報
管理が不可欠である。そのため材料採取・製造・打設等における管理手法として ICT技術を活用した。
本稿では，沖縄総合事務局発注の億首ダム本体建設工事で活用した ICT技術について報告する。
キーワード：台形CSGダム，ICT，トレースシステム，GPS，4D-DIS（施工データ統合DB）

1．はじめに

億首ダムは，沖縄東部河川総合開発事業の一環とし
て，沖縄県企業局が管理する水道専用の金武ダムを再
開発し，洪水調節・既得用水や河川維持用水の安定化・
水道用水及びかんがい用水の供給を目的とした堤高
39.0 m，堤頂長 461.5 m，堤体積 339,000 m3 の台形
CSG ダムである。転流工は堤内水路方式で，非常用
洪水吐きにはラビリンス式越流頂を採用している。
平成 21 年 3 月から本体工事に着手，CSGの打設は，
平成 22 年 11 月 11 日に開始し，平成 23 年 7 月 7 日ま
での約 7.7 ヶ月で 210,000 m3 の打設を完了している。
現在は平成 24 年 9 月より試験湛水を行っている。

2．工事概要

（1）ダム諸元
ダムの標準断面図を図─1，ダム諸元を表─1に示す。

（2）施工設備
（a）CSG材の製造・貯蔵設備
母材山から先行採取した母材は風化の度合いにより
Ⅰ材（CM～ CL），Ⅰ材（CLH），Ⅱ材に分別して仮
置きした。Ⅰ材とⅡ材それぞれに管理する粒度範囲が
設定されていることから，CSG 材の製造設備には一
次破砕設備（ジョークラッシャ）と二次破砕設備（コー
ンクラッシャ）を設置した。
製造した CSG 材は，一次，二次ストックヤードに

特集＞＞＞　ダム

表─ 1　ダム諸元

ダム型式 台形CSGダム
堤高 39.0 m 
堤頂長 461.5 m 
堤体積 339,000 m3 
集水面積 14.6 km2 
湛水面積 0.61 km2 
総貯水容量 8,560,000 m3 
有効貯水容量 7,860,000 m3

図─ 1　堤体標準断面図
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貯蔵した。一次ストックヤードは約 15,000 m3（日最
大打設量4日分），二次ストックヤードは約7,500 m3（日
最大打設量 2日分）のスペースを確保した。
（b）CSGの製造設備
CSG の混合装置はバッチ式ジクロスミキサを採用
した。日最大打設量 3,727 m3（昼夜交代）に対し製造
能力に余裕を持たせ，200 m3/h の能力を有する設備
を 2基設置し，400 m3/h の能力を確保した。
（c）CSGの打設設備
CSG の運搬は，下流に設けた進入路を利用して，
ダンプトラック（29 t アーティキュレイト，10 t ダン
プトラック）で直送した。
ダンプトラックにより搬入された CSG は，16 t 級
ブルドーザーにより 1層 25 cmで 3 層敷き均し，11 t
級振動ローラを使用して，無振動 2回，有振動 6回転
圧した。
転圧完了後は 2.5 t 振動ローラで仕上げ転圧を 2回
行った。

3．  ICT 総合管理システムを導入した CSG ダ
ム施工

（1）億首ダムの ICT システムの概要
億首ダムでは，①母材の運搬・ストック，② CSG

の敷均し・締固め，③締固め完了時間の管理に ICT
を活用し，施工情報の処理の一元化を行い，そのデー
タを発注者と施工者で共有するシステムを用いて施工
管理を行った。
ICTによる施工管理に先立ち，情報収集ネットワー
クを構築した。図─ 2にネットワーク全体図を示す。
主な情報伝送方法として以下の方式を採用した。
①堤体施工エリア：無線 LAN（メッシュネット）お
よび 5箇所のアクセスポイントで情報を伝送
②堤体施工エリアと現場試験室間：光ファイバーを敷
設して情報を伝送
③現場試験室と発注者事務所：発注者の既設光ファイ
バーで情報を伝送
④発注者事務所と JV事務所：発注者の既設光ファイ
バー，NTT（ADSL）回線で情報を伝送
以下のデータを収集して発注者と共有した。
・CSG 締固め開始・完了時間のデータ（トレーサビ
リティの管理）
・振動ローラ転圧位置・回数のデータ（転圧回数の管
理）
・端部法面締固め時間のデータ（締固め時間の管理）
・CSG材料敷均し厚さのデータ
・打設日報などの書類データ

図─ 2　ネットワーク全体図
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（2）  IC タグを利用した母材の運搬・ストックの管理
母材の採取，運搬，仮置きの管理に ICタグ（図─ 3）
を利用することで，人為的ミスの防止や区分仮置きの
確実化，数量の把握を行った。

このシステムは，バックホウのオペレータが各ダン
プトラックに母材を積む際に，その種類に応じた選択
スイッチを押す事で，ダンプトラックに搭載された
IC タグに母材種別の書き込みが行われる。ダンプト
ラックは積込み場所を出る時に IC タグの情報を読
取って，表示板に行先を表示し，運転手はこの表示を
見て，搬送先（ストックヤード）まで母材を運搬する。
搬送先に到着すると，入口でダンプトラックに搭載し
た IC タグの情報を読取り，母材の種類に応じた荷降
ろし場所（ストックパイル）が表示板に表示される。

（3）情報化施工による母材採取管理
調査ボーリングと地質データから母材と廃棄岩の境
界を示した 3次元地質モデルを作成し，これに現地測
量データによる修正を加え，母材採取可能量の確認を
行った（図─ 4）。

（4）締固め完了時間の管理（CSG トレースシステム） 

CSG 製造から搬送，敷均し，振動ローラ等による
転圧開始時間（CSG 製造からの制限時間 6時間）お

よび転圧完了時間までを一環して管理するシステムと
した。図─ 5にCSG材料トレースシステムを示す。

①CSG混合装置（プラント）でのCSG製造情報車両
伝送
②車両打設位置計測値とCSG情報
③ CSG締固め開始・完了時間
これらのデータは監視室へ伝送して一括管理した。
これにより施工場所（打設番・締固め機械のオペレー
タ），現場試験室，プラント，発注者事務所及び JV
事務所で CSG トレースの状況をリアルタイムに監視
でき（図─ 6），収集したデータは蓄積・保存され，
施工状況の再生・確認，帳票編集などの機能により，
過去に遡って施工状況を確認できるようにした。

（5）転圧回数の管理
転圧回数の管理は，GPS や無線 LAN，車載パソコ
ンを振動ローラ（写真─ 1）に搭載し，施工範囲のど
の場所を何回転圧したかをあらかじめ決められたメッ
シュ単位でカウント・記録するシステムで行い，発注
者事務所・JV事務所にてリアルタイムに情報共有を
行った。
メッシュ毎の転圧回数は運転席のモニター（図─ 7）

に色別表示されるため，オペレータはこの情報に基づ
いて全メッシュが規定回数に達するまで転圧を行う。

図─ 3　ICタグと母材の運搬・ストック管理

図─ 4　3次元地質モデルによる地質別賦存量の把握

図─ 5　CSG材料トレースシステム

運搬・打設に係わる一連の品質管理
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・荷降ろし時間
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・締固め開始時間、完了時間

・グリッド毎の点圧回数 締固め

開始・

完了
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端部法面締固め
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荷積み

情報伝送
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・バッチＮｏ.
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・混合時間

図─ 6　CSG材料トレース リアルタイム画面（発注者と情報共有）
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なお，振動ローラが複数台であっても各メッシュには
累積転圧回数が示されるため，無駄のない施工が実施
できた。

（6）端部法面締固め時間の管理
端部法面部は起振器を装置した専用機械（写真─ 2）
により締固めを行った。端部法面部は，振動ローラに
よる転圧とは異なり，締固め位置と締固め時間による
管理のため，任意の位置に対して締固め累積時間が所
定の秒数（30 秒）になるまで締固めを行った。

端部法面の締固めにおいて，一ヶ所を連続的に締固
めると端部法面部に段差等が生じる恐れがあるため，
転圧場所を移動させながら繰り返し締固めを行う方法
をとった。そのため各位置の締固め累積時間が所定の
時間（30 秒等）になった事が分かるような表示を行っ
た。オペレータはこの表示と起振器の位置誘導画面（図
─ 8）を見ながら締固め作業を行った。

これらの情報も蓄積・保存され，過去に遡って連続
再生ができ，トレーサビリティが確保され，発注者事
務所・JV事務所の双方で活用された。

（7）CSG 材料敷均し厚さ管理
当初，敷均し厚さの管理は回転レーザーレベルによ
る方法を予定していたが，施工性の向上及び走行軌跡
の記録が可能なように，マシンコントロール機能を搭
載したブルドーザ（以下，MCブルドーザ）による施
工方法を採用する事とした。
MCブルドーザは GPS を利用しブルドーザの排土
板を自動制御することで，設計高さの敷均しを可能に
するものである（写真─ 3）。図─ 9は，敷均し作業
時のMCブルドーザの排土板最下部の高さ軌跡を時
系列に出力したものであり，施工レーンの一層毎に約

写真─ 1　振動ローラ

ＧＰＳ
無線ＬＡＮ

車載端末

図─ 7　転圧表示情報共有画面

写真─ 2　端部法面締固め実施状況

図─ 8　端部法面締固め画面

起振器位置表示 

写真─ 3　MCブルドーザ
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25 cmで敷均されていることを示したものである。
施工時の GPS データは内部メモリーに記憶される
ため，施工後にその情報を電子データとして利用する
ことが可能となった。

（8）施工データ統合 DB の開発
ICT総合管理システムでは4D-DIS（4 DIMENSIONS-

DAM INFORMATION SERVICE）と呼ぶデータベー
スを中心に，GPS を搭載したブルドーザや振動ロー
ラ，バックホウ，ダンプなどの建設機械により 3次元
位置や時間情報を把握し，施工データをエレメント（一
辺 500 mmの立方体など）単位で 4次元（X，Y，Z，T）
管理することで，施工の効率化と品質保証を可能とし
ている。
本システムは，図─ 10に示すように 4D-DIS コア

部（データベース）を中心に転圧管理システムや
CSG 材料トレースシステムなどの各サブシステムで
構成される。

4D-DIS コア部にはリレーショナルデータベースマ
ネージメントシステム（RDBMS：MYSQL）を採用
した。本コア部の特徴は，蓄積データを座標と時間（X，
Y，Z，T）の 4次元で管理する点にあり，図─ 11に
示すように構造物の中を一定の領域（エレメント単位）
で扱うようになっている。

4．おわりに

億首ダムは本体 CSG 打設期間が 7.7 ヶ月の高速施
工であったが，ICT総合管理システムの導入により，
効率的な施工ができ，またトレーサビリティによる品
質保証や発注者との情報の共有に活用できた。
今後も ICT システムの推進により現場の施工管理
の合理化と品質向上を進めていく所存である。

謝　辞
最後に，このシステムの適用にご協力頂いた内閣府
沖縄総合事務局北部ダム事務所に対し，感謝の意を表
します。
�

図─ 9　ブルドーザ排土板高さ軌跡の出力例

図─ 10　システム全体概要

図─ 11　データ管理の考え方

［筆者紹介］
大西　仁志（おおにし　ひとし）
大成建設㈱
九州支店　億首ダム本体建設工事作業所
担当所長
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総合的なコンクリート工事・品質管理システム
センサ搭載型枠

野　口　貴　文・北　垣　亮　馬・西　島　茂　行

コンクリートの型枠存置期間中の管理は，工期短縮と長期耐久性能に大きく関わるため，近年，ますま
す高いレベルの品質管理が要求されている。筆者らは，型枠の存置状況，使用回数，コンクリート表面の
温度履歴といった情報を，搭載された無線ネットワークシステムを通じて収集し，さらに組込みソフトウェ
アを使って養生中のコンクリート表面強度推定，可視化など品質管理を行うことのできる総合的なコンク
リート品質管理システム（センサ搭載型枠）を開発した。現在，ダム・コンクリート工事現場ほか，さま
ざまな実現場に導入され始めており，その技術，利用方法，事例をわかりやすく紹介する。
キーワード：‌�品質管理，小型集積回路，静電容量センサ，表面強度推定，コンパネとの比較，無線ネット

ワーク

1．はじめに

コンクリートの型枠存置期間は，工期短縮と構造物
の品質確保に大きく関わるため，近年，ますます高い
レベルの品質管理が要求されている。筆者らは，市場
において成熟した既製の小型センサやチップと独自開
発の専用センサをうまく組み合わせ，センサ付き小型
集積回路を作製した上で，これを樹脂型枠あるいは鋼
製型枠に設置することで，作業員に作業負荷をかける
ことなく，型枠の存置状況，使用回数，コンクリート
表面の温度履歴などの情報を，無線ネットワークを通
じて収集し，組込みソフトウェアを使って養生中のコ
ンクリート表面強度推定，可視化などを通じて品質管
理を行うことのできる総合的なコンクリート品質管理
システムセンサ搭載型枠を開発した。
電子情報を利用してコンクリートの品質管理を行う
手法としては RFID を埋込むなどの事例 1）があるが，
センサ搭載型枠は，コンクリートに IC タグなどの小
型チップを混入するのではなく，樹脂型枠に，マイコ
ンモジュールを組込み，このマイコン上に様々な機能
を有するアプリケーションをインストールしている。
すなわち，スマートフォンに組み込まれたアプリのよ
うに，コンクリートが打込まれて型枠に触れると，樹
脂型枠に組み込まれたアプリが起動し，打込み日時が
記録され，温度測定が開始され，コンクリート表面強
度推定を実施する。図─ 1に示すように，ハンディ
なリーディング・コンピュータ（スマートリーダー）は，

無線ネットワークを通じて各型枠と通信してデータを
取り込むと，適切な脱型判断に対する適切な情報を与
えてくれる。センサ搭載型枠は，さらなるコストダウ
ンと高品質化が求められているコンクリート工事を効
率化するための総合品質管理が可能なプラットフォー
ムなのである。実際に，ダム・コンクリート工事への
試験導入をはじめ，さまざまなコンクリート構造物へ
の実導入が進められている。

表─ 1にセンサ搭載型枠の機能および仕様の概要
を，表─ 2に合板型枠との性能の比較結果を示す。セ
ンサ搭載型枠は型枠工事時間が短縮されるなどの利点
が多く，平米施工単価はトータルコストでコンパネ施
工時と同等価格帯を目指すことから，樹脂型枠とセン
サ搭載型枠をセットしたレンタル方式を採用してい
る。これは，マイコン搭載多機能センサを採用した事

特集＞＞＞　ダム

図─ 1　‌�センサ搭載型枠のデータ収集のしくみ（無線ネットワークを通じ
た収集）
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で，樹脂型枠のトレーサビリティが自動管理可能とな
り，レンタルシステムによる提供が可能になり，ユー
ザーにとってのコストメリットが大幅に高くなっため
である。今後の普及をめざし，さまざまなコンクリー
ト工事現場において，ユーザビリティの検証を行なっ
ている。

2．有効材齢による強度推定

センサ搭載型枠では，コンクリートの表面強度推定
を行うことで脱型時期の判断が自動でできるように
なっている。コンクリート工事において，コンクリー
トの強度推定は工期と品質に大きく関わる要因となる
ために，センサ搭載型枠の機能のうちでもっとも高精
度で有益でなければならない。強度推定にはセメント
の水和反応の程度が大きく関わってくるが，化学反応
であるため，反応速度には温度依存性がある。例えば，
温度が上がれば反応速度が速くなるため，異なる温度
域で一定期間養生したコンクリートでは，強度発現性
が異なり，低い温度域で養生されたコンクリートが高
い温度域で養生されたコンクリートの強度に達するた
めには，より長く養生しなければならない。このよう
な考え方から，温度・時間の積と圧縮強度の関係が一

意に決まる，という基本的な考え方のもと，積算温度
が強度推定や品質管理に用いられてきた。しかしなが
ら，そもそも，化学反応における反応速度と反応温度
の定量的な関係は，「アレニウス則」に基づくアレニ
ウス・プロットにより整理することができ，この反応
則が熱力学における化学ポテンシャルの考え方に一致
していることから，近年では，国際的にも多くの分野
において，積算温度よりもアレニウス則に基づいた整
理方法の方がより一般的に用いられている。コンク
リートにおける有効材齢とは，このようなアレニウス
の反応則を用い，反応速度の温度依存性を材齢に組込
んだものである。すなわち，コンクリート 20℃のと
きの反応速度を基準反応速度，活性化エネルギーを
33［kJ/mol］2）とし，絶対温度を用いることで下式の
ように表せる。

表─ 1　センサ搭載型枠の機能および仕様

機能・仕様 内容
コンクリート打込み時刻の計測・記録 コンクリートの打込まれた年月日時刻を自動判断して計測・記録
外気温度の測定・記録 型枠外側の温度を測定・記録
コンクリート表面温度の測定・記録 打込まれたコンクリートの表面温度を測定・記録
型枠存置期間の記録 型枠の存置された期間・方向を自動記録（柱，梁，壁，床ごとに存置状態を検知）
無線通信機能 データリーダー用コンピュータとの無線通信（データやコマンドの送受信）

15 ～ 20 mの通信範囲（リーダーコンピュータまたは中継ターミナルとの通信距離）
バッテリー寿命 7～ 10 年程度
稼動可能温度域 －10 ～ 80℃

表─ 2　センサ搭載型枠の性能と合板型枠との比較

項目 センサ搭載型枠 従来の合板型枠
質量（600 mm× 1800 mm） 10 kg（ハンドリングに優れる） 12 kg
光透過性 光を透過し，打ち込み位置がわかる

昼間は内部が明るく作業しやすい
なし

施工速度 ○早い －
コスト ○削減可能 －
使用 1回あたりのCO2
（kg ／枚）

9.62（使い回しにより相当量が削減可能） 12.62

使用回数 50 ～ 100 回（200 回以上使用実績あり） 5回程度
構造物建設時のCO2 小さい 大きい
型枠の寸法安定性 使用中の変形が少ない 使用中の変形や破損が大きい
コンクリートの品質管理 強度推定プログラムにより適切な脱型時期を判断 コンクリート供試体の強度に

よる管理
データ収集 コンクリートの打込みと同時に，温度，方向，静電

容量をデータ収集
なし

リサイクル性 回収し，再生樹脂型枠にリサイクル可能 燃料として利用
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fc（te）	：コンクリートの圧縮強度（N/mm2）
te	 ：コンクリートの有効材齢（日）
t0	 ：1（日）
T0	 ：1（℃）
fc28	 ：コンクリートの 28 日圧縮強度（N/mm2）
s	 ：セメント種類に関わる定数
sf	 ：硬化原点のための補正項（日）

積算温度もアレニウス則に基づいて式変形すると，
反応速度の自然対数の逆数を積分したものに比例する
ので，圧縮強度と一意の関係をもつことは明らかであ
るが，アレニウス則から整理された有効材齢の方が，
例えばセメント種類や混和材種類など，材料の特徴ご
とに係数の値を変えるだけで，ほとんどのコンクリー
トにおいて，同じ式が利用できるように一般化されて
いる。また，その係数についても，遅延・促進作用と
いった化学反応上の意味付けをしやすく柔軟性が高
い。加えて，20℃で養生した場合の何日に相当するか
を示しているので，感覚的に数値の意味を理解しやす
い。実際に，コンクリートの力学特性に関わる研究論
文でも国内外よらず広く利用され，国際コンクリート
工学連盟（旧 CEB-FIP，現 fib）が，品質管理のため
のコンクリートの強度推定式として採用している 3）

ほか，2002 年には，土木学会・コンクリート標準示
方書・構造性能照査編においても用いられるように
なっている。我が国の土木構造物の建設現場での導入
はまだ一般的ではないかもしれないが，国際的な趨勢
を見回しても，今後，普及していくものと考えられる。
センサ搭載型枠のアプリケーションは，有効材齢お
よび積算温度の両方の品質管理に対応であるが，多様
なコンクリートに対応しやすい汎用性から，有効材齢
による強度推定を標準設定にしてある。

図─ 2はコンクリート構造物を想定し，現場封緘
養生された供試体の圧縮強度，コンクリート構造物の

内部に埋め込んだ供試体の圧縮強度，センサ搭載型枠
の温度測定によって有効材齢に基づいて求められた推
定圧縮強度の比較結果である。コンクリート構造物の
寸法の影響により，現場養生であっても供試体と実構
造物では温度履歴が大きく異なる可能性がある。セン
サ搭載型枠によって測定されたコンクリート表面温度
データから有効材齢により求めた推定強度は，現場養
生供試体よりも，より実構造物の表面近傍のコンク
リートで発現する強度に近いことがわかる。

3．構造物全体の『面』管理

前節に示したように，センサ搭載型枠では，有効材
齢に基づき，型枠一枚一枚に接したコンクリート表面
の強度推定が可能である。しかし，現場ではセンサ搭
載型枠が何十枚，何百枚と同時に使われることになる
ため，これらすべての型枠に接したコンクリートを効
率的に管理する仕組みが必要である。センサ搭載型枠
では，個々の型枠に搭載されたセンサと無線ネット
ワークシステムを用いて通信しあうことのできるセン
サリーダーというタブレット型のコンピュータを用意
している。ユーザーはそれを現場で持ち歩き，個々の
型枠に搭載されたセンサと通信して情報を収集し，収
集した温度履歴から各型枠に接したコンクリート表面
の強度を推定し，予め用意した型枠割付図に各位置の
コンクリート表面の推定強度をカラー分布表示するほ
か（図─ 3左），得られた表面推定強度の最大値，最
小値，平均値を整理してグラフ化して表示してくれる
機能を有している（図─ 3右）。
このような『面』の管理は，それを必要とする複数
のコンクリート擁壁や橋梁工事現場への実導入やダ
ム・コンクリート現場へ試験導入されており，検証が
進められている（図─ 4）。
一般に，冬期工事においては，気温が極めて低い中

図─ 2　供試体とセンサ搭載型枠の表面推定強度の比較
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でコンクリート工事を行うことが少なくない。こうし
た場合には，風および日射の影響や構造物の形状に
よって，コンクリートの硬化に必要な温度を大きく下
回る懸念のある箇所が生じるケースがある。この場合，
ジェットヒーターなどの加温装置や，保温を助ける機
能を有した養生シートなどを施す対策をとるが，セン
サ搭載型枠では，コンクリートの打込み後の周辺気温
およびコンクリート表面の温度，推定強度が得られる
ため，可視化ソフトウェア上で，どの箇所の温度が低
いのか，どのが強度が出ていないか，といったことを
ビジュアルに確認できる。
これまで，品質管理目的でこういった面的な温度計
測をする際には，熱電対の設置に多大な労力を要する
ことから，設置数に限りがあるのが一般的であった。
その場合には，端部や日陰部など，十分な注意を払う
必要があると考えられるところへの設置が計画される
べきであるが，温度そのものが周辺環境に左右されや
すい性質である以上，意外な箇所で温度が低くなる，
といったことが起こりうる。また，加温・保温を助け
る装置や処理についても，型枠が存置され続けたり，
狭い足場周りであったりするときには，期待する効果
が得えられているのか確認することすら難しいことも
多い。その点，センサ搭載型枠を利用することで，人
のアクセスが困難な箇所であっても，従来の合板型枠

工法とほぼ同等の低価格で外気温測定，コンクリート
表面温度測定，表面強度推定を同時に行うことができ
るために，どの場所の温度が低いのか，保温処理は本
当に効いているのか，すぐに確認することが出来る。
例えば，図─ 3においても，北面隅部の型枠にお

いては，周辺温度があがらないために，コンクリート
の強度が発現しにくい傾向にあることがよくわかる。
実際，センサ搭載型枠を導入した現場で，ジェットヒー
ターの導入による加温効果の検証を行うなど，品質管
理の改善に向けた重要な検討も行われ始めている。
また，従来は，技術検証・研究目的で，綿密な温度
分布を調べるためには，多数の熱電対の設置と配線に，
相当な時間と人員を割かなければならなかった。さら
に，熱電対の断線のリスク，熱電対の接続先であるデー
タロガーの使用温度域の制約（通常，0～ 50℃範囲外
では測定異常がでることが多い）など，測定において
不安定要素が多いことも否定出来ない。一方，センサ
搭載型枠では，型枠に取り付けられたセンサを用い，
無線ネットワークを通じてデータを収集するため，こ
うした心配がなく，またセンサそのものの使用温度域
も，－ 10 ～ 80℃程度までと，熱電対とデータロガー
の組合せよりも測定可能温度域が広いため，より安定
で効率的な測定が行える。

図─ 3　養生中のあるコンクリート壁の表面の推定強度分布

図─ 4　ダム・コンクリート工事現場へのセンサ搭載型枠の試験導入事例
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4．環境負荷低減

コンクリートの打込みに用いられる合板型枠は，現
場で数回の繰返し使用後，最終的には焼却処分される。
木材は，使用後どこかで焼却されたとしても，また別
のどこかで，新たな木材が成長して炭素固定をしてい
るはずだという観点にもとづいて，合板型枠は地球規
模で見た時のCO2 収支がゼロに近くなる「カーボン・
ニュートラル」な材料である，という概念が普及して
いる。しかしながら，現状のように森林面積が地球規
模で一方的に減少する状況では，木材は，実質的には，
カーボン・ニュートラルな材料ではない。近年では，
この考えを修正し，地球規模の CO2 収支を検討した
上で木材の CO2 排出量が計算されなければならない，
という議論がなされ始めているが，建設業界において
は，まだまだ，「木材を使えば CO2 排出量を考慮する
必要はない」といった旧来の解釈が通底している。
このような合板型枠に替わり，1990 年代に樹脂型
枠が開発され，すでに実投入されている。樹脂型枠は，
合板型枠に比べて，製造時の CO2 削減量が大きいこ
とから，転用回数を稼ぐことで使用一回あたりのCO2
排出量において，合板型枠よりも低くなることを目指
している。表─ 2に示すように，センサ搭載型枠に
おける使用一回あたりの CO2 排出量が，合板型枠よ
りも 25％程度低くなるのはこのためであるが，使用
回数が，合板型枠の 10 倍以上となるため，建設現場
における型枠由来の廃棄物も十分の一以下に削減でき
ると思われる。

5．  おわりに・コンクリート工事のさらなる
効率化に向けて。特に断熱仕様版の導入
開始

センサ搭載型枠は，現在，多くの建設現場で利用さ
れ始めている。施工者がセンサ搭載型枠を利用する理
由には，環境の不安定な場所のコンクリート工事を，
大幅に効率化させる可能性があることを期待されてい
るケースが多いと聞く。特に，複雑な形状を有する構
造物の冬期のコンクリート工事では，日射，風向き，
風速など，品質管理を行う上で考慮するべき重要な因
子が多くあるため，極めて注意深く養生することが求
められるが，先に示したように，ジェットヒーター，
保温シートなどを対処療法的に施す程度のことを行
なっているのが現状である。
今冬，我々は，センサ搭載型枠に，独自仕様の断熱
加工を施した断熱養生仕様版を試験施工中である（図

─ 5）。断熱仕様とすることで，コンクリートの水和
熱を保温に積極的に利用でき，コンクリートの初期養
生の安定化にも役立つ。断熱効果を評価する際にセン
サ搭載型枠に搭載された温度センサがそのまま利用で
きるため，ただ単に断熱養生できるのではなく，どの
くらいの保温養生ができているかを，リアルタイムで
監視・評価したり，自動記録されたデータから知るこ
とも可能である。
このように，センサ搭載型枠は，コンクリート工事
における品質管理の重要なプラットフォームとして，
多くの現場のニーズを踏まえながら，これからも機能
を柔軟に追加し，進化していく予定であり，コンクリー
ト構造物の高性能化・高品質化に向けて，よりいっそ
う品質管理の合理化・高度化に貢献できるシステムと
なるべく検討を続けていく所存である。
�
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図─ 5　現在開発中のセンサ搭載型枠・断熱仕様版
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ダム機能の延命化を図る土砂バイパストンネルの施工
平成 20 年度 小渋ダム土砂バイパストンネル工事

藤　原　武　司

本工事は，小渋ダムへの堆砂の進行を抑制してダムの有効容量を確保すること，下流河川環境の健全化
を図ることを目的として，土砂バイパストンネルを建設する工事である。トンネル延長が約 4 kmの長大
トンネルであることから，安全かつ効率的に施工することを目的として，連続ベルトコンベア方式を採用
した。また，効率的に換気を実施するため，伸縮ダクトを採用して切羽近傍にて粉じんを捕集し，NLF（Non 
Leak Fastener）風管にて送風するシステムを導入した。
中央排水工の掘削においては，トンネル延長が長く，比較的堅硬な地山であったため，工程短縮を目的

にトレンチャー機による溝掘削を実施した。
キーワード：土砂バイパストンネル，連続ベルトコンベア，伸縮ダクト，トレンチャー

1．はじめに

小渋ダムは，国土交通省所管の洪水調節，かんがい，
発電を目的とした多目的ダムであり，昭和 44 年に完
成した。
小渋川流域は，中央構造線の影響を受けた脆弱な地
質と，急峻な地形から土砂生産量の多い地域であるた
め，従来より，ダムの堆砂対策として貯砂ダムを設置
し，堆積土を砂利資源として積極的に利用する等によ
り，ダムの有効容量の確保に努めてきた。
しかし，小渋ダム貯水池への堆砂は年々進行してお
り，完成後 40 年経過現在の堆砂率は 79％に達してお
り，このままではダムの洪水調節機能に支障を来すお
それがあることから，新たな堆砂対策として平成 12
年より堰堤改良事業に着手し，この事業の根幹施設と

なる土砂バイパストンネル工事に平成 21 年より本格
着手した。

2．工事概要

本工事は，小渋ダムへの堆砂の進行を抑制してダム
の有効容量を確保すること，小渋ダムの下流河川環境
の健全化を図ることを目的として，小渋川左岸に貯水
池を迂回する土砂バイパストンネルを建設する工事で
ある（図─ 1）。全国でも前例が少なく，4 例目の土
砂バイパストンネルとなる。対象流量は 370 m3/s，
対象土砂は，掃流砂，浮遊砂，ウォッシュロードであ
り，縦断勾配 1/50，トンネル延長約 4 kmの長大トン
ネルである。内空断面積は片側一車線の道路トンネル
と同等の大きさ（48.7 m2）であるが，土砂を流すと

特集＞＞＞　ダム

図─ 1　工事概要
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いう観点から水深が必要となり，道路トンネルと比較
して内空幅が狭く，内空高が高い形状となっている（図
─ 2）。
施工は，小渋ダム直下の河川敷に仮設ヤードを造成
し，下流から上流に向かっての片押し施工である。ま
た，上流呑口側坑口は，河床より低い位置となるため，
仮締切を構築し，非出水期に約 25 mのトンネル掘削
を施工した後，止水壁を構築して下流側からの貫通に
備えた。施工方法は，NATMで発破掘削方式の補助
ベンチ付全断面工法である。

3．施工報告

（1）連続ベルトコンベア方式によるトンネル掘削
本工事は，施工延長約 4 kmの長大トンネルであり，
標準断面も比較的小さく，幅が狭い形状となっている。
特に覆工コンクリート打設完了箇所においては，特殊
な形状（根足部が突出した形状）となっているため全
幅 6.0 m と狭く，ダンプトラックおよびトラックミキ
サーの離合が非常に厳しい状況である。そのため，ト
ンネル坑内の安全性を向上させること，トンネル掘削
作業の施工性を向上させること，排気ガス低減による
坑内環境の向上を目的に，連続ベルトコンベアによる
ずり出し方式を採用した。連続ベルトコンベアは，メ
インドライブ装置，ストレージカセット装置を設置す
るスペースとして，延長約80 mが必要である。しかし，
坑外の仮設ヤードが狭小であり，坑外に設置すること
ができないため，覆工コンクリート 150 m の打設を
完了した後，坑内に設置した。
坑内のベルトコンベアの配置は，車両の離合を可能
とするため，吊り下げ型（掘削完了部，写真─ 1）お
よびニーブレス型（覆工完了部，写真─ 2）を採用し

た。
切羽付近に設置する設備としては，クラッシャー，
テールピース台車がある。クラッシャーにて破砕され
たずりは，テールピース台車を介して連続ベルトコン
ベアにより坑外へ搬出されるが，掘削作業の施工性を
向上させるため，トラクターショベル 2台を投入して，
ずり出し作業を行う計画とした。図─ 3に設備配置
概要図を示す。
平成 21 年 8 月初めにトンネル掘削を開始した。覆

図─ 2　標準断面図

写真─ 1　ベルコン設置（掘削完了部）

写真─ 2　ベルコン設置（覆工完了部）
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工コンクリートの開始は，平成 21 年 12 月末であり，
平成 22 年 2 月末より，連続ベルトコンベアの設置工
事を実施した。ベルトコンベアによるずり出し方式の
施工は，平成 22 年 3 月から開始し , 平成 24 年 3 月末
にトンネル掘削を完了した。連続ベルトコンベア方式
の掘削延長は 3,420 m であり，平均月進 136.8 m，最
大月進 178.5 m を記録した。

（2）伸縮ダクトによる換気システム
粉じん則において，切羽後方 50 m地点での粉じん
濃度が 3 mg/m3 となるような措置を講ずることが規
定されている。切羽後方 50 m地点での粉じん濃度を
下げるには，切羽近傍で粉じんを捕集することが最も
効果的である。しかし，吸込口を切羽に近付けすぎる
と，発破の飛石により損傷する懸念がある。そこで，
伸縮風管の先端に設置した牽引装置により，天端に設
置した Iビームを軌道として遠隔操作で移動できる装
置を設置し，吹付作業等の粉じん発生作業時には，切
羽近傍まで吸込口を近付けて，粉じんを捕集するシス

テムを採用した。図─ 4に伸縮ダクトによる換気シ
ステムの概要図を，写真─ 3に設置状況を示す。
また，通常のビニル風管を使用した場合，風管の連
結部からの漏風により，トンネル延長が長くなると換
気効率が著しく低下するが，本工事においては，NLF
（Non leak fastener）風管（図─ 5）を採用し，連結
部からの漏風を低減することで換気効率を向上させ，

図─ 3　連続ベルトコンベア設備配置

図─ 4　換気システム概要

写真─ 3　伸縮ダクト設置
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約 4 kmの長大トンネルにもかかわらず，中継ファン
を設置しなくても，換気可能な計画とした。

（3）トレンチャー機による中央排水工の施工
トンネル掘削の支保パターンは，CⅠパターンが全
体の約60％を占め，比較的良好な地山であった。通常，
中央排水工の施工は，大型ブレーカによる掘削を行う
が，施工断面が小さく，掘削能力も不安視され，掘削
断面の余掘りも大きくなることが想定されたため，工
程短縮および余掘り量低減のため，トレンチャー機に
よる溝掘削を実施した。
トレンチャー機の施工は，チェーンカッターを回転
させるカッターブームを車体後部に取り付け，カッ
ターの回転で岩盤を掘削する。車両の移動はクローラ
で行い，ブームの負荷に応じて移動速度を変化させ連
続掘削する。トレンチャーの性能・諸元および施工状
況写真を以下に示す（表─ 1，写真─ 4）。

4．おわりに

トンネル工事は，水路インバートを残すのみとなっ
ている。水路インバートは，供用後に土砂水を流すた
め，耐摩耗性を向上させることを第一に設計されてい
る。当初設計においては，36 N/mm2 のコンクリート
を使用する予定であったが，より耐摩耗性を向上させ
るため，配合検討，試験施工を実施して，50 N/mm2

以上の高強度コンクリートに変更した。施工は，スリッ
プフォームペーバーによる機械施工を予定している。 
工事は，終盤に入っているが，まだ特殊な技術が目
白押しとなっている。今回の施工は，貴重な経験とな
ることは勿論であるが，今後同様の工事の参考になれ
ば幸甚である。また，今後の施工についても，機会が
あれば情報発信していきたいと考えている。
�

表─ 1　トレンチャーの性能・諸元

トレンチャーの種類 MASTENBLOEK 40/30
掘削幅 700 ～ 1,100 mm
掘削岩の硬さ（最大） 70 MPa
重量 50 t
長さ 14.0 m
幅 2.95 m
高さ 3.00 m
エンジンの出力 450 PS

図─ 5　NLF 風管

写真─ 4　トレンチャー掘削

［筆者紹介］
藤原　武司（ふじわら　たけし）
大成建設㈱
名古屋支店　小渋ダム土砂バイパストンネル作業所
工事課長
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鶴田ダム再開発の計画と設計施工
国内最大規模の施設改造工事

久　保　朝　雄・遠　山　玄　郎

鶴田ダムは，川内川のほぼ中央部（河口から約 51 km）に位置し昭和 41 年 3 月に治水と発電を目的と
した多目的ダムとして建設された。薩摩地方北部では，平成 18 年 7 月の記録的な豪雨により上流から下
流に至る 3市 2町で甚大な被害が発生し，川内川流域で激特事業が採択された。
鶴田ダムは，この水害時に下流の洪水被害を軽減したが，水害直後は批判的な意見もあった。しかし最

終的に地元から「ダムの治水機能を強化してほしい」と要望が出され激特事業と相まって川内川流域の洪
水被害を軽減するために平成 19 年度より鶴田ダム再開発事業に着手している。
鶴田ダム再開発事業は，洪水調節容量を増量するために 3本の放流管増設と 2本の発電管の付替及び減

勢工の新設及び改造を行うものである。
キーワード：激特事業，ダム再開発事業，洪水調節容量，増設放流設備，減勢工改造，上流仮締切，堤体

削孔，飽和潜水システム

1．はじめに

川内川（せんだいがわ）は，遠く熊本県あさぎり町
の白髪岳を源とし，熊本，宮崎，鹿児島の 3県を貫流
して薩摩灘へ注ぐ一級河川で幹川流路延長137 kmは，
九州で 2番目に長く流域面積 1,600 km2 は，九州で 5
番目の広さとなっている。
鶴田ダムは，川内川のほぼ中央，河口から約 51 km
に位置する昭和 41 年に完成した洪水調節と発電を目

的とした高さ 117.5 m の九州で 1番高い重力式コンク
リートダムである。
川内川流域では，平成 18 年 7 月 19 日から 23 日に
かけて薩摩地方北部を中心に記録的な豪雨に見舞わ
れ，特に宮崎県えびの市の西ノ野雨量観測所では，こ
の 5日間だけで全国平均の年間総雨量の 70％，鹿児
島市の年間総雨量の 50％に相当する 1,165 mmという
雨量が観測された。
この記録的な豪雨により，流域内の 15 箇所の水位
観測所のうち 11 箇所で既往最高水位を更新している。
特に河口から約 38 km に位置する鹿児島県さつま町
の宮之城水位観測所では，計画高水位を 2.92 m 超過

特集＞＞＞　ダム

図─ 1　鶴田ダム位置図 図─ 2　川内川流域の総雨量図
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し，11.66 mに達した。
この既往最大の洪水により，川内川流域全体の 3市
2 町（薩摩川内市，さつま町，伊佐市，湧水町，えび
の市）において浸水家屋 2,347 戸に及ぶ甚大な被害が
発生したため，河川激甚災害対策特別緊急事業（激特
事業）が採択された。

鶴田ダムは，平成 18 年 7 月洪水時に東京ドーム約
60 個分に相当する 7,500 万 m3 の洪水を貯留し，下流
に流れる水量を少なくして洪水被害を軽減させた。

具体的には，ダムから約 13 km 下流の宮之城水位
観測所で洪水調節を行わなかった場合と比較して，最

高水位を約 1.3 m 低下させ，最高水位に達する時間を
約 4時間遅らせる効果を発揮している。
水害直後は，鶴田ダムに対する批判的な意見もあっ
たが，最終的には地元から「鶴田ダムの洪水調節容量
を増やして，治水機能を強化してほしい」という要望
が出され，激特事業と相まって川内川流域の洪水被害
を軽減するため平成 19 年度より鶴田ダム再開発事業
に着手している。

2．再開発事業の概要

（1）現在の鶴田ダムの諸元

表─ 1　ダムの諸元

項　目 諸　元
形式 重力式コンクリートダム
堤高 117.5 m
堤頂長 450.0 m
堤体積 1,119,000 m3

表─ 2　貯水池の諸元

項　目 諸　元
集水面積 805.0 km2

湛水面積 3.61 km2

総貯水容量 123,000,000 m3

有効貯水容量 77,500,000 m3

洪水調節容量 75,000,000 m3

常時満水位 標高 160.0 m
最低水位 標高 130.0 m

表─ 3　現在の放流施設の諸元

項　目 諸　元
コンジットゲート 高 4.18 m×幅 4.3 m× 3門
クレストゲート 高 11.5 m ×幅 8.5 m× 2門

高 14.0 m ×幅 12.0 m × 2 門

写真─ 1　さつま町虎居地区浸水状況（写真提供：陸上自衛隊第 8師団）

写真─ 2　平成 18年 7月洪水時の鶴田ダム

図─ 3　鶴田ダムの洪水調節状況

図─ 4　鶴田ダムの洪水調節効果
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（2）洪水調節容量の増量
今回の再開発事業は，洪水期の発電容量（250 万
m3）と死水容量（2,050 万 m3）の合計 2,300 万 m3 を
洪水調節容量に振り替えることにより洪水期の洪水調
節容量を最大 7,500 万 m3 から最大 9,800 万 m3 に増量
するものである。
そのため洪水期の貯水位を大幅に低下させる必要が
あり，最低水位を現在の標高 130 mから標高 115.6 m
へ 14.4m 低下させる。

（3）放流施設の増設
最低水位の低下に伴い現在の放流施設では洪水調節
のための放流能力が不足するため，現在の放流施設よ
り低い位置の右岸側に放流施設（コンジットゲート 3
門）を増設して放流能力の増強を図る。
また，これに伴い新設減勢工を増設し，併せて既設
減勢工を改造する。

3．技術的課題

（1）堤体穴あけに伴う削孔周辺部の安全性の確認
堤体への穴あけは，構造安定性に大きな影響を及ぼ
すため，既設ダムの設計時に安定計算を実施した断面
に欠損が生じることに対する安定性の検証，開口部周
辺の応力状態の検証を行う必要がある。
今回の再開発事業では，増設放流管（直径 4.8 m，
削孔断面は高 6.0 m×幅 6.0 m）3本，付替発電管（直
径 5.2 m，削孔断面は高 6.4 m ×幅 6.4 m）2 本の合計
5箇所の穴空けを行い，設計水深は 60 mを超え，既
往実績で最大級の規模であるため，工事中及び工事完
成後の発生応力を 3次元有限要素法を用いて詳細に検
討し，削孔形状は円形よりも最大発生応力の低下が見
込まれる矩形とした。

更に堤体削孔により発生が予想される空洞周辺コン
クリートの最大引張応力を堤体下流面に試験削孔（直
径 2.5 m ×奥行 5.0 m）を行うことにより再現して目

図─ 5　再開発事業の概念図

再開発後（洪水期）現況（洪水期）

死水容量

洪水調節容量
※75,000千m3

現放流
施設

洪水時最高水位

EL131.40m
現放流
施設

洪水時最高水位

最低水位 EL115.6m

洪水調節容量
※98,000千m3

増設
放流施設

予備放流に
よる水位低下

※洪水期における最大の洪水調節容量

予備放流に
よる水位低下

最低水位発電容量

堆砂容量 堆砂容量

 再開発後における洪水調節容量 

表─ 4　増設放流施設の諸元

項　目 諸　元
コンジットゲート 高 4.8 m×幅 3.4 m× 2門

高 3.8 m×幅 2.8 m× 1門

図─ 6　再開発事業のイメージ図

図─ 7　増設放流管の配置（1・2号増設放流管）

図─ 8　ダム上流面図

図─ 9　堤体削孔形状
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視及び，ひずみ計等による観測を実施し削孔に対する
堤体コンクリートの安全性の確認を行った。

（2）  既存施設や法面掘削への影響を考慮した減勢
工設計

増設及び既設改造部の減勢工の配置については，左
岸側の発電所や右岸側の法面掘削への影響を考慮する
とともに洪水時の流況を確認するため水理模型実験に
より最適形状を決定した。
①増設減勢工
設計洪水位での放流量を対象とし施設規模を定める
とともに，減勢工設置に伴う右岸法面の掘削を極力低
減させるため現地形標高の高い位置に一次減勢工，下
流河道との接続部分に二次減勢工を配置する 2段式減
勢工（副ダム付き水平水叩き方式）とした。
②既設減勢工改造
堤体の安定及び放流水の減勢効果の増強を図るため
に，堤体下流に順傾斜式水路のマット工を設置し，そ
の下流の既設減勢工を改修し，水平水叩き方式の減勢
工を新設・延長することで既設のクレスト及びコン
ジットゲートからの最大放流量を減勢させることにし
た。

（3）大水深下での上流仮締切の設置
堤体穴あけ時に必要となる貯水池側の仮締切は，大
水深かつ大規模になるため，水圧に対応した構造を検
討するとともに大水深下での作業に対応した潜水方式
で施工する必要がある。
検討の結果，上流仮締切の構造形式は，上流面への
設置が容易な鋼製角落としゲート構造とした。

図─ 10に示す側方の緊定金物について，タイロッ
ドとターンバックルを用いているが，現在この部分の
合理化を検討している。
また潜水方式については，最大水深 65 mでの水中

作業が必要となり，作業の効率化と作業員の安全確保
を考慮して「飽和潜水」方式を選定した。
飽和潜水とは，作業期間を通じて作業水深と同じ気
圧の居住空間内で生活して，作業終了時に減圧して大
気圧に戻す潜水方法である。
飽和潜水を行う際には，地上・船上で高圧環境を実
現するための再圧タンク及び高圧環境を維持したまま
で約 1箇月間このシステムの中に滞在して湖底まで往
復するためのベルを使用して水中作業を行う。

（4）ダムの現有機能を維持しながらの施工
現在の鶴田ダムの治水機能を維持するとともに利水
機能への影響も必要最小限に抑えて施工する必要があ
るため，安全で効率的な施工方法を検討した結果，原
則として貯水池内の工事は，非洪水期（10 月 16 日～
6 月 10 日）のうち，10 月 16 日～ 5 月 31 日に通常よ
り貯水位を下げて実施する。
上流仮締切設置等は，発電のために最低限必要な水
位である標高 133mの貯水位にて施工して，上流仮締
切内での制水ゲート設置等は，工事の安全を最大限確

写真─ 3　実証試験空洞内での観測状況

図─ 10　上流仮締切一般図

図─ 11　飽和潜水の概要図
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保するために，既設コンジットゲートを全開にして貯
水位を最大限低下させた状態である概ね標高 120 m
の貯水位にて施工する。

（5）環境への影響検討
今回の再開発事業は，環境影響評価法及び鹿児島県
環境影響評価条例での要件には該当しないが，事業規
模が大きく事業期間が長期に及ぶため，鶴田ダム再開
発事業環境検討委員会（有識者等にて構成される委員
会）の指導・助言のもとに環境影響評価法に準じた調
査，予測，環境保全のための検討及び評価を行った。
その結果，工事期間中及び再開発事業完了後に貯水
位がこれまで経験のない水位に低下することでダムの
堆積土砂が侵食され，一時的に SS（水の濁り）が高
くなるとともに環境基準を超える日数の増加が予測さ
れた。
そのため，工事期間中の水位低下時に堆積土砂の侵
食を抑制する対策工を実施している。

4．事業の進捗状況

（1）事業全体の進捗状況
平成 20 年 4 月に工事用道路工事に着手し，平成 23
年 3 月末に既存の町道を改良した工事用道路（約
2.2 km）及び本体関連工事であるダム下流の右岸法面
掘削工事が完了し，本体工事の着工準備が整った。
また，平成 23 年 1 月に施設改造工事（堤体削孔と
増設減勢工）及び上流仮締切設備工事を発注して，平
成 23 年 3 月からダム本体工事，4月中旬から上流仮
締切の台座コンクリートを設置するためのダム湖内で
の浚渫工事に着手し，同年 12 月から飽和潜水作業及
び増設減勢工のコンクリート打設を開始している。

（2）貯水池内工事の進捗状況
飽和潜水では，水中の急傾斜での施工となることや
水温が 10℃と低く，視界が 40 ～ 50 cmであること等
のダム湖内特有の厳しい条件を考慮して作業する必要
があった。
鶴田ダム再開発は，上流仮締切を固定するために台
座コンクリート方式を採用しており，水中不分離性コ
ンクリートによる施工を行っているが，コンクリート
の打設量が多く，温度応力の発生が懸念されたため，
水中コンクリートの打設に合わせて，ダム天端構台上
で事前に製作したプレキャストブロックをクローラク

図─ 12　堤体削孔（放流管・発電管）の進め方

図─ 13　水位低下による水質への影響

写真─ 4　貯水池内の施工状況（平成 24年 12月）

写真─ 5　ダム下流側施工状況（平成 24年 12月）
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レーンで設置している。
また工事期間中の水位低下時に堆積土砂の侵食を抑
制する対策工は，平成 24 年 10 月より本格的工事に着
手している。

（3）ダム下流工事の進捗状況
平成 23 年 12 月 27 日にダム右岸下流側の増設減勢
工のコンクリート打設を開始して，平成 24 年 12 月現
在で約 7万m3 の打設を完了している。
掘削面においては，岩盤スケッチを行い過去の地質
資料と確認しながら施工を進めるとともに今後のダム
再開発の参考とするために記録の保存を行っている。

（4）その他
本事業の施工上の課題の迅速な解決や現地の施工状
況及び安全性を適時的確に確認するために「鶴田ダム
再開発技術検討委員会」を設置しており第 1回委員会
を平成 23 年 11 月に第 2 回委員会を平成 24 年 5 月に
開催している。
また「環境レポート」の作成及び工事期間中の環境
保全措置の履行状況への指導・助言を目的として，設
置された「鶴田ダム再開発事業環境検討委員会」を定
期的に開催している。

5．おわりに

平成 24 年 12 月現在，上流仮締切台座コンクリート
の設置作業及び増設減勢工のコンクリート打設を行っ
ている状況である。
来年度には，上流仮締切扉体設置及び増設放流管設
置のための堤体削孔が予定されており，着々と準備作
業を進めている。
これらの工事は，これまでの国内事例を大きく超え
る大水深下での施工であり，鶴田ダム再開発での経験
が今後のダム再開発事業の発展につながるものと認識
している。
既設ダムの再開発事業は，ダムを新設する場合に比
べて短期間で効果が発現出来ることや，我が国の厳し
い財政状況や社会環境に及ぼす影響を最小限に抑える
ことが出来る等のメリットがあるため，その必要性は
今後，益々高まることが予想される。
鶴田ダム再開発事業は，地域住民の強い要望と期待
を受け，早期に事業化が実現した経緯がある。
そのため，洪水調節機能の強化による治水効果が一
刻も早く発現出来るように，また今後のダム再開発に
おける先進的な事例としての役割を果たすように引き
続き効率的な施工方法，施工計画を立案することが重
要な課題となっている。
最後に平成 27 年度の事業完了に向け，今後も安全
第一に鋭意工事を進めて参りたい。
�

遠山　玄郎（とおやま　もとお）
国土交通省
九州地方整備局
開発工務課長

［筆者紹介］
久保　朝雄（くぼ　あさお）
国土交通省
九州地方整備局
川内川河川事務所長

図─ 14　鶴田ダム再開発後の完成予想図
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水力発電所の現状と今後
低炭素社会の実現に向けた水力発電の役割

土　居　裕　幸

水力発電は，資源の乏しいわが国において，貴重な純国産エネルギーとして重要な役割を果たしている
とともに，エネルギー資源の枯渇問題と地球温暖化問題から，再生可能エネルギーとしての重要性も高まっ
ている。
本稿においては，関西電力における低炭素社会に向けた取り組みに関する水力発電の維持・拡大に焦点

を当てて，水力発電の現状と国内外の推進事例を紹介する。
キーワード：水力発電所，電力，環境，低炭素，ダム，河川

1．はじめに

日本における最初の商業用水力発電は，1891 年に
琵琶湖疎水事業の一環として開発された京都市の蹴上
発電所である。当時の水力発電所は流込み式が主流で
あったが，その後，貯水池を持つダム式・ダム水路式
へと発展し，1960 年頃までは生活・産業の発展と近
代化を支える重要な電源であった。現在では火力発電
等へと主役を交代したものの，水力発電は資源の乏し
いわが国において，貴重な純国産エネルギーであり，
エネルギーセキュリティ確保の面から重要な役割を果
たすとともに，低廉なコストで長期間運用でき，負荷
追従性や系統安定に対する貢献等，優れた特質を有し
ている。
また，水力発電は再生可能エネルギーとしての重要
性も高まっている。エネルギー資源の枯渇問題と地球
温暖化問題への全世界的な対応の必要性から「低炭素
社会作り行動計画」が 2008 年 7 月に閣議決定され，
この中で原子力発電を中核として水力発電や太陽光発
電など，発電時に温室効果ガスを排出しない「ゼロ ･
エミッション電源」の発電比率の向上が求められてい
る。
平成 24 年の国際大ダム会議京都大会では，今後の
ICOLDの活動規範となる「持続可能な開発のための
水貯留」について，関係国際機関との共同宣言が採択
された。宣言では，「世界人口増大に伴う水，食料及
びエネルギー需要の増加は，天然資源制約への挑戦で
ある。人類はかつてない厳しい水資源状況に直面して
おり，持続可能な方法による水貯留基幹施設の開発に

力を結集する必要がある。」と記されており，2050 年
に 90 億人を超えるとされる人類にとっては水・食料・
エネルギーの需要増加への対応が不可欠であると強調
されている。
この中で，今後のエネルギー需要の増加に対応する
ために，負荷追従性の高い再生可能エネルギーである
水力発電を導入することは，電力系統の信頼性の向上
に繋がる一方，太陽光や風力のように出力が不安定で
変動が大きい間欠性再生可能エネルギーのさらなる開
発にも貢献できるとしている。さらに，世界的に見て
水力発電の開発余地は，まだ大きく残されている。未
開発地点の開発を進めることは化石燃料の利用を節減
し，温室効果ガスの実質的な排出抑制に繋がり，また
水資源管理も改善されるとの指摘もあり，低炭素エネ
ルギーである水力発電の開発促進への期待は大きい。
一方，わが国の水力発電は，その包蔵水力のうち，
出力および電力量ベースで 7割弱，地点数で約 4割が
既に開発されており，費用対効果の観点から事業性の
乏しい地点や，自然・社会環境的に受容性がないため
に開発されていない地点しか残されていない。そのよ
うな中，国としては許認可等手続きの簡素化等の見直
しや，新設 ･既設発電所に対する助成制度の拡充など
様々な施策を打ち出し，水力発電開発 ･促進の改善策
を講じている。他方，事業者もそれぞれが保有する設
備の特性や地域性を活かしながら，水力発電の発電電
力量増加に取り組み，温室効果ガスの排出抑制および
太陽光発電をはじめとした再生可能エネルギーの安定
供給に努めている。本稿は，雑誌「河川（H24/8）」
に提出した原稿を加筆修正したもので，関西電力にお

特集＞＞＞　ダム
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ける低炭素社会の実現に向けた水力発電に関する取り
組み内容を紹介する。

2．  低炭素社会の実現に向けた関西電力の取
り組み

当社は，中長期的に地域の低炭素化を進める総合戦
略のもと，需給両面からの取り組みによる低炭素社会
の実現や，スマートグリッドの構築をめざすとともに，
「海外での取り組み」，「先進的な技術開発」も着実に
進め，地球規模での持続可能な低炭素社会の実現に向
けた取り組みを展開している。図─ 1に当社グルー
プ独自の低炭素社会の実現に向けた総合的対策を示
す。

中でも「電気の低炭素化の加速」は大きな効果が期
待できる直接的な取り組みのひとつであり，原子力の
安全 ･安定運転，火力の高効率化，水力の維持・拡大，
新エネルギーの開発・導入など様々な取り組みを通じ
て進めている。

当社における水力発電所の発電電力量の割合は
10％程度であるが，発電時に CO2 を排出しない水力
発電所の発電電力量を向上させることは電気の低炭素
化に有効である。既設水力発電所の効率的な維持 ･運
用を図るとともに，経済性や地域情勢等の条件が整う
ものから，中小規模の水力新規地点の開発を行ってお
り，さらには揚水発電所の発電機を可変速化する対策
も積極的に進めている。また，海外エネルギー事業に
ついては，これまで培ってきた当社技術の活用，国内
へのフィードバック，相手国 ･地球環境問題への貢献
を目的に，東南アジアを中心に投資開発やコンサル
ティング業務を展開している。
以下に，低炭素化社会に向けた水力発電の維持・拡
大に焦点を当てて，当社の国内外の推進事例を紹介す
る。

3．  電気の低炭素化に向けた水力発電の推進
事例について

水力発電は純国産エネルギーとして供給安定性や経
済性に優れた特徴を有している電源である。当社は，
この水力発電について，前述のとおり今後も適切なメ
ンテナンスにより安定した運転を続けるとともに，既
設設備の出力向上や揚水発電所の可変速化の推進，中
小水力の開発などにより，需給変動への柔軟な対応や，
さらなる環境負荷の低減に取り組んでいる。
具体的な取組内容は，図─ 2に示すとおり大きく 3
つのアプローチから行っており，①水力発電による発
電電力量の増加による低炭素化加速の実施。②揚水可
変速化に伴う火力発電の削減。（従来，夜間の周波数
調整を担っていた火力発電に代わり，揚水発電所の発
電機の可変速運転が可能になることでその役割を担
う。）③海外水力開発事業の推進を通じ相手国の電力

図─ 2　当社水力発電の低炭素社会実現への取り組み

 　②揚水可変速化を伴う
　　火力削減

《維持流量発電》 《発電機の改修》 《既設の改良》 《揚水可変速化》

○大桑野尻発電所 ○黒部川第二発電所ほか ○新黒薙第二発電所 ○奥多々良木発電所

○出し平発電所(仮称) 　(およそ10年間で20箇所) ○新黒部川第二発電所 　　1号機,2号機

　黒部川第二発電所

③海外事業の推進を通じた相手国の電力安定供給や地球環境問題への貢献

①水力発電による発電電力量の増加

夜間揚水時の発電機可変速運転上記対策が完了すれば､年間約2億kWhの発電電力量の増加(年間約5.5万トンのCO2排出量の削減)

○フィリピン国･サンロケ地点 ○ミャンマー国

○台湾・名間地点

○ラオス国・ナムニアップ地点、

　インドネシア国・ラジャンダラ地点

《コンサルティング業務》《IPP事業》

　水力開発技術支援コンサルティング（1次･2次）

　総合開発プロジェクトに関わるフィジビリティスタディ

図─ 1　当社グループ独自の総合的対策
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の安定供給や地球環境問題への貢献，を行うことであ
る。

（1）水力発電による発電電力量の増加
①河川維持流量を利用した水力発電
《大桑野尻発電所》
当社が所有する読書ダム（長野県木曽郡大桑村）は，
ダム下流の景観保全など河川環境維持のため，常時，
河川維持流量を放流している。この河川維持流量と未
利用落差を利用した発電所の建設を計画し，平成 23
年 6 月に営業運転を開始した。この発電所は，当社と
して初めてとなる河川維持流量を利用した発電所（写
真─ 1）であり，最大出力 490 kW で年間約 375 万
kWh の発電電力量を見込んでいる。これにより，年
間 1,300 t の CO2 排出量の削減が可能となる。

《出し平発電所（仮称）》
上記，大桑野尻発電所に続き，当社所有の出し平ダ
ム（富山県黒部市宇奈月町）においても河川維持流量
を利用した出し平発電所（仮称）を新設する予定であ
る。表─ 1に示すように出し平発電所（仮称）は出
力 510 kWで，年間発電電力量を約 170 万 kWh と見
込んでおり，年間 480 t の CO2 排出量を削減すること
になる。

現在，平成 26 年 5 月の着工，同年 12 月の営業運転
開始を目指し検討を進めている。

②設備更新による発電機の改修等
今後 10 年間で，約 20 か所の水力発電所において，
水車や発電機の取替えなど設備更新を計画的に実施す
る予定である。この設備更新では，精度の向上した劣
化診断技術を活用し，更新時期をより適切に見極める
とともに，コンピュータを用いた解析技術を活用し，
水車ランナなどの形状を最適化することで既存設備を
最大限に活用しつつ，より発電効率のよい設備に取り
替え，発電電力量の増加を図っている。
例えば，黒部川水系の黒部川第二発電所（以下，「黒
二発電所」）では水車および発電機の取替を行うこと
で，最大出力を 3.8％増加させ，年間 6,360 t の CO2 排
出量の削減が可能であり，また市荒川発電所や三尾発
電所では，それぞれ 4.4％，4.8％最大出力を増加させ，
両発電所合計で年間 4,770 t の CO2 排出量の削減が可
能となる。
これらの設備更新を今後 10 年間で進めていくこと
で，年間約 1億 kWhの電力量の増加が期待でき，こ
れは年間約 2.7 万 t の CO2 排出量削減に匹敵する。
③‌�既設設備の改良による使用水量の増加と発電支障の
低減
《設備の効率的な利用を活かした新規地点開発》
表─ 2に示す，新黒薙第二発電所の新設計画は，既

設黒薙第二発電所の取水口や水圧鉄管などを流用し，
導水路の一部を改造することで使用水量を増加させ，
増分水量を利用し発電を行うものである。
既設黒薙第二発電所水圧鉄管の途中で分岐し，既設
発電所の上流側に隣接して，新黒薙第二発電所の水圧
鉄管，発電所および放水路を新設。最大出力は
1,900 kW であり，年間の発電電力量は約 1,200 万
kWhと見込んでいる。年間の CO2 排出量の削減は約
3,600 t になるものと期待されている。

《河床上昇対策による発電支障の低減》
黒部川中流部の猫又地区は，平成 7年 7月の水害で
約 660 万 m3 もの土砂が堆積した結果，河床が 10 m
上昇するなどし発電所が冠水して大きな被害を受け

写真─ 1　大桑野尻発電所の概要

表─ 1　出し平発電所（仮称）の概要

所在地 富山県黒部市宇奈月町
水系・河川名 黒部川水系　黒部川
発電所形式 ダム式（維持流量発電）
最大出力 510 kW（1基）
発電電力量 約 170 万 kWh/ 年
最大使用水量 1.76 m3/s
有効落差 37.16 m
CO2 削減量 約 480 t/ 年

表─ 2　新黒薙第二発電所の概要

所在地 富山県黒部市宇奈月町
水系・河川名 黒部川水系　黒薙川
発電所形式 流れ込み式
最大出力 1,900 kW（1基）
発電電力量 約 1,200 万 kWh/ 年
最大使用水量 1.70 m3/s
有効落差 143.39 m
CO2 削減量 約 3,600 t/ 年
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た。復旧後も堆砂進行により猫又地区に位置する放水
口が頻繁に埋没しており，発電支障が発生していた。
そこで，放水口付近の河床上昇への対策として，図─
3に示す放水路トンネルの付替え工事を実施してい
る。
新黒部川第二発電所（以下，「新黒二発電所」）は，
放水口埋没に伴う発電停止のほか，河川水位上昇に伴
う負荷遮断時の浸水防止のための出力抑制や水系運用
に伴う他発電所への影響も加味すると多大な発電支障
（溢水電力量）が発生しているため，放水口を出水や
土砂の影響を受けない下流の出し平ダム湛水池内に移
設することとし，放水路トンネルを付け替えすること
に決定した。また併せて，下流に位置する黒二発電所
の護岸を嵩上げし，対岸の事業所に対しては防水壁を
設置し，各施設の浸水を防ぐ計画としている。
新黒二発電所の放水路付替え工事は既設放水路の途
中から，直径 4 mの馬蹄形放水路を 1,398 m新設して
出し平ダムの湛水池まで延長する。また，黒二発電所
と対岸の事業所への浸水対策としては，現河床高から
平成 7年水害相当の洪水を想定して発電所護岸や対岸
の防水壁の高さを決定した。その結果，発電所護岸は
高さ 5.9 m，延長 130 mの護岸の嵩上げを実施し，防
水壁は高さ 4.0 m，延長 440 mの壁を築造して黒二発
電所および対岸の事業所を防護する。
新黒二発電所放水路トンネル付替工事は平成 21 年
9 月に着工し，坑外設備や事務所 ･宿舎設備の設置を
行い，平成 22 年 5 月に新黒二発電所の機器搬入路の
途中から分岐する横坑を，同年 10 月に本坑の掘削を
開始した。平成 24 年 12 月末時点において，9割弱の
工事進捗状況である。
上記の黒二発電所および新黒二発電所における放水
設備の構造を改良することで，年間約 8,090 万 kWh
の発電電力量の増加と CO2 排出量を約 2.2 万 t 削減す
ることが見込まれている。
以上，これまで示した発電電力量の増加対策を順次

進めていくことで，今後約 10 年間において，年間の
発電電力量は約2億kWh増加し，CO2排出量では約5.5
万 t 削減できる。

（2）  揚水発電所における可変速化工事の推進によ
る火力発電の代替

奥多々良木発電所（兵庫県朝来市）1･2 号機では，
発電機を定速機から可変速機へ改修する工事を進めて
いる。これは，太陽光や風力のように出力が不安定な
再生可能エネルギーの増加を見越し，電力の安定供給
を目的に実施している。この改修により，発電運転時
の水車効率向上による発電電力量の増加だけでなく，
揚水運転時も電力系統の周波数調整が可能となり，夜
間の周波数調整を担う火力発電所の運転を削減でき
る。
当社は大河内発電所にも可変速機を導入しており，
平成 21 年度には，これら可変速揚水発電システムの
開発 ･導入に関する取り組みが評価され，「地球温暖
化防止環境大臣表彰」を日立製作所と共同で受賞して
いる。

（3）  海外水力エネルギー事業を通した電力安定供
給や地球環境問題への貢献

平成 10 年頃から，これまで国内水力開発で培って
きた技術の活用などを目的にして，海外における水力
発電事業への展開を本格化してきた。当社初の海外水
力 IPP 事業は，平成 10 年のフィリピン国・サンロケ
プロジェクトへの参画である。ダム高 200 m のロッ
クフィルダムを築造し，最大出力 345 MW，年間発生
電力量 10 億 kWhをフィリピン国内へ供給している。
このほか，台湾の名間発電所においても IPP 事業へ
参画している。現在は，ラオス国ナムニアップ地点，
セカタム地点やインドネシア国ラジャマンダラ地点に
おける IPP 事業の実現に向けて鋭意検討を進めてい
る。

図─ 3　猫又地区放水路トンネル付替工事他平面図
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また，ミャンマー国においては同国電力省と水力開
発技術支援コンサル業務の委託契約を受託し，有望な
水力開発地点の基礎調査や水力開発プロジェクトの技
術指導，水力開発局若手技術者への技術移転などの業
務を行い，平成 13 年から約 7年間にわたり同国にお
ける水力開発事業のサポートをしてきた。近年，同国
の民主化に向けた動きが活発化しており，経済産業省
のインフラ・システム輸出促進調査事業に関し，ミド
ルポンロン水力地点の開発可能性調査を実施中であ
る。
一方で IEA水力実施協定AnnexⅪ（既設水力発電
所の更新と増強）においては，日本が議長国となりそ
の責を関西電力が務めることにより，高経年化した水
力発電所の対処方法に関して積極的な国際貢献を実施
している。

4．おわりに

これまで紹介してきた国内における水力発電所の安
定運転および機能向上を進めることで，年間の CO2
排出量を約 5.5 万 t 削減し，電気の低炭素化に貢献す
ることができる。
また，海外事業においては，国内事業で培った経営

資源を活用しながら東南アジアを中心に水力開発を推
進していくことで，相手国の電力安定供給や地球環境
問題に貢献するとともに，得られた知見を国内に
フィードバックすることで，国内事業のさらなる強化
へ繋がると考えている。
上記取り組みにとどまらず，引き続き地球環境，エ
ネルギー安定供給や経済性の観点を踏まえて，再生可
能エネルギーの導入に積極的に取り組み，純国産エネ
ルギーである水力発電を最大限に活用し電気の低炭素
化を加速させていく所存である。
�
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東日本大震災時におけるダムの多面的機能

国土交通省水管理・国土保全局河川環境課流水管理室

国土交通省東北地方整備局河川部

国土交通省関東地方整備局河川部

2011 年 3 月，日本では，東日本大震災という甚大な災害が発生した。この状況下で，地震でも支障な
くその機能を維持できた東北地方・関東地方のダムにおいて，きめ細やかな対応により，電力供給，水道
供給，洪水調節，避難場所提供といった多面的な機能を果たした。中には，ダムの当初目的にはなかった
追加的な機能も発揮するなどして，被災地の復旧の基礎的なインフラとして役割を担ったダムの事例が多
くあった。
本稿では，2012 年 6 月，京都で開催された第 80 回国際大ダム会議年次例会・国際シンポジウムにおい

て報告した「東日本大震災時におけるダムの多面的機能」について紹介する。
キーワード：東日本大震災，国土交通省所管ダム，安全性，緊急時対応

1．  東日本大震災時のダム点検結果 
～ダムの安全性に影響を及ぼす変状なし～

国土交通省の直轄・水資源機構ダム，補助ダム及び
利水ダム（法河川に設置された高さ 15 m以上のダム）
では，ダム基礎部で地震動の最大加速度が 25 gal 以

上を観測した場合又は周辺の気象台発表震度が震度 4
以上の場合に，臨時点検を実施することとしている。
2011 年 3 月 11 日地震発生後，強い揺れを観測した
363 ダムについて，各ダム管理者は直ちに点検を行っ
た。これらの点検の結果（図─ 1），46 ダムで天端舗
装部のクラック，漏水量の一時的な増加などの変状が

特集＞＞＞　ダム

図─ 1　東北地方太平洋沖地震時のダムの点検結果
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見られたが，ダムの安全性に影響を及ぼすような変状
は見られなかった。このため，地震後も，支障なくそ
の機能を維持することができた。
例えば，東北地方整備局が管理する「摺上川（すり
かみがわ）ダム」では，ダムの基礎部と天端部に地震
計を設置しており，天端部では 473 gal（基礎部では
110 gal）という大きい最大加速度を記録した（図─ 2）。
ダムの天端舗装に小規模なクラックが発生したが，軽
微なものであり，ダムの安全性に支障はなかった。写
真─ 1は，応急対策としてブルーシートで覆った状
況であり，白く見えるのはクラックの深さ調査のため
石灰を注入したものである。

2．  東日本大震災時におけるダムの多面的機能

（1）ダム操作の工夫による増電
東日本大震災では，地震及び津波により発電所施設
等が被災し，地震直後から電力需給が逼迫したため，
ダムによる水力発電の能力を最大限活用することが要
請された。このため，水力発電の効率を上げるダム操
作に取り組んだ事例である。
例えば，東北地方整備局が管理する「鳴子（なるこ）

ダム」（図─ 3）では，例年，3月から 4月にかけて，
水田へのかんがい用水のため，発電を抑えてダム貯水
量を増やす操作を行っている。しかし，震災直後の 3
月中旬から 4月初旬にかけて，ダムに貯留する水の量
を一時的に発電に優先的に使用して増電し，地域への
電力供給に貢献した（図─ 4）。このダム操作の実施
にあたっては，ダム上流域の積雪量から融雪量をきめ

図─ 2　地震時（2011.3.11）の最大加速度（摺上川ダム）

写真─ 1　ダム天端舗装の小規模なクラックと応急対策

図─ 3　事例のダム位置図

図─ 4　ダム操作の工夫による増電（鳴子ダム）

図─ 5　ダム操作の工夫による増電（宮ヶ瀬ダム・津久井導水路）
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細かに予測しながら，ダムに効率よく貯留できるよう
工夫するなどして対応した。
関東地方整備局が管理する「宮ヶ瀬（みやがせ）ダ
ム」では，ダムに貯留された水は，平常時，すぐ下流
の石小屋（いしごや）ダムを経由して中津川に多くの
水量を流している。しかし，地震直後は，津久井（つ
くい）導水路を使って，石小屋ダムよりも落差が大き
く発電効率の高い城山ダムに優先的に導水して放流量
を増量し，トータルの発電量を増やした（図─ 5）。3
月中旬から下旬までの 5日間で，約 8.5 万 kWh の増
電となった。
これらの事例をはじめ，国土交通省が管理する約
20 のダムで，ダム操作の工夫により増電に貢献した。

（2）被災地域への水道供給のための水源振替
ダムを水源とする水道用水の送水管が損傷して送水
不能になったため，別のダムに水源を振り替えること
により，被災地域への水道供給を確保した事例である。
東北地方整備局が管理する「七ヶ宿（しちかしゅく）
ダム」は，仙台市を含む 7市 10 町へ供給する広域水
道用水としての水資源を確保している。地震によって，
仙台市に水道用水を送っている宮城県仙南・仙塩広域
水道の送水管が損傷し，仙台市への送水が停止状態と
なった。このため，代替措置として，急遽，同整備局
が管理する「釜房（かまふさ）ダム」からの取水を毎
時 530 m3 増量し，ダムのきめ細やかな管理を行うこ
とで，被災地域への貴重な水道供給を確保した（図─
6）。なお，この手続きを進めるにあたっては，宮城
県仙南・仙塩広域水道，仙台市水道，名取土地改良区
等の釜房ダム利水調整会議メンバーと調整を行った。

（3）  下流河川の被災状況を踏まえたダムによる洪
水調節

被災した河川堤防の状況を踏まえ，上流ダムでの洪
水調節方法を工夫することにより，下流河川の洪水量
の低減対策を講じた事例である。
地震または地震に伴う津波により，東北地方の河川
を中心に，多くの箇所で堤防の大規模な亀裂や沈下等
の被害が発生した。北上川水系の江合川及び旧北上川
では，249 箇所で堤防が被災し，洪水を安全に流下さ
せる能力が低下した（写真─ 2）。このような下流河
川の被災状況を踏まえ，江合川の上流に位置する「鳴
子ダム」では，洪水時における下流地域の安全確保に
資するよう，洪水調節の操作方法の見直しを行った（図
─ 7）。
具体的には，ダム流入量や河川水位の予測に基づい
て，利水者に確認の上，洪水が来る前に洪水貯留準備
操作（事前放流）を行い，洪水調節のための空き容量
を増加させることとした。また，従来はダムへの流入
量が毎秒 250 m3 になると洪水調節を開始していたが，
洪水調節容量の 7割以内に収まることが予測で確認さ
れれば，毎秒 170 m3 の流量から洪水調節を開始する
こととした。

図─ 6　被災地域への水道供給のための水源振替（釜房ダム）

写真─ 2　下流河川の被災状況

図─ 7　下流河川の被災を踏まえたダムの洪水調節（鳴子ダム）
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（4）ダム管理所を地域住民の避難場所として開放
地震直後，約 120 名のダム周辺住民の方々に，ダム
管理所の建物を避難場所として提供することができた
事例である。
摺上川ダムの周辺地域では，地震直後から電力供給
がストップし，停電は51時間に及んだ。しかしながら，
摺上川ダムでは，ダム管理用の水力発電の設備を有し
ていたことから，自ら電力を確保することができた。
このため，周辺地域が停電の中でも，ダム操作に必要
な電力はもちろんのこと，照明，テレビやラジオ情報，
暖房の稼働も可能であったことから，ダム管理所を住
民の避難場所として貢献できた（図─ 8）。

3．国際大ダム会議京都大会での質疑

2012 年 6 月「第 80 回国際大ダム会議年次例会・国
際シンポジウム」での本報告に関する質疑応答（質問
者は海外からの参加者）の様子を紹介する。発表会場
では，特に，日本における地震後のダムの点検の迅速
さに対し，高い関心が寄せられた。
〈質問〉‌�地震後のダムの点検は，どれぐらいの時間で

実施しているのか。
〈回答〉‌�地震が発生してから，概ね 3時間以内に目視

による外観点検を実施し，概ね 24 時間以内に
詳細な外観点検と計測による点検を終えるよ
うにしている。

〈質問〉‌�東日本大震災で，変状が確認され貯水位を低
下させたケースはあったか。

〈回答〉‌�国や都道府県の多目的ダムでは，貯水位の低
下が必要になるケースはなかった。一部の利
水ダムでは，貯水位を低下させて安全な状態
を確保したケースがあった。

4．おわりに

ダムというインフラが存在したことにより，そのき
め細やかな対応によって，大震災という緊急時に多面
的な貢献を果たすことができた。今次の震災でダムに
関して得た経験や教訓を踏まえ，今後さらに，各ダム
の管理に際して，日頃から緊急時の対応の可能性検討
や準備・強化を図っていくことが重要である。
�

図─ 8　ダム管理所を地域の避難場所として開放（摺上川ダム）
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特殊エジェクターを用いたダム堆砂の移動システム
特殊エジェクター工法〈礫送（れきぞう）〉

天　明　敏　行・山　上　裕　也・角　　　哲　也

ダム貯水池の堆砂対策として貯水池内外で土砂を移動させる技術は重要である。ここでは，礫を含む堆
砂土砂を効率的に移動させるために，特殊エジェクターを用いた土砂移動システムの開発を行った。ダム
貯水池内で行った試験工事により，水深 5 m程度の砂礫土砂（最大粒径 150 ～ 300 mm）を 35 m3/h 程度
で吸引して 400 m輸送できること，船上でシステムに直接ホッパ投入した砂礫土砂は 30 m3/h で 1,000 m
まで輸送できることを確認した。さらにエジェクターを水中に設置することで，水深15mの砂質土に対し，
400 mの距離を 70 m3/h 程度で貯水池内土砂移動できることを確認した。
キーワード：ダム堆砂，土砂移動，特殊エジェクター，砂礫ポンプ，貯水池内移動

1．はじめに

堆砂対策において土砂を移動する方法は多くある
が，ポンプで吸引してそのまま輸送・排出する方法は，
グラブ船と土運搬船を用いる方法と比べて連続的に実
施できる面で効率的である。浚渫におけるポンプ工法
では一般にサンドポンプが用いられるが，高圧の
ジェット水を利用して負圧を発生させ，土砂を吸引・
輸送するエジェクターポンプはダム湖内の砂礫やご
み・沈木などの異物に対する適用性も高く，コンパク
トなシステムであることが特徴である 1）。ここでは，
筆者らが開発を進めている，大型で礫にも対応可能な
特殊エジェクターを用いたポンプシステムによるダム
堆砂の移動システムの性能試験工事について報告する。

2．  特殊エジェクターを用いた土砂移動シス
テム

（1）システム概要
特殊エジェクターシステムは土砂の吸引を行う浚渫
台船（ホッパ工法の場合は船上で土砂を供給するポン
プ台船）と土砂の排出を行う撒布台船（陸上に土砂を
揚げる場合は不要），これらを結ぶ土砂輸送管から構
成される。
ここでは土砂を移動する場所により，吸引工法（水
中から陸上へ移動），ホッパ工法（船上から水中へ移
動），貯水池内移動工法（水中から水中へ移動）に分
けそれぞれについて実施した試験工事について述べ

る。いずれの工法においても土砂を輸送する輸送管は
直径φ 400 mmの鋼管をフロータで水面に浮かべて設
置した。
浚渫台船，撒布台船は共に電動ウインチが設置して
あり，張ったワイヤーを操作して移動することができ
る構造とした。

（2）浚渫台船（ポンプ台船）
浚渫台船には，特殊エジェクターのほか，超高圧ポ
ンプ，スクリュー破砕機付きのロングアームバックホ
ウもしくはテレスコピック式掘削機，空気圧縮機など
を艤装している（写真─ 1）。ホッパ工法では，船上
に設置したホッパに陸送した砂礫土砂を供給し，エ
ジェクターシステムを用いて水中へ投入する。このた
め，ホッパ工法のポンプ台船ではスクリュー破砕機の
代わりに土砂の受入れホッパを設置している（写真─
2）。

特集＞＞＞　ダム

写真─ 1　浚渫台船
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（3）特殊エジェクター
エジェクターとはノズルから高圧水を噴出させ，そ
のエネルギーによって他の流体を吸引搬送するもので
ある。流体通過経路にインペラー等の回転部をもたな
いシンプルな構造であり，詰まりにくいことや管理が
容易といった利点を有する。
本試験工事で使用したポンプは特殊エジェクター

（図─ 1）を利用しており，これまでにない大口径の
内管（φ 200 mm）を用いた点やノズル部に少量の空
気を導入する点などが通常のエジェクターと異なる。
特殊エジェクターの外観を写真─ 3に示す。

超高圧ポンプは，1,800 回転 /min で揚程 1.5 MPa，
流量 5 m3/min の送水が可能である。これに 350 kW

相当の大型トラック用エンジンを動力として取付けて
組立てた（写真─ 4）。
なお，貯水池内移動工法の試験工事では揚程
1.5 MPa を能力向上して揚程 1.95 MPa の超高圧ポン
プを使用した。

（4）スクリュー破砕機
吸引工法や貯水池内移動工法を行う際は，吸引管の
先端に砂礫土砂を効率的に吸引するためのスクリュー
破砕機を設置した。スクリュー破砕機はスクリューの
軸が円錐形になっており，取込んだ石を軸と筒の間で
破砕する構造になっている。最大直径 300 mm程度ま
での玉石を取込むことが可能であるが，全ての石を破
砕することは困難であるため，破砕できない石は直ち
に逆回転で排出できる構造になっている（写真─ 5）。

写真─ 2　ポンプ台船

図─ 1　特殊エジェクターのイメージ

写真─ 3　特殊エジェクターの外観

写真─ 4　超高圧ポンプ

写真─ 5　スクリュー破砕機

写真─ 6　撒布台船
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（5）撒布台船
貯水池内に土砂を排出するための撒布台船では排砂
管の先端部にサイクロンと呼ばれる減勢器を設置し
た。また，濁水の発生を抑制するため，汚濁防止膜を
二重に設置した（写真─ 6，図─ 2）。

3．試験工事の結果

（1）堆砂の粒度
吸引工法で使用した土砂とホッパ工法で移動した土
砂は同じ河川内のものであり，粒度は同様であるが，
ホッパ工法ではスクリュー破砕機を通さないために粒
径 150 mm以上の大きな礫が含まれていると閉塞する
懸念があった。このため，予めふるいを用いて「粒径
150 mm」，「粒径 100 mm」の 2 種類に分級した。同
時に濁水の発生を抑制するための洗浄を行った。
貯水池内移動工法で使用した堆積土砂も同じ河川内
ではあるが，概ね最大粒径 2 mmの砂質土であった。
また，吸引工法と貯水池内移動工法で対象とした堆砂
には転石や木片，ごみなども多く混ざっていた。

（2）吸引工法による吸引・輸送性能
水深 4～ 9 m，輸送距離 200 ～ 400 mで吸引工法の
試験を実施した。特殊エジェクターシステムで堆砂を
吸引し，陸上に設置した水槽に土砂と水を排出して土
砂の吸引・輸送性能を測定した。超高圧ポンプ 2台使
用時のポンプ圧力は 1.40 ～ 1.55 MPa であり，その流
量は 10 ～ 11 m3/min であった。また，輸送管始点の
圧力は 0.08 ～ 0.18 MPa であり，吸引流量は 7.9 ～
12.0 m3/min であった。土砂の吸引・輸送量は水深が
深くなるに従い減少する傾向であったが，水深約 5 m
での時間当たりの土砂移動量は平均で 35 m3/h 程度で
あった。水深が深い場合には，吸引管が長くなって閉
塞が発生しやすくなることが課題であり，水中にエ
ジェクター本体を設置して，吸引管を短くすることに
よって改善されることがわかった。
吸引試験での吸引物の例を写真─ 7に示す。最大
粒径は 200 mm，長さ 500 mm程度の沈木や自動車の

タイヤのような異物まで吸引・輸送されていた。

（3）ホッパ工法による輸送性能
陸揚げした堆砂を貯水池内の有効貯水量を貯水する
以外の場所に投入する場合や，貯水池の底質を改善す
る目的で土砂を投入する場合には貯水池内に土砂を撒
布するシステムが必要となる。このため，特殊エジェ
クターシステムを用いて，ホッパ工法で土砂を輸送・
撒布する試験工事を実施した。
ホッパ工法では分級・洗浄した土砂を陸送し，バッ
クホウで台船上のホッパに投入してベルコンで特殊エ
ジェクターへ定量供給する方法とした。砂礫を長距離
輸送する場合には排砂管に空気を混入し，水と土砂・
空気の 3層流として輸送すると効率がよいことから，
本試験施工では特殊エジェクターの先に空気挿入管を
設置し，コンプレッサーを用いて空気の注入を行った2）。
超高圧ポンプの流量は 8 ～ 11 m3/min であり，輸

送距離別の最大輸送量は 600 mで約 50 m3/h，1,000 m
で約 30 m3/h であった。

（4）貯水池内移動工法による吸引・輸送性能
近年，総合土砂管理の観点から，洪水時にダムゲー
トを積極的に操作して貯水池から排砂を行う堆砂対策
が増加しているが，初めてのゲート操作時には，長年
にわたって堆積した土砂が急激に排出されることに伴
う高濃度の濁水の発生などが懸念される。そこで，こ
れを軽減させるための補助工法として，貯水池内の土
砂を予め移動させて緩やかな土砂排出を誘導するため
に，特殊エジェクターシステムを用いて土砂を吸引・
輸送して河床整形を行う試験工事を実施した 3）。
先述のように，特殊エジェクター工法では，吸引管
が長くなると閉塞を起こしやすいことから，水深が深
くなる場合の閉塞防止対策として，エジェクターを水
中に設置して吸引管を短くできる構造とした。さらに
掘削深度に合わせてエジェクターの設置深度を変えら
れるように昇降設備を設ける工夫を行った（図─ 2）。
また貯水池内移動時の輸送距離は約 400 mとした。
移動土砂量は浚渫実時間 48.4 h に対し，浚渫土量が
3,572 m3 であったことから約 70 m3/h であった。
試験工事では土砂排出部での濁水の拡散を抑制する
目的で天然凝集材を用いた。凝集材はノズル先端部か
ら添加可能な方法を採用した。ノズルから噴射される
ジェット水の流速は毎秒 50 m以上となり，凝集材の
攪拌効果を高めた。河床の地形が平坦でない箇所での
試験であり，発電の影響で流れがあったが概ね濁水は
汚濁防止膜の内側に留まった。また，天然凝集材の効写真─ 7　吸引された石や異物
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果で試験工事の翌日は汚濁防止膜の中の濁度は低下し
ていることを確認した（写真─ 8）。

4．おわりに

特殊エジェクターを用いたダム貯水池内の砂礫を対
象とした堆砂土砂の吸引・輸送試験の結果，水深 4～
6 m程度であれば，35 m3/h 程度の吸引が可能である
ことが確認できた。輸送試験では，最大粒径が
150 mm程度の砂礫土砂に対する試験工事の結果，直
径 400 mm の輸送管を用いた場合，配管延長 600 m
で約 50 m3/h，1,000 m で約 30 m3/h の輸送能力があ
ることを確認した。また，貯水池内の土砂移動工法に
おいては，70 m3/h 程度の土砂輸送能力と天然凝集材
や汚濁防止膜による濁水の制御対策についてその有効
性を確認することができた。
ダムの堆砂対策は貯水池の持続的管理の基本であ
る。その場合の課題として，貯水池上流部に堆積した
粗粒土砂は，洪水時の貯水池運用を大きく変化させな
い限り，自然の流水の力だけでは貯水池内を移動させ
ることは困難であり，近年開発が進む土砂吸引システ
ムやダムゲート本体から土砂排出する場合のネックと
なっている。

本稿で紹介したダム堆砂の土砂移動システムは，水
中に堆積した土砂を貯水池運用に大きく制約を与えず
に効果的に採取・輸送することで，ダム貯水池の堆砂
対策として有効であるとともに，採取した土砂をダム
下流河川に供給することで河川の環境改善にも資する
工法として今後の発展が期待される。
�
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中国のダム建設と水力発電

小　川　範　之

近年発展著しい中国において，エネルギー生産が需給を賄いきれず，需給は慢性的に逼迫している状況
にある（図─ 1）。しかし，2012 年 12 月 10 日付け人民日報の報道に，水力発電，風力発電の設備容量が
共に世界一になったとあるように，その経済成長に合わせ，エネルギー全般への投資は積極的である。さ
らには水力，風力，太陽光などいわゆる再生可能エネルギーへの設備投資にも積極的である。本稿では，
その中でも水力発電についてダム建設事情とそこで使用されるコンクリートバイブレータを合わせて紹介
する。
キーワード：中国，ダム，バイブレータ，マスコン，ダム打設，電力生産量

1．はじめに

1978 年に計画経済から市場経済に移行した中国で
は，1992 年から 1996 年と 2003 年から 2007 年のそれ
ぞれ 5年間に毎年GDP成長率で2桁の成長を続けた。
リーマンショックの影響で 2008 年度は前年の 14％台
から 9％台に急降下したものの，4兆元（約 56 兆円）
に上るインフラ整備や下郷政策＊1 などの景気対策に
より，2010 年度には 10％台を回復した。その後，
2012 年度に 8％を下回ったとはいえ依然として高い成
長率を誇っている。
このような状況において中国の電力生産量は，図─ 

2の様に推移しており，年間発電量ベースで 2011 年
時点において年間 4兆 6 千億 kWhを達成した。1980
年から 2000 年の 20 年間で約 1兆 kWh増加したのに

対し，2001 年以降 10 年間でその 3倍にあたる約 3兆
kWh増加していることからもこの 10 年の成長が窺い
知れる。
この中で，水力発電量は 6,108 億 kWh であり，水
力発電の占有率は 13.2％となっている。日本の水力発
電量 907 億 kWh（占有率 8％，2010 年度）に対して
約 7 倍の発電量であるが，2010 年時点での日本は，
原子力発電など多様化が計られているため水力発電へ
の依存度は低下している。

2．中国のダム建設計画

近代化の波につれてダムの建設も規模を増大してき
たが，リーマンショック後のここ数年は，大型景気対
策の反動と欧州危機の影響もあり，投資を抑えるよう
な局面も見られた。
しかし新しい政権下において，2013 年度以降は鉄

特集＞＞＞　ダム

図─ 1　中国におけるエネルギー需給状況
　＊原子力発電で『０』とあるのは，データがないため

図─ 2　電力生産量の推移

脚注 1　‌�下郷政策：中国政府が実施した経済政策の一つで，農村部への家
電や自動車の普及を目的とした政策である。
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道や道路などと共に更なるインフラ整備に対する投資
が計画されている。

（1）中国十三大水力発電基地計画
中国の水力発電計画においては，全国 13 の地区を
重点開発地域に指定し，それぞれでダム建設が進めら
れている（表─ 1）。総事業費 2兆元（30 兆円）以上，
プロジェクト期限 1989 年から 2050 年までとされる。
1年当たりの事業費は 5,000 億円で，日本の八ツ場ダ
ムの総事業費が 4,600 億円とされているので毎年八ツ
場ダムと同じ規模のダムが作られてゆく計算になる。
中国は 1953 年から当時のソビエト連邦に倣い五カ
年計画を導入し，現在は第 12 次五カ年計画（2011 ～
2015 年）となっており，この第 12 次五カ年計画にお
いての水力発電計画は，これら 13 地域の中から特に
西部の金沙江（ジンサージャン，長江上流），雅礱江

（ヤーロンジャン，金沙江支流），大渡河（ダードゥフー，
雅礱江東部）地域を重点プロジェクトに指定し，予定
されているダムの建設を推進し，水力発電設備全体の
容量を 2 億 1,600 万 kW（2011 年度）から 3 億 3,600
万 kW（2015 年度）と 1.5 倍にする計画となっている。
また，中国では『西電東送』と言われるように水力発
電基地が西部地区に多いため，経済活動が活発な東部
地区への送電事業も合わせてインフラ整備の大きな柱
になっている。

（2）重点プロジェクト
前述した重点プロジェクトに指定された 3地域では
既設，建設中あるいは計画段階のプロジェクトを含め
て大小 51 ものダムがある。主だったプロジェクトは
表─ 2に示す。
いずれも大型ダムが多く，重点開発地域たる所以が

表─ 1　中国水力発電重点開発地域

中国十三大水力発電基地計画
発電ユニット容量 年間発電量 備考

1 金沙江 6,338 万 kW －
2 長江上流 2,542 万 kW 1,275 億 kWh 三峡ダム
3 雅礱江 2,265 万 kW 1,360 億 kWh
4 大渡河 2,348 万 kW 922 億 kWh
5 瀾滄江干流 2,137 万 kW 1,094 億 kWh
6 怒江 2,132 万 kW 1,030 億 kWh
7 閩，浙，贛 1,680 万 kW －
8 黄河上流 1,415 万 kW 508 億 kWh
9 南盤江，紅水河 1,252 万 kW 504 億 kWh
10 東北 1,131 万 kW 309 億 kWh
11 烏江 921 万 kW 418 億 kWh
12 湘西 661 万 kW 266 億 kWh
13 黄河中流 609 万 kW 193 億 kWh

表─ 2　第 12次五カ年計画重点プロジェクト

地域 ダムプロジェクト 発電ユニット総容量 ユニット単体容量×台数 年間発電量

金
沙
江

渓落渡ダム 1,386 万 kW 77 万 kW× 18 台 571.2 億 kWh
白鶴灘ダム 1,200 万 kW 75 万 kW× 16 台 515 億 kWh
烏東徳ダム 870 万 kW 72.5 万 kW× 12 台 387 億 kWh
向家壩ダム 640 万 kW 80 万 kW× 8台 307.47 億 kWh

雅
礱
江

錦屏ダム 840 万 kW 60 万 kW× 14 台 416.4 億 kWh
両河口ダム 300 万 kW 50 万 kW× 6台 110.62 億 kWh
愣古ダム 264 万 kW － 117.8 億 kWh
官地ダム 240 万 kW 60 万 kW× 4台 118.7 億 kWh

大
渡
河

大岡山ダム 260 万 kW 65 万 kW× 4台 114.5 億 kWh
長河壩ダム 260 万 kW 65 万 kW× 4台 108 億 kWh
双江口ダム 200 万 kW － 83.41 億 kWh

参考
南相木／上野ダム
（神流川発電所，日本最大）

282 万 kW 47 万 kW× 6台 －
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わかる。この 3地域は四川省または雲南省に位置し，
両省はダム建設の要所となっている。また『金沙江』
は長江上流発電基地よりも更に上流域で，三峡ダムか
ら約千 km上流に位置する。川幅も広く水量が多いた
め，発電設備容量が 1,200 万 kWを超える大型ダムが
2基も計画あるいは建設中である。雅礱江は金沙江の
支流で，堤高（ダム本体の高さ）が高いダムが多い。
錦屏ダム 305 m（完成すれば堤高世界一），両河口
293 mなど。大渡河は雅礱江の東に位置する河で，こ
ちらも既に開発が進んでいる。
これらの重点プロジェクトに指定されたダムのほと
んどは 2015 年完成運用開始が予定されているが，実
際にはこれから本体工事が始まるダムもあり，完成は
2020 年と見込まれる。

3．中国のダムの紹介

ここで数あるダムの中から，後述する当社バイバッ
ク（以下「本装置」という）が打設に使用された，特
徴的な 3ダムを抜粋して紹介する。
①三峡ダム
中部の湖北省に位置し，長江を遮るダムで，高さ
185 m 幅 2.3 km に及ぶ大型ダムである。1993 年に着
工され，2009 年に完成し，2012 年 7 月にようやく水
力発電がフル稼働となった。年間発電量は 1,000 億
kWh で世界一の発電量を誇り，中国国内の水力発電
全体の 16％を占め，同じく全発電量の 2％に上る。コ
ンクリート使用量は 2,700 万 m3 に上る。建設開始に
当たり技術交流会を開催した折，当社現社長のみが別
室に呼ばれ「ハヤシのこの装置で締め固めたダム堤体
は，米軍からトマホークミサイルを打ち込まれても耐
えうるか？」と真顔で聞かれたことは，今だから話せ
る裏話であるが，ダムは国家の重要戦略拠点であると
いう発想が，この話からも伺える。米国を見ても，観
光地となったフーバーダムにおいてすら，象徴的に星
条旗の下にライフル銃を持った兵士 2名が 24 時間立
哨を続けている姿が見られる。
長江流域は大型船などの往来も活発なため左岸には
パナマ運河にあるのと同じ階段式の船舶用通路も設け
られている（写真─ 1，2）。
②渓落渡ダム
雲南省と四川省の境に位置し，金沙江に現在建設中。
完成すれば発電容量が 1,386 万 kW，年間発電量 571.2
億 kWhと発電計画が大きい金沙江地域において最も
大きなダムになる。高さ 278 m，幅 698 m。右岸，左
岸に発電ユニットを埋設する設計で，そのスペースは，

幅 40 m，高さ 70 m，奥行き 400 m。またダムサイト
は永善県の街に隣接しており，街には土木工学などが
学べる大学も新たに建設されている。
③錦屏ダム
四川省に位置し，雅礱江に建設中。第 1と第 2ダム
の 2つのダムで構成され，第 1ダムは完成すると堤高
（高さ）が 305 mとなり，既存あるいは建設中のダム

写真─ 1　三峡ダムの全景

写真─ 2　三峡ダムの船舶用通路

図─ 3　雅礱江
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の中では世界一の高さになる。ちなみに日本で一番堤
高が高いダムは黒部第四ダムの 186 m である。錦屏
第 1ダムはその高さを利用して発電効率が上げられて
いる。第 2ダムは雅礱江がヘアピンカーブしているの
を利用し，第 1ダムとは反対側の下流域に設けられて
いる。そこまでの水の運搬はバイパス水路を経由して
送られる（図─ 3，写真─ 3）。

4．バイブレータの紹介

ダム堤体打設用のバイブレータとしては，以下の 2
種類がある。
・「本装置」：エクスカベータ（バックホー）のブーム
先端に専用バイブレータを取り付けたフレーム（以

下フロントアッセン）を装着するタイプ（写真─ 4）
・手持ち式：人力で打設。

（1）「本装置」
固練りマスコンクリート打設作業の省人力化と効率
的な連続作業を目的に，それまで人力によりバイブ
レータを操作していたものからエクスカベータにフロ
ントアッセンを取り付け，オペレータ一人で 1本から
最大 8本までの複数のバイブレータを操作できるよう
になった（表─ 3）。

ベースマシンは取り付けるバイブレータの本数に
よって 7 t タイプ，13 t タイプが選択される。
現在，世界でこの種の機械を生産できる企業は日本
の当社とヨーロッパの 1社のみである。中国で某国営
企業が油圧式バイブレータのコピー品製作を試みた
が，とても実用に耐えうる製品とはならなかった。当
社が過去 40 年間にわたり国内大手ゼネコンまた専門
打設業者殿等とつちかってきた現場での作業性を高め
るためのノウハウ，工夫の一端を紹介する。
①幅広グローサーシュー
スランプ 3 cm程度のフレッシュコンクリート上を
沈まずに走行できるように幅広グローサーシューを装
着（接地圧を 40 kPa 以下になるようにするのが望ま
しい）。
②本体吊り上げフック
打設ブロックへの移動あるいは，作業終了後，所定
の保管場所に移動する場合などダム現場では自走がで
きないケースが多いためクレーン移動となる。そのた
め専用の吊り上げフックを取り付ける（写真─ 5）。
③増量カウンターウェイト
フロントアッセンとの重量バランスを確保して作業
安全性を増す。
④保管スタンド
「本装置」保管時にフロントアッセンの重量でバイ
ブレータが地面に押し付けられ，防振部分が破損する
ことがある。それを未然に防ぐためにベースマシンの

写真─ 3　コンクリート打設風景

写真─ 4　「本装置」外観

表─ 3　「本装置」導入に伴う人員削減

必要作業員比較� 単位：人
「本装置」 手持ち式

「本装置」オペレータ 1 －
手持ち式作業員 4 16
信号員 2 2
補助員 2 2
合計 9 20
＊‌�打設　150 m3/h，2 交代，「本装置」6 本付き 1 台使用した
ケース
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アーム部分に格納式のスタンドを取り付ける。
⑤回転警告灯および走行警告音
「本装置」での打設時，周囲には手持ち式バイブレー
タなどで作業している者もいるため運転時の警告灯あ
るいは走行時に警告音が鳴るようにして安全性を高め
る。
などである。
当初，「本装置」専用バイブレータは電動式であった。
エクスカベータに発電機とインバータを搭載し，それ
らをバイブレータ用の電源とし利用していたが，エク
スカベータの進化に伴い，バイブレータも電動式から
油圧式に変化していった。
バイブレータはコンクリート打設層厚に応じて 2種
類を生産している（表─ 4）。

HIB150H/HL バイブレータは，小型で強力な油圧
モータを採用しており，フレームやベースマシンに対
して防振するために二重の防振構造となっている。尖
端はダクタイル鋳鉄に熱処理を施し，耐摩耗性に優れ
岩着時の耐久性も向上しているが，磨耗に応じて尖端
部は交換可能となっている。
打設能力
上記HIB150H/HL バイブレータの打設能力は 1本
当たり 25 m3/h である。
中国の現場で使用されているコンクリートバケット

の容量は9～10 m3で，運搬サイクルは4～5分となっ
ている。
例えば運搬サイクルを 4分とし，バイブレータ処理
能力（25 m3/h）から必要バイブレータの本数を計算
すると，
1時間当たりのコンクリート量は
10 m3 × 15回/h（4 分に 1回）＝ 150 m3

150 m3 ÷ 25 m3/h ＝ 6 本
になる。6本付きの「本装置」をコンクリートバケッ
トの数だけ揃えれば一番効率のよいコンクリート打設
作業が行える。
また，RCC/RCD工法においても「本装置」は岩着
部分や後背型枠部分などの打設に利用されている。
他方中国では電動式バイブレータをコピーした「本
装置」もまだ一部存在し，エクスカベータ後部に電源
ケーブルを巻き付け，あたかもワイヤーリモコンで動
くエクスカベータのような外観である。実際の作業で
はケーブルを捌く作業員が必要となること，打設済み
のコンクリート面や付帯設備に傷をつけたり，人身事
故に繋がる可能性もあるため，現場に適さない事は自
明である（写真─ 6）。

（2）手持ち式
「本装置」では締め固めができない型枠付近やコー
ナー部分あるいは「本装置」の補助用として使われて
いる。
HIB100 と HIB130 の 2 種類がある。型式の数字は
振動部の直径を表し，最大骨材粒径により選択される
（写真─ 7）。

5．おわりに

最後に，中国でも環境問題が大きくクローズアップ
され人民の関心を集めている。ダム建設においても環
境問題と合わせて議論されることがあり，ダム建設に

写真─ 5　現場遠景

表─ 4　「本装置」専用油圧バイブレータ仕様

HIB150H HIB150HL
適用打設層厚（mm） 500 750
加振深さ（mm） 600 850
振動部寸法（mm） φ 150 × 600 φ 150 × 850
振動有効範囲（m） 1
振動数（Hz） 117 ～ 133
遠心力（kN） 13.6 ～ 17.8
使用圧力（MPa） 15.7

写真─ 6　中国電動式バイバック
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とっては逆風である。かといってクリーンエネルギー
として注目されてきた原子力発電も福島原発事故以降
厳しい状況に置かれており，経済の発展を下支えする
電力生産は，名目 GDPでアメリカに次ぐ規模となっ
た中国において重要な課題の一つであると共に，現場
の実態を知る我々にはインドシナ方面への水源，電力

を握ろうとする中国共産党政府の，衣の下のよろいも
見え隠れしている。
当社は 40 年に及ぶバイバック開発，生産の歴史の
中，日本を含めた全世界に 300 台近い，中国だけでも
20 数現場に 100 台近い納入実績を持つ。
「コンクリートから人へ」から「国土強靭化」に向
かい始めた今，当社が 97 年前の創業以来最も得意と
してきた技術を活かして世界のダム作りに貢献したい
と考える。
�

《参考文献》
	 1）	中国国家統計局資料
	 2）	エネルギー白書 2010（経済産業省資源エネルギー庁）
	 3）	東京三菱UFJ 銀行調査資料（web サイト）
	 4）	中国人民網web サイト
	 5）	百度百科

写真─ 7　手持ち式バイブレータ

［筆者紹介］
小川　範之（おがわ　のりゆき）
エクセン㈱
海外事業部
中国担当課長
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1．はじめに

二つの公園は，函館市の市街地を南北に縦断する亀
田川（かめだがわ）の上流に位置する。亀田川は，横
津岳（よこつだけ）連峰のひとつ袴腰岳（はかまごし
だけ）を水源として流路延長 20.1 km 流域面積
43.5 km2 の東北に細長い流域を持ち，函館市の市街地
を北東から南に貫流し，津軽海峡に河口を持つ河川で
ある。その亀田川の上流から順に，ダム公園と，笹流
（ささながれ）ダム前庭広場がある。上流側から順に
二つの公園を紹介する。
なお，本稿中の意見に関する部分については，筆者
の個人的見解であることをはじめにお断りしたい。

2．二つのダム公園

ダムに隣接する公園をダム公園というのならば，函
館市企業局は，二つのダム公園を管理していることに
なる。概要を別表（表─ 1）に掲げる。
二つとも亀田川の上流に位置するため，地元市民で
さえよく取り違える。古くからあり，赤川小学校に近

い公園が笹流ダム前庭広場なのだが，地元市民はそう
は言わない。通称，「赤川の水源地（あかがわのすい
げんち）」である。それに対して，ダム公園は 1986 年
（昭和 61 年）完成の公園であり，赤川水源地よりもさ
らに上流へ 4 km北上した位置にある。

3．  ダム公園（図─ 1，写真─ 1，参考 HP-1）

新中野ダムに隣接するダム公園は，新中野ダムが完
成した 1984 年（昭和 59 年）の翌々年に函館市企業局
（当時は函館市水道局）が設置した公園である。
メイン施設であるミニチュアダムは，北海道の代表
的な 4基のダムを配置してある。ミニチュアダムの大
きさは実物のほぼ 50 分の 1 程度である 1）。公園の北
側から順に，石狩川の最上流にある大雪（たいせつ）
ダム（写真─ 2），札幌市にある豊平峡（ほうへいきょ
う）ダム（写真─ 3），そして笹流ダム（写真─ 4）と，
新中野ダム（写真─ 5）である。ダム堤体の縮尺は，
いずれも同じ縮尺ではない。ダムによって縮尺を変え
ている。加えて，高さ方向と，延長方向で若干縮尺を
変えている。また，ダム堤体だけを縮小しただけでは

吉　田　一　雄

函館市企業局は，ダムに隣接した二つの公園を管理している。新中野ダムに隣接するダム公園と，笹流
ダムに隣接する笹流ダム前庭広場である。これらは，二級河川亀田川の上流に位置し，市民にレクリエー
ションの場を提供し，あわせて水資源を直接貯えるダムと，森林の水源涵養機能を自然の中で楽しみなが
ら学ぶために，水道事業者が設置した施設である。北海道内にある 4基のダムのミニチュアが設置してあ
る「ダム公園」を中心に，「笹流ダム前庭広場」とあわせて紹介する。
キーワード：ダム公園，笹流ダム前庭広場，新中野ダム，笹流ダム，ミニチュアダム

ダム公園の紹介
ダム公園と笹流ダム前庭広場

表─ 1　公園の概要

名称 ダム公園 笹流ダム前庭広場（赤川水源地）
位置 函館市街地から北東へ 12km 函館市街地から北東へ 8km
アクセス 函館バス「赤川」行き終点「赤川」下車，徒歩 30 分 函館バス「赤川」行き「赤川小学校」下車，徒歩 7分

隣接するダム 新中野ダム　1984 年（昭和 59 年度）完成
笹流ダム　1923 年（大正 12 年）完成　1984 年（昭和
59 年度）大規模改修

特色
昭和 61 年完成　北海道の代表的な 4つのダムのミニ
チュア

笹流ダムに隣接した公園
サクラ，モミジ他
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なく，ダム周辺の地形をも模している。公園内にある
木々に目を移せば，西側園路沿いに，北海道松前町か
ら寄贈を受けたサクラの一群がある。また，東側園路
沿いには，カナダ・ハリファックス市から寄贈された
ヘムロックツリー（和名ツガ）等が植えられ，園中央
に位置するミニチュアダム周辺には菖蒲池（しょうぶ
いけ）と，紅葉で美しいモミジがある。
ダム公園は，実は一年中開園しているわけではなく，
開園時期は，サクラが咲く 4月下旬からモミジが散っ
てしまう 11 月下旬までである。11 月下旬には，雪が
降り始める時期でもある。厳寒期は，積雪は 1 mに
および，12 月初めですでに銀世界である（写真─ 6）。

図─ 1　ダム公園（パンフレット「函館水道のダム」2）より）

写真─ 1　ダム公園近景

写真─ 2　ダム公園ミニチュアダム（大雪ダム）

写真─ 3　ダム公園ミニチュアダム（豊平峡ダム）

写真─ 4　ダム公園ミニチュアダム（笹流ダム）

写真─ 5　ダム公園ミニチュアダム（新中野ダム）

写真─ 6　ダム公園（12月）
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ダム公園は，水道事業者が設置した施設ではあるが，
実は給水区域に含まれていない。施設内にある給水栓
から出てくる水は，水道水ではなく井戸水である。そ
れはつまり，井戸からくみ上げられた地下水が豊富で
きれいであることの証でもある。また，ミニチュアダ
ムのダム湖の水は，井戸水ではなく，新中野ダムから
供給された原水であり，まさに本当のダム湖水を使用
している。

4．新中野ダム

新中野ダムは，はじめから新中野ダムであったわけ
ではなく，北海道によって嵩上げされるまでは，函館
市企業局（当時は函館市水道局）が有していた水道専
用ダム「中野ダム」であった。1984 年（昭和 59 年）に，
治水目的のため中野ダムを嵩上げし新中野ダムとして
生まれ変わったものである。現在は，北海道と函館市
企業局の兼用工作物となっている。

5．笹流ダム前庭広場

函館市民であれば，小学生の遠足で，必ずと言って
いいほど訪れる公園である。
笹流ダム前庭広場には，ソメイヨシノなどのサクラ
や，紅葉で美しいモミジやカエデがあり，春から秋に
至るまで目を喜ばせるのに事欠かない。
笹流ダムへは，西側からは管理事務所の園路から，
東側からは東橋（あずまばし）を渡って左側の園路を
登っていくとよい。堤体まであがると，前庭広場を眼
下に，好天に恵まれれば函館山を見ることができる。

6．笹流ダム

笹流ダムは，1923 年（大正 12 年）に築造されたバッ

トレス式（＝扶壁式）ダムである。現在の笹流ダムは，
1923 年（大正 12 年）に築造されたそのままではない。
1978 年（昭和 53 年）度から堤体調査を実施し，さら
に 1983 年（昭和 58 年）度から改修工事を施行して翌
1984 年（昭和 59 年）度に大規模改修を終えたもので
ある。その後，笹流ダムを含む函館市の水道施設は，
1985 年（昭和 60 年）に近代水道百選に選ばれ，2001
年（平成 13 年）には土木学会選奨土木遺産認定施設
に選ばれた。その記念碑が園中央にある。また，平成
20 年度には近代化産業遺産群に選ばれている。

7．おわりに

函館市にあるダム公園について紹介した。全国には，
多くのダム公園があると聞く。そうした中，函館市の
ダム公園を本誌にて紹介できたことは大変うれしく思
う。ダム公園は，ミニチュアダムがあることが最大の
特色と言えるが，これに加えて，函館市の，笹流ダム
を初めとする水道施設群が近代化産業遺産などに選ば
れていることも特筆したい。
�

《参考文献》
	 1）	函館市水道百年史　企画製作　函館市水道局　平成元年 9月 1日発行
	 2）	函館市水道局　「函館水道のダム」パンフレット

《参考ホームページ》
HP-1）函館市企業局ダム公園
http://www.city.hakodate.hokkaido.jp/suidou/info/institution/index.html

［筆者紹介］
吉田　一雄（よしだ　かずお）
函館市企業局
上下水道部　浄水課
水源林担当主査
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私 と 建 設 機 械 と 海 外 生 活
遠　入　正　行

この業界で働き始めてもう 40 年になります。最初
は米国 P&H社からの技術供与による電気ショベルの
海外技術サービスで，オーストラリア，米国，フィリ
ピンを行き来しました。最初の出張先はオーストラリ
アのHAMASLEY 鉱山で，鉱山で話す独特の汚い英
語が理解できませんでした。しかし女性がいると器用
にもきれいな英語に切り替えるのには全く驚いてしま
いました。最近HAMASLEY を母体とする世界的な
鉱山会社の RIO TINTO の社長さんと副社長さんに
会う機会があり，私の最初の海外出張はHAMASLEY
（最初の海外旅行でもあった）であったことを話すと，
とても喜んでくれました。今でもHAMASLEY のき
れいな空気と食堂の食べ物の豊富さを思い出します。
37 年前はまだ日本は貧乏でした。
1976 年に P&H社の本社のあるミルウォーキーに駐
在となりました。駐在先はサービス部で世界各地から
技術の問い合わせがあります。最初は電話を取るのが
非常に億劫でした。しかし教習所でアメリカ人のお客
さんを教育できるまでになり，充実感がありました。
1977 年にはチリのチュキカマタ鉱山に駐在しまし
た。オープンピットの鉱山では世界最大の高山です。
ここは海抜 3000 mで，初めての人は酸素不足となり
高山病にかかる人もいます。電気ショベルは 800 t も
ある大きな機械で，会社が 93％の稼動保証を行った
ので 24 時間 365 日稼動する機械の面倒を見るのは大
変でした。
夜中でもショベルが止まるとすぐに電話がかかって
来ます。これでは土曜，日曜日もどこにもいけません。
鉱山のメンテナンスクルーをトレーニングして機械が
不具合を起こしても彼らで対処できるようしました。
時間はかかりました。これで近くのとはいっても
300 km離れた港町のアントファガスタへ行くことが
できました。チリは 3W（3 つのW）が有名です。
WOMAN，WEATHER，WINE。本当に女性はきれ
いで車を運転してるとついつい脇見運転してしまいそ
うでした。当時はピノチェット大統領のときで夜中の
12 時以降は外出禁止でした。しかし鉱山は 24 時間動
いていますので，私は 24 時間動ける許可書を持って
いました。鉱山の近くにカラマという町がありました

が，ここで飲んで 12 時になると皆私の車に乗ろうと
します。途中軍隊の検問がありますが私の車は 24 時
間移動可能な許可書があるので，これを知っている友
人が我先にと私の車に乗るのです。
1980 年からはフィリピンに駐在しました。家は周
りが塀で囲まれた住宅地にあり，その住宅地にはカン
トリークラブがあり，ゴルフ場，屋内外テニス場，ス
イミングプール，なんとポロの競技場まであるところ
で，貧乏な国，日本から行った私にとって驚きを通り
越してボーゼンとしてしまいました。住み込みのメー
ドが 3人，運転手 1名で，私の会社への送り迎え，子
供の学校への送り迎え，嫁さんの買い物等，運転手は
フル回転でした。すばらしい運転手にも恵まれました。
買い物にスーパーへ行くと入り口で運転手が車から降
ろしてくれます，買い物を終わって出てくると，たち
まち車が店の前に来て車に乗るわけですが，運転手は
我々が出てくるのを見ておいて出たらすぐ車を回すの
です。フィリピンには 5年間いましたが，マニラの大
邸宅から日本の社宅，たぶん 50 m2 へ帰ってきたとき
に娘が私に聞きました。パパ明日学校にはどうやって
行くの？　私は答えました。もちろん歩いていくのだ
よ。
娘が言いました。パパ貧乏になったの？　このア
パートはチキンケージみたい。
フィリピンでの顧客は鉱山で，よく山奥の鉱山を訪
問しました。ミンダナオでは途中ゲリラが出るところ
があり，ここを突破するのが大変でした。鉱山の連中
は本当にいい人で私が行くと歓待してくれました。
1988 年に電気ショベルから油圧ショベル担当にな
りました。800 t から 20 t ですから気落ちしてしまい
ました。しかし 1989 年から，アメリカに工場をたて
そこの品質の責任者として赴任するとたちまち忙しく
なりました。しかし娘 3人をアメリカの学校に行かせ
るのには苦労しました。英語がわからないので学校に
行きたくないといい始めたのです。私も会社から帰っ
たら彼女たちの宿題を手伝うのですが，これが難しい。
生物，物理まったくわからない。そこで家庭教師を雇
うことにしました。学校に相談すると，なんと娘のあ
る学科の担任の先生が家庭教師をやってもよいとの事
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で，私はこれで私が解放されると喜びました。先生は
学校でテストに出そうなところの情報を基に家に来て
教えてくださったので，娘たちはもう学校はいやだと
は言わなくなりました。その先生には，駐在の 7年間
ずーっとお世話になりました。
よく家族とともに車で旅行をしました。アメリカは
広くてきれいな自然がたくさん残っています。日本は
小さな家が所狭しと建っていますが。
アメリカで住んでいた家も大きな家でした。とてつ
もなく広い庭。この芝刈りが大変でした。芝刈りは男
の仕事ということで女房はやりません。アメリカの家
は隣との境に塀がありませんから芝生で続いていま
す。芝を刈らないとお隣の芝とに段差ができてしまい
ます。最後はトラクターを買って芝刈りをすることに
なりました。芝は刈っても刈った芝を捨てるのが又大
変。ゴルフの好きな私は，芝刈りで時間をとられるの
が大問題でした。

帰国前の数年間は副社長兼工場長で，すばらしいア
メリカ人の部下に恵まれました。
アメリカから帰国して生産管理の仕事をやり，提携
先のイタリア担当となり，イタリアにはよく行きまし
た。なにせワインがうまい。モンブランにも登りまし
た（3,000 m のところにある展望台までですが）。こ
のときの光景は忘れられません。
このようなすばらしいVIEWを創造したのは，神
以外にありえないと思いました。宇宙飛行士が地球を
見て，その美しさのあまり神の存在を感じたのと同じ
です。
長い間外国の人とつきあい，仕事では時には机をた
たいて議論もしましたが，重要なことは，相手の文化
を理解することです。長年建機の仕事をやって，多く
の友人ができましたが，それが私の財産だと思ってお
ります。
─えんにゅう　まさゆき　コベルコ建機㈱　営業本部　副本部長─

　建設機械及び施工の基礎知識，最新の技術動向，排出ガ
ス規制・地球温暖化とその対応，情報化施工などを，最新
情報も織り込み収録。
　建設機械を用いた施工現場における監理・主任技術者，
監督，世話役，オペレータなどの現場技術者，建設機械メ
ーカ，輸入商社，リース・レンタル業，サービス業などの
建設機械技術者や，大学・高等専門学校・高等学校におい
て建設機械と施工法を勉強する学生などに必携です。
　建設機械施工技術の修得，また1・2級建設機械施工技士
などの国家資格取得のためにも大変有効です。
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  6．トラクタ系機械
  7．ショベル系機械
  8．運搬機械
  9．基礎工事機械
10．モータグレーダ
11．締固め機械
12．舗装機械
●A4判／約800ページ
●定　価
　非 会 員：6,300円（本体6,000円）
　会　　員：5,350円（本体5,095円）
　特別会員：4,800円（本体4,570円）
 【ただし，特別価格は学校教材販売（学校等教育機関で
　20冊以上を一括購入申込みされる場合）】
※送料は会員・非会員とも沖縄県以外700円，沖縄県1,050円
※官公庁（学校関係を含む）は会員と同等の取扱いとします。
●発刊　平成23年4月

4

一般社団法人　日本建設機械施工協会
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顔 に 責 任 が 持 て る か ？
井　口　勇　二

それは昭和 52 年就学を終え，現在勤務する会社で
初めて配属された技術部でのこと。新人研修期間中に，
工場内での製造作業手伝をする中で，その片隅に実験
用の生コンプラントが設置されているのは知ってい
た。ところがその設備が何に使われるのか知識も無く
興味も持っていなかった。ところがある日「明日は試
験練りがあるから上司の指示に従って作業を手伝うよ
うに」。その当時は何も考えずにとりあえず「上司の
指示に従って一生懸命やっていればいいのだ」位にし
か考えていなかった。従ってその実験が何を目的に何
をするのかも考えずにいた。当日は白衣を着た来客（後
日分かったのだが建設省と大林組の方だった）含め総
勢 20 人前後が参加。大きな砂利（80 mm）・砂を天井
クレーンで吊り上げ貯蔵ビンに入れていく。セメント
は 20 kg 袋で準備。生コンが練られ排出されてくる。
パサパサだ。ショベルで受け約直径 50 cm，高さ
80 cm位の鉄製容器 3個に生コンを詰めていく。それ
を別々のパレットに移し替え水洗いする。「君達の出
番だ」と声がかかり新人二人で篩いを両側から持って
数種類の骨材に分類していく。腰が痛い，きつい。そ
れが終わると選別した砂利ごとにタオルでその表面の
水を拭い取っていく。喉が渇く。何も知らないものは
強いもので，その水（使用されていた水は循環水だっ
た）をガブ飲みする。少し泥臭いが仕方ないか。一連
の作業が何を意味しているのかさっぱり理解していな
い。が，作業を終えミーティング後の会社幹部の機嫌
が良かったのは記憶している。そうだったのです。こ
れがダムの RCD工法に供するコンクリートの練り混
ぜ性能試験だったのです。（それを知ったのは相当後
になってからであるが。）その後，先輩諸氏の努力で
建設省発注の島地川ダム工事（大林組大本組共同企業
体）に初めて 2軸強制練ミキサーが採用されたのであ
る。
ところが，私はと言えば今振り返ってみて何ともっ
たいないことをしてしまったのだろうかと後悔する。
「明日は試験練りを手伝え」と指示を受けた時にもう
少し先輩に質問していれば，もっと違うことを感じ習

得していたのかも知れない。しかも知らずに循環水ま
で飲んでしまったのに。
毎年荒れる成人式のテレビ映像を見て思うことがあ
る。自分はあそこまで傍若無人な振舞いはしなかった
が，果たして彼らと何が違うのか。ほとんど大差無い
のではないか。若者の特権である「疑問を持って質問
する。勉強する。行動に移す。失敗する。再度チャレ
ンジする」。やってきたか？
アメリカの第 16 代大統領リンカーンは，自分にあ
る人物を取り立てるように推薦してきた人に対して，
「彼はダメだ。顔が悪い。人は 40 歳にもなれば，顔に
責任を持たなければならない」と答えたと言う。確か
に人の顔はその人を直感的に判断するときの大きな材
料である。両親から受継いだその顔貌は自分では変え
ることが出来ない。特に男女の関係においてはその影
響は非常に大きい。本質を知るまでは。しかし，顔つ
きは本人の後天的な努力によりいくらでも変わってく
る。又変えられるのである。人間の持つ知性・自信・
優しさ・狡猾さ・高慢さ等その顔つきに現れる。それ
らはその時々のものでもあるが，全て自分自身である。
従って，その顔に責任を持たなければならないのであ
ろう。
それはさておいて，話を自分のところに戻そう。鏡
に映る顔は年相応に髪が薄くなり，シミ・皺が多い。
どうも人よりも多そうだ。だがどうであろう。新人時
代に RCD 工法と言う新技術の開発の傍に居ながら
チャンスを逃してしまった。その受身の姿勢がどう
なったのか？　それ以降も無駄飯ばかり食って不平不
満だけを口にしていないか？　ウーン，中々厳しいぞ。
毎日鏡を見て，心の中をチェックして，何が欠けてい
るのか，自問自答しなければならない。人は死ぬまで
勉強と言われるが向上心を持ち，まだまだやりたい事，
やらなければならない事が色々あるだろう。年は取っ
ても日々若者の気持を持ち前向きに努力を怠る事無
く，自分の顔に責任を持って生活したいものである。

─いぐち　ゆうじ　光洋機械産業㈱　広島支店　支店長─
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平成 24 年 11 月 7，8 日に当協会主催による「建設
施工と建設機械シンポジウム」が開催されました。
その中で，「岐路に立つ無人化施工」と題して，コー
ディネーターに立命館大学理工学部教授の建山和由氏
を迎え，パネリストにはロボット研究者，砂防関係者，
関連協会，土木学会，行政の関係者として 5氏に参加
いただいてパネルディスカッションが行われました。
各パネリストから無人化施工の事例紹介，現状と課
題，最近の取り組み等が発表された後，ディスカッショ
ンを行いました。
最後にコーディネーターの建山氏より，これまで発
展し効果を上げてきた無人化施工技術をさらに発展さ
せるためには，産学官が連携しながら普段でも汎用的
に使えるフィールドを用意すること，また，ロボット
分野の方々と一緒に更に技術を高めていく努力の必要
性が総括され，終了しました。
コーディネーター及びパネリストから提供された無
人化施工に関する多くの有意義な情報，意見等を機関
誌に掲載して，広く皆様に知っていただく目的で今回
ご報告することとしました。

JCMA 報告

◆コーディネーター
� 建山 和由氏 （立命館大学理工学部）
●パネリスト
油田 信一氏（芝浦工業大学工学部）
� 【ロボット研究者】
田村 圭司氏（砂防・地すべり技術センター）
� 【砂防関係者】
植木 睦央氏（建設無人化施工協会，鹿島建設㈱）
� 【関連協会関係者】
北原 成郎氏‌�（土木学会建設用ロボット委員会，㈱熊谷組）
� 【関連学会関係者】
宮武 一郎氏（国土交通省公共事業企画調整課）
� 【行政関係者】

平成 24 年度 
「建設施工と建設機械シンポジウム」開催報告（その3）

パネルディスカッション

「岐路に立つ無人化施工」

1．パネルディスカッションの趣旨説明

◆コーディネーター
昨年の東日本大震災あるいは近畿地方で起きた豪雨
災害では，人が危なくて入ることができない所に無人
化施工技術を適用して，随分と効果を上げ，我々建設
以外の部門の方々からも注目されました。
ただ，将来を考えた時に無人化施工技術が，このま

ま有用な技術として生き残っていけるのかというと，実
は難しい点が多々あるということもわかってきました。
その意味では，本日のタイトルにあるように無人化
施工は正しく岐路に立っていると言えます。本日は，
無人化施工をどのように発展させていくのか，あるい
は，そのために何をしなければならないのかということ
を，パネリストの皆様と議論していきたいと思います。
最初に，無人化施工と建設用ロボットという，本日の
パネルディスカッションのキーワードを確認したいと思
います（図─ 1）。「無人化施工」とは，災害等危険な場
所に人が立ち入ることができない場所で，必要な工事
を行う施工法と言えます。その中で主役を果たすのが
建設用ロボットです。建設機械に何らかの自動制御，
または遠隔制御の機能を付加することによって，効率，
施工性，精度，あるいは安全性といった性能の向上を
可能にした機械と言えます。本日は無人化施工，特に
建設用ロボットを中心に，これからの発展性，その必
要性と方法論について議論していきたいと思います。

本日は 5 名のパネリストの皆様と議論していきま
す。もちろん，フロアからも積極的にご意見をいただ
く時間も設ける予定ですのでどうぞよろしくお願いし
ます。
先ほど少しお話ししましたように，昨年度の災害に
おきまして無人化施工技術が実用的に優れた技術であ
ることが検証されました。なぜ，そういったことが可

図─ 1　パネルディスカッションのキーワード
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能になったのかということも含め，無人化施工の到達
点をここで振り返ってみたいと思います。
そのために，最初に砂防関係者の代表ということで
田村さんに砂防事業から飛躍的に発展してきた無人化
施工についてのご説明をお願いします。

2．  砂防事業における無人化施工の活用と変遷

●田村氏
砂防における無人化施工は，この写真にあるように
雲仙普賢岳の災害が大きいきっかけになっています
（写真─ 1）。雲仙の復興対策の工事ですが，皆さん御
存じのとおり火砕流は何千回も出る，土石流も何百回
も出るという中で，早期に施設の効果を発現させなけ
ればいけないということがありました。しかも，その
中で作業するわけですから，作業員の安全確保が必要
だということがあります（図─ 2）。
警戒区域内，つまり，災対法に基づく立入禁止区域，
原発事故で設定されたものと同じ警戒区域で工事をす
るということで，無人化施工技術を積極的に活用せざ
るを得なかった現状がありました。以前にも幾つか遠
隔操作のような施工はありましたが，近代の無人化施
工の発祥の地であろうと考えています。
砂防でどんなことをやったかと言うと，幾つかの条

件を付して民間から技術を公募しました（図─ 3）。
大きな岩を砕く必要から礫の粉砕が可能であること，
それから火砕流や土石流が出る中での作業となること
から，一時的に温度 100 度，湿度 100％の中でも運転
ができること，更に人が入れないことから 100 m 以
上の遠隔操作が可能なことという条件を付して，無人
化施工の技術を公募しました。その中で，平成 6年 1
月から試験フィールド制度として，まず除石工事から
始まりました（写真─ 2）。
次に，平成 7年 12 月には砂防ダムと言われている
砂防堰堤工事に無人化施工で着手しました（図─ 4）。

図─ 2　無人化施工の背景

写真─ 1　雲仙普賢岳の全景 写真─ 2　無人化施工の活用（試験フィールド制度による無人化施工）

図─ 3　無人化施工技術の活用（無人化施工の公募条件）

図─ 4　無人化施工技術の活用拡大（警戒区域内の砂防施設構築）
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掘って，コンクリートを打って土砂を運び出すという
工事です。もちろん，カメラなども付けながら施工し
ました。
ここで一つ紹介したいのは，無人化施工では機械と
通信の技術開発はもちろん必要です。ただ，それだけ
ではやはり現場ではなかなか通用しない。それに伴っ
て，土木や砂防の方もしっかりと技術開発を進めてき
ました。
無人化施工でやる場合には，コンクリートを打つに
当たって型枠が組めないため，砂防ソイルセメントと
言われる土砂とセメントを混ぜて使う工法を開発しま
した（図─ 5）。しかし，コンクリートの締め固めが
無人化では難しいので，土で型枠を作って土砂とセメ
ントを混ぜた材料で堰堤を作って無人化で施工すると
いう，いろいろな複合的な技術開発の結果，復興工事
ができたということになります。

これが今お話をした土砂型枠ですが（図─ 6），土
砂で周りを高くしていって，その間に砂防ソイルセメ
ントを埋めていく。どんどん重ねていって，最後に土
砂を取り除くという工事をしました。

以降，雲仙普賢岳の復興工事では，これだけの無人
化施工工事を今までやってきました（図─ 7）。除石
工事はもちろんですが，最近では堤体本体を全部無人
化施工でやることになっております。

その流れを大きく分類しますと，4つ程度になると
思っています（図─ 8）。勝手に第 1世代から第 4世代
と名前を付けましたけれども，まず 1つ目は直接方式と
言えると思いますが，目視による遠隔操作。2つ目はモ
ニター操作方式，カメラ映像を用いた遠隔操作。第 3
世代は情報化施工を加味したGPS，TSなどによる測位
技術と，設計データを利用したソフトウェア支援による
遠隔操作。第 4世代は，ネットワーク型遠隔操作方式
ということで，光ファイバー網や様々な無線通信方式を
組み合わせた超長距離遠隔操作，という発展過程もし
くは分類と言えるのではないかと考えています。

このようにして雲仙における無人化施工は発達して
きましたが，先ほども申し上げたとおり，単純に一つ
の遠隔操作技術だけではなくて，非常に多様な技術で
成り立っているのが雲仙における無人化施工と言える
と思います（図─ 9）。どういうことかと言うと，ま
ず設計，施工計画，材料，施工管理，情報化施工，無
線マネジメントを総合した施工技術と言えると思いま
すし，それらの技術を集めたものが今の雲仙における図─ 6　土砂型枠工法（2）

図─ 5　土砂型枠工法（1）

図─ 7　無人化施工の活用（無人化施工適用実績）

図─ 8　無人化施工の施工方式による分類
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無人化施工ではないかと思います。つまり，災害復旧
における無人化施工では，現地状況の把握，機器配置
計画，システム構築，工事施工管理の一連を総合的に
マネジメントできる技術が必要不可欠であろうと考え
ています。
これが過去の砂防も含む無人化施工の事例ですが

（図─ 10），ほとんどが雲仙復興事務所による事例に
なります。復興事業ももう最終盤に差し迫っていると
ころですので，このようなフィールドが今後，だんだ
ん少なくなっていくことが考えられます。
雲仙で培われた技術が，その後いろいろな土砂災害
で活用されています。鹿児島県の針原川の土石流，有

珠山，三宅島の火山噴火，そして東日本大震災。各地
で活用が拡大されてきていると言えます（図─ 11）。

もう一つ，ちょっと切り口を変えて，災害発生から
無人化施工をするまでの間に情報収集や対策工の検討
や無人化施工をするのか，しないのかという判断が非
常に難しいところであり，正にここは砂防や土木の技
術者，機械の技術者，電気通信の技術者，その他いろ
いろなオペレーターの皆さんの技量とか，いろいろな
方々の総合力でやらなくてはいけない重要な部分だと
思います（図─ 12）。更に，もっと大きい目で見ると，
機械の老朽化やオペレーターの皆さんの継続的な養成
などもあります。
また，日ごろからどんな準備をしていたらいいのか。
危機管理の体制として，状況把握をどうしたらいいの

図─ 9　雲仙における無人化施工（雲仙式）

図─ 10　無人化施工の実施

図─ 11　無人化施工技術の活用拡大

図─ 12　緊急災害時における無人化施工フロー
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か。もちろん，無人化での調査も重要になると思いま
す。対応方針はどうやって決定したらいいのか。無人
化施工で行う工種や施工範囲や施工期間はどうやって
決めるか。ちょっと違う反面で言えば，契約はどうす
るか。発注者への周知活動はどうするかという，発注
者側への課題もあるのではないかと思っています（図
─ 13）。

いずれにしましても，我々防災事業，減災工事，災
害対策に携わっている者にとっては，その途中でまた
二次災害を起こすということはあってはならないこと
だと考えています。そんなことを起こすと大変なこと
になると考えておりますので，是非ともこの無人化施
工の総合的な技術，単なる機械とか通信だけではなく
て，いろいろな技術者がいろいろな知恵を出し合って
進めていくという，この無人化施工技術を継続的に発
展・維持していく仕組みが必要と感じています（図─
14）。

◆コーディネーター
日本の無人化施工を雲仙が育ててくれたというお話
でした。雲仙普賢岳の復旧事業があったから，現在の
実用に耐え得る無人化施工が生まれてきた，育ってき
たというのは過言ではないと思います。
実は，復旧事業の無人化施工は我々建設分野の人間

だけではなくて，他の分野の方々，特にロボットを研究

されている方々は非常に注目されていたとお聞きしてい
ます。その辺の事情は，ロボット研究者の代表として参
加いただいています油田先生からお話をお願いします。

3．ロボット研究者が見た建設の無人化施工

●油田氏
ロボットというのは何かというといかにも楽しそう
な世界です。しかし，どういう機械をロボットと言う
べきかというと，イメージはありますが，ロボット屋
の中でも定義がありません。産業用ロボットは間違い
なくロボットですが，私は二足歩行や空飛ぶ機械じゃ
なくても，洗濯機とかパワーシャベルは十分にロボッ
トと言うべきだと思っています（図─ 15）。パワーシャ
ベルは何とかすると建設ロボットになるというより
も，パワーシャベルは既に建設用ロボットと考えてい
ます（図─ 16）。それをいかに高度化して，使いやす
く，安全なものにしていくかというのがロボット技術
の役割です。

社会から期待されるロボット技術への役割は生産性
の向上ですとか，あるいは安全に作業することですが，
それがロボットが産業界で使われている理由です（図
─ 17）。また，2000 年以来，サービスロボットとい
う概念で，世界的に結構大きなプロジェクトがいろい
ろな所で動いています。それは新しい分野，新しい技

図─ 13　様々な課題

• 機械の老朽化（更新意欲の低下）

• オペレータの継続的養成

• 日頃からの準備（資機材リストなど）

• 危機管理（現状把握と対応方針の意志決定）

• 無人化施工で行う工種、施工範囲、施工期間
の決断

• 契約方針の決定（協定）

• 発注者などへの周知活動

（無人化施工で何ができるのか？）

図─ 14　無人化施工技術は…

図─ 15　ロボットと呼ぶべき機械

図─ 16　ロボットと言える機械
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術，特に ITあるいはロボットテクノロジーを使って，
新しいサービスをしようという話です。
それに対して，もう一つ，はっきりと期待されてい
るのが事故時の緊急対応を目的とするロボット技術で
す。イメージは国際救助隊サンダーバードだと私ども
は言っています。ここにある写真は，東北大学の田所
先生が中心になってやっておられる，レスキューロ
ボットプロジェクトのホームページからいただいてき
た写真です。その意味では，自然災害に対応している
無人化施工は，既に役立っているロボット技術の極め
ていい例であると感じています（図─ 18）。

そう思っておりましたら，昨年 3月に大変不幸な事
故がございました。震災にロボット技術がどう対応で
きるかということは，すごく大きな問題としてありま
すが，これに加えて原発事故はちょっと違う性格の大
きな事件でした。水素爆発が起こって高レベルの放射
能が撒き散らされて，人が近づけなくなってしまいま
した。原子力の事故は，放射能の影響で人が入れなく
なってしまうのが大きな特徴です。原子力事故を想定
してこれに対処するため，ロボットや遠隔操作の機械
を準備している組織は世界中に幾つかあります。特に，
フランスとドイツでは法律で組織を作ることが決めら
れており，フランスではGroup INTRAという，正し

く緊急時のロボットを働かせるための組織がありま
す。また，ドイツではKHGという，やはり機械を自
分で持っていて，緊急時のための訓練を常日ごろして
いるという組織があります。一方，アメリカにはその
ような組織はなくて，軍がその役割を担っていますが，
Federal Radiological Emergency Response Plan が
あって，どのような対応をするかが決まっています。
それに対して，日本ではそういうものが事実上全くな
かったというのが昨年の状態でした。その中で，福島
では無人化施工の技術と機械が一定の働きをしたとい
うことは，紛れもない事実です。
3月 11 日に地震があり，3月 14 日に水素爆発があ
りましたが，緊急対応として福島への無人化施工の機
械が最初に導入されたのは 4 月 6 日でした（図─
19）。4 月 10 日には，米軍が持ってきた Honeywell
の T-Hawk という空飛ぶ偵察機械が写真を撮り，4月
17 日にはアメリカの i-Robot 社の Packbot が扉をあけ
て，中を見てくるということをやってくれました。
こういう時にこそ，日本はロボット先進国だからロ
ボットが働くべきだという思いの割には，日本のロ
ボットはちっとも働かないというフラストレーション
が日本中にありましたが，実はその中で無人化施工の
機械は単に偵察するだけではなくて，ちゃんと作業を
始めていたというのが極めて大きな事実です。

この話は，ロボット屋から見ると実は大変ショック
なことでした。ロボット研究者，あるいはロボット技
術者は，今まで無人化施工には余り貢献していなかっ
た。貢献していなかったから勉強すらしていなかった
のですが，無人化施工のコミュニティーの方々が，私
どもから見れば明らかにロボットというべき機械を持
ち込んで，この問題に対処しました。これは，ロボッ
トの研究コミュニティー，あるいは，ロボットの技術開
発コミュニティーにとっては，自分たちの立場をもう一
度考え直すべきであるという問題が提起されました。
緊急対応を過ぎて，今度は冷温停止の後も 3号炉の
ガレキ除去などに，無人化の遠隔操作の機械が働いて
います。
ロボットが働くべきだと世の中の人が思ったにもか

図─ 17　社会から期待されるロボット技術の役割

図─ 18　役立っているロボット技術の例

図─ 19　緊急対応　福島への無人化施工機械の導入



78 建設の施工企画　’13. 2

かわらず，かつロボット屋には手が出せなかった状態
で，なぜ無人化施工が働いたかというと，それは正し
く実環境・実作業のための現実的な優れた技術だった
と言うことができます（図─ 20）。それはロボット技
術屋としては学ぶべき話です。ここで無人化施工の技
術が働いた背景としては，この技術が使いながら進歩
してきたということがあります。同時に，いざという
ときに対応できる体制がありました。

さて，幸いにしてか不幸にして，日本では常に非常
時的な自然災害があったというのが，無人化施工の技
術がうまく回っていた理由の一つであろうと考えてい
ます。改めてロボット技術屋としては，ニーズに基づ
いて開発された遠隔操作性は学ぶべき技術だと考えて
います（図─ 21）。また，現実に広く働いている機械
をベースにしていて，自然な導入がなされ，普通に使
われ始めているということも学ぶべきです。その技術
を利用してその結果をフィードバックして，日常的な
改良がなされ，使われながら進歩しているという状況
こそ，私どもロボット屋はきちんと学ぶべきであるとい
うのが，私がロボットのコミュニティーの中で大きな声
で言っていることです。決して私が一人吠えているわ
けではなくて，そんなふうに理解をされております。
技術屋から見ると，無人化施工のシステムというの
は大変多くの技術の集積であり，この技術集積こそロ

ボットの技術だと思っています。あるいは，固定型じゃ
なくてどこにでも行ける機械である点。さらに，実際
には 1台ではなくて複数の機械が，遠隔操作によって
うまいこと協調して，一つの作業を実現している点は
大いに学ぶべきことであって，これらはロボット技術
がねらっている点そのものでもあります。
さて，21 世紀に働くべきロボット技術としては，
新しい何かを生むよりも，社会における問題を解決す
るべきだと考えています（図─ 22）。そしてもう一つ
は，とにかく現在快適な生活ができている。それをい
かにして維持していくかということのために技術を働
かせるべきであると思っていまして，無人化施工技術
というのは，正しく好例になっていると考えています。

◆コーディネーター
昨年の震災の後，海外の調査ロボットなどが投入さ
れて，日本のロボットはどうなっているかという報道
があったように思いましたが，建設ロボットを使った
無人化施工が有益な仕事をしていたということをここ
で確認できたのが非常に嬉しいことと思っています。
ロボットの分野の方々からも非常に高い評価を受けて
いるというところまで，無人化施工の技術は到達して
いるということかと思います。ただ，そこまで来るこ
とができたのは，最初に田村さんから説明がありまし
たとおり，雲仙普賢岳の復興プロジェクトを通じて，
実作業を通じて技術を磨いてきたからだということが
言えるのかと思います。
一方，そのプロジェクトもそろそろ収束に向かいつ
つあるのでしょうかね。そうすると，技術を磨いてい
く実践の場を，これから作っていけなくなるという懸
念もあります。そういった中で，いかにして建設用ロ
ボット技術を維持，あるいは発展させていくかという
ことは，非常に大きな課題になってくるのではないか
と思っています。
そういったところも含めて，次に関連団体というこ図─ 21　無人化施工に（ロボット技術屋として）学ぶべき点

図─ 20　無人化施工の強いところ

図─ 22　21世紀に働くべきロボット技術
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とで建設無人化施工協会の植木さんから，これまでの
到達点を実際に作業される方の立場からお話いただく
とともに，どういったところが今後，課題となるのか
という点をお聞かせください。

4．  建設無人化施工協会における無人化施工
の現状と課題

●植木氏
無人化施工のきっかけとなりました平成 2年の雲仙
の写真です（図─ 23）。こういう状態の場所で復旧を
どのように進めるのかという取り組みから試験フィー
ルド制度を初めとして，営々と無人化施工の技術が進
歩してきました。

雲仙の噴火から約 10 年後に北海道の有珠山が噴火
しました。洞爺湖温泉街のすぐ近くで起こった火山災
害でした（図─ 24）。

西山川地区では川が埋まり，橋も押し流されてしま
うという状況になり，この復旧のために無人化施工技
術が使われました（図─ 25）。
平成 22 年には鹿児島県の南大隅で大規模な土石流
が発生し，下流のえん堤が流出しました（写真─ 3）。

被災範囲を復旧していくために，ここでも無人化施工
が使われました。
昨年は東日本大震災があり，福島原発の事故が発生
しましたが，このように継承されてきた無人化施工の
技術が，高放射線下でのガレキの撤去やその後の安定
化への取り組みへの速やかな対応につながってきてい
ます。
無人化施工では，2次災害の危険がある災害発生現
場に建設機械が入って作業をするわけですが，運転は
安全で離れた場所に置いた操作室から行います。ここ
にオペレーターがいて，建設機械をリモートコントロー
ルで運転します（写真─ 4）。作業個所やその周囲，操
作する機械の全てがカメラ映像を介して見ることにな
り，作業ができるような画像のシステムですとか通信シ
ステムが使われて，全体が構築されますから，遠隔操作
の建設機械があればできるというものではありません。
私ども建設無人化施工協会は，施工者，建機メー
カー，通信機メーカー，レンタル業，あるいは航空会
社といった無人化施工に必要な特殊な技術を有する企
業で構成されています。協会の技術委員会では，災害
発生時には行政の要請に従って災害現場を調査して，
対応方法を提案することがあります。

図─ 23　無人化施工技術の導入

図─ 24　有珠山における災害対応例

写真─ 3　鹿児島県南大隅町の被災状況（平成 22年）

図─ 25　西山川地区の被災状況
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協会のホームページには，全国に点在する無人化施
工が可能な特殊建機の配置と稼働状況を掲載してお
り，リアルな情報を管理して，皆さんに情報提供して
います。
全国の無人化施工の実績も情報として管理，提供し
ています（図─ 26）。雲仙に非常にたくさんの仕事が
あったわけですが，それ以外にも緊急対策的なことは
全国的になされております。

無人化施工で使われる建設機械はブルドーザ，バッ
クホウ，クローラダンプ，重ダンプなどが中心です（図
─ 27，28）。その他に特殊な機械としては移動カメラ
車，中継車があります。遠くから離れてカメラで見な
がら操作するためには，あちこちにカメラが必要で，
人が入れないところにもカメラが行かなければなりま
せん。ですから，カメラを積んで画像を撮りにいくた
めの遠隔の機械などもあります。こういったものを組
み合わせて全体が構成されます。
振動ローラ，清掃車のほか，ロボQといって，オ
ペレーター席で操作レバーを動かすためのロボットも
あります（図─ 29）。
無人化施工の課題についてご説明します。中越地震

では，地震によって斜面が崩落しました（図─ 30）。
余震が続く状況で災害対策をするためには，搭乗運転
では二次災害の危険があるため，被災した車両を救助
するためには無人化施工によりアクセス道路をつけな
ければいけないといった状況になりました。
この状況では，危険な場所は特定されており，例え
ばこの写真を撮影している対岸では安全が確保されて
います。

図─ 27　施工方法・施工機械（1）

写真─ 4　操作室

図─ 29　施工方法・施工機械（3）

図─ 28　施工方法・施工機械（2）

図─ 26　無人化施工の実績
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無人化施工を考えるときに，今の写真のようにゾー
ンから見て危険な区域を明確に決める必要があります
（図─ 31）。次に，危険な区域の中で無人化施工によっ
て可能な作業は一体何かを決めます。同時に操作の場
所や無線通信の方法を考える必要があります。

これには経験と知識に基づく判断が当然要るわけ
で，どういう建機を選択するか，カメラをどこに据え
たら操作がしやすいのか，を考慮してその場所に最適
な選択をしなければなりません。
一方，災害が発生して時間が経過していく時系列の
観点では，緊急対策と，その後の復旧作業に分けられ
ます。緊急対策では無人化が必要な作業であるかどう
か。それから，緊急対策が終わった後の復旧について
は，継続的に無人化が必要なもの，あるいは有人で行っ
てもいいもの，という判断が必要かと思います。緊急
対策は当然早期の対応が必要ということになり，無人
化機械は一体どこにあるのか，熟練オペレーターは一
体どこにいるのか，それらを組み合わせると一体いつ
から作業ができるのかということを的確に判断しない
と，無人化による災害復旧の対応がうまくできません。

もう一つの課題を説明します。一般的な土工事で建
機を使って除石をする場合，通常は発注者があって，
施工者があって，専門工事業者がいるというのが一般
的な仕組みです（図─ 32）。施工者と専門工事業者が
一体の場合もあります。

建設機械は一般的にこのうちの専門工事業者が保有ま
たはレンタルで調達したものを使用し，この会社に所属
するオペレーターが運転するのが一般的な仕組みです。
無人化施工の土工事の施工体制でも，基本的に同じ
ことになりますが，施工者の方に無人化施工の計画が
できる技術者がいないと，当然できません。専門工事
業者は無人化仕様の建設機械を調達できなければいけ
ないし，映像による遠隔操作というのは急にはできな
いので，それに熟練したオペレーターが必要です。こ
のような会社の数も，機械の台数も，技術者も，オペ
レーターもすべてが実は少数です。
無人化施工の現状と課題ですが，発注者が無人化施
工の必要性をその場で判断するための判断材料と基準
とは一体何なのかという考え方を整備していくことだ
と思います（図─ 33）。
一方，福島原発への対応にまでつながったのは，こ
ういう仕組みの中で災害対応力が維持されてきたとい

図─ 31　無人化施工導入の判断要素

図─ 30　中越地震による斜面崩落状況

図─ 32　無人化施工の施工体制の例

図─ 33　無人化施工の現状と課題
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うことで，この継続性が一番大事だと思います。約
18 年の間に 150 件以上の事例があって，国土を襲う
災害発生の頻度としては，非常に多いというふうに思
われます。しかし，民間企業の仕事の受注量の観点で
は，全国にわたって 1年に数件という頻度になります。
建設業を取り巻く環境は非常に厳しいので，今，企
業が所有するこういった機器の更新が困難であると
か，あるいは熟練オペレーターの伝承が難しくなって
います。今，一部の機械が福島原発に入っていますし，
機械と人材の確保が大きな課題となってくると考えて
おります。
◆コーディネーター
18 年で 150 件，これは全部災害時に適用された工
事ですか？　一般の工事への適用はありませんか？
●植木氏
例えば雲仙ではたくさんの工事が出ておりますが，
この件数は小規模な土砂崩落などに使われているのを
すべてカウントしています。一般の工事では，適用事
例はないと思います。
◆コーディネーター
それからもう一点確認ですが，日本のこういう無人
化施工のシステムは，基本的に民間業者が保有，管理
していて，それを何かの時に使っていくというのが普
通だと考えてよろしいでしょうか。
●植木氏
国土交通省が無人化施工の対応の遠隔の建設機械や
分解型の建設機械を地域ごとに配備しています。それ
と民間が保有しているものを組み合わせて使うことに
なります。
◆コーディネーター
今日は北原さんに来ていただています。北原さんは
土木学会の建設用ロボット委員会で建設用ロボットの
普及，発展にいろいろな活動をしていただいています。
土木学会がどういう活動をしているかのご説明をお願
いします。

5．土木学会の建設用ロボット技術の提言

●北原氏
建設用ロボット委員会の中に幾つかある小委員会の
うちの一つ，明かり工事の技術分野を主に取り扱って
いる土木技術小委員会を担当しています。土木学会で
すので建設用ロボット委員会は産学官，いろいろな方
が参加しています。
昨年の 3・11以降，災害対応に建設ロボットが使え

るのではないか，これをもっとアピールすべきではない

かという話が，建設用ロボット委員会の中でも起こりま
した。注意していろいろ見ていくと，ここに書かれてい
るように，東日本大震災において，港湾内や原発敷地
内での建設用ロボットの関連技術が使われてきたとい
うことがわかってきました（図─ 34）。それで，建設用
ロボット委員会の中でも議論になり，もっと建設用ロ
ボットをアピールすべきではないか。これをどうやって
使っていくか，どうやって開発をしていくかということ
を提言にしてまとめてはどうかという話が出ました。

ここにも書いてあるように，建設用ロボットが今後
の自然災害対応でも重要な役割を果たすと言われてお
ります。災害対応の建設ロボット技術の研究開発・維
持・運用・教育・訓練にもっと力を入れるべきであろ
うという意見が出ました。
これは，委員会の中の提言の概要版です（図─

35）。この概要版に沿ってお話をしていきますけれど
も，平成23年，日本国土は東日本大震災及び台風12号，
15 号など，近年希にみる大きな災害に見舞われた年
です。この中で津波の災害とか海中の捜索活動，原子
力発電所敷地内の高線量区域内におけるガレキの撤
去・状況調査・室内清掃・冷却原子炉カバー設置等に
建設用ロボットが，その関連技術とともに用いられて

図─ 34　提言とりまとめの経緯

図─ 35　提言の概要
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います。近い将来予想される首都圏直下型地震，東南
海地震，その他火山災害を含めて多くの災害に対して，
今後，産学官が一致団結して建設用ロボット関連技術
の開発，保有・維持運用を教育に取り組むことが重要
だと考えて，この提言をまとめています（図─ 36）。

提言の 4つのポイントです（図─ 37）。まず 1つに
は，災害対応のための建設用ロボットの積極的活用と
開発。第 2に開発ロボットの検証・改善・維持のため
の環境整備。第 3に建設用ロボットを運用するための
継続的教育・訓練等の制度整備。第 4として建設用ロ
ボット技術を活用するための情報収集と共有，インフ
ラの整備といったものが挙げられます。

各ポイントを細かく御紹介します。一つ目のポイン
トとして，災害対応のための建設用ロボットの積極的
活用と開発という点では，第一に，建設業従事者の安
全確保のため，災害復旧・復興作業に建設用ロボット
を積極的に活用することが重要です（図─ 38）。この
危険を回避するための運用が最も重要ではないかとい
うことで，一番先に書いています。
その次に，災害対応のための建設用ロボット関連技
術の開発に，国を挙げて力を注ぐことが重要です。建
設用ロボットについては，大変開発コストがかかりま
す。こういったものについては国のような大きな機関

でその開発に当たらないと，なかなか進まないであろ
うということで挙げています。
第 3に，産学官が連携して技術の研究・開発・実用
化，実運用を推進することが重要です。
第 4に，ロボットによる作業の高度化を実現するた
めの高度実用化研究に力を入れること重要です。こち
らは後ほど，また御説明いたします。
第 5に，ロボット技術開発により，将来の技術開発
の担い手である若手研究者・技術者の育成と産業活力
活性化の促進を図ることが重要です。
最後に，継続的に建設用ロボットの開発に取り組む
ことで，災害対応及び復旧・復興支援への国民の参加
意識を向上させることが重要だと思われます。
4番目に挙げました高度実用化研究についてご紹介
します（図─ 39）。この図は建設用ロボット全体のプ
ロジェクトの開発の状況を表したものですが，ロボッ
ト技術開発プロジェクトチームを国を挙げて作って，
是非，産官学で連携してプロジェクトを推進していた
だきたい。これについては，ロボット技術の研究開発
体制をしっかり構築して，通常ですと基礎研究，応用

図─ 36　提言の背景

図─ 38　提言 1（活用と開発）

図─ 37　提言の 4つのポイント

図─ 39　高度実用化研究

建設用ロボット委員会
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③実用化研究
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開発したロボット技術を利
用した高度施工技術の開
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構築

・ロボット技術者、研究者の育成
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産学官連携によるプロジェクト推進

国家戦略に基
づく長期継続
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１．災害対応のための建設用ロボット
の積極的活用と開発（イメージ）
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研究，実用化研究というものが考えられます。
こういった基礎研究から実用化研究を積み重ね，そ
の上で，それらの技術を組み合わせることで，さらに
高度化した高度実用化研究が必要です。これについて
は，開発したロボット技術を利用した高度な施工技術
の開発と，実際の災害に対応するためのロボットが，
どうあるべきかという研究が重要です。このロボット
技術による災害対応の実現によって，ロボット技術者
の育成ですとか，さらには土木・建築技術者，研究者
の育成，災害対応への国民の意識が向上するといった
効果も十分に見込めると思われます。
2つ目のポイントですが，開発ロボットの検証・改
善・維持のための環境整備です（図─ 40）。大きく 2
つに分かれていますが，第 1に，長期にわたって継続
的に建設用ロボット技術の検証と改善が行われる環
境。先ほども出てきましたが，試験フィールド制度で
すとか，小規模災害への適用といった整備が必要にな
ります。こういったものが建設用ロボットの開発の推
進の柱になるだろうと考えております。

2番目として，行政・自治体が積極的に建設用ロボッ
ト関連の機器の開発，保有・維持管理を進め，運用に
ついて民間企業が協力していくような体制を構築する
ことが重要です。
3つ目のポイントですが，建設用ロボットを運用す
るための継続的教育・訓練等の整備です（図─ 41）。
こちらの話は今までいろいろな方のお話からも出てき
ていたように，現場の責任者の育成ですとかオペレー
ターの認定制度，緊急時の出動体制，さらにロボット
を活用するための作業現場の運用システムの構築と教
育研修といったものが必要であろうということで，提
言として挙げています。
4つ目のポイントは，建設用ロボットを運用するた

めの情報収集と共有，インフラの整備です（図─ 42）。
このポイントについては，第 1に，やはり災害時は情

報収集が大変重要です。現場状況を調査・情報収集し，
発信する専門組織が必要であろうと思われます。
2番目として，平時からの災害対応技術の収集・公
開により，災害発生時における建設用ロボット等の利
用推進体制の整備が必要になります。
3番目としては，建設用ロボットの遠隔操縦や位置
情報管理，計測データ伝送のための技術発信を含むイ
ンフラ整備が必要です。平時にテスト可能な無線の周
波数やシステムといったものが，法整備とともに必要
であろうと思われます。
最後に，平時に使用する建設機械を迅速に災害対応
する機能を付加できる，建設用ロボットのプラット
フォームの研究開発が重要だということです。
提言としては以上です。今後，土木学会の建設用ロ

図─ 40　提言 2（環境整備）

図─ 41　提言 3（教育・訓練）

図─ 42　提言 4（情報収集，インフラの整備）

図─ 43　委員会提言の今後
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ボット委員会では，ホームページでこういった提言を発
信し，ロボット学会，他学会との連携を深めていきたい
と思っています（図─ 43）。さらに必要な開発技術と課
題を具体化して提案していきたいと考えています。
◆コーディネーター
土木学会の建設用ロボット委員会は 1980 年代後半
だと思いますが，バブルの真っ只中に，建設会社を中
心に設立されました。当時は，人手不足が懸念され，
土木に人が入ってこなくなり作業員が不足するだろう
ということから，かなり真剣に力を入れて開発研究が
なされていました。その後，バブルが崩壊して経済が
低迷する中で，先ほどお話がありましたとおり，雲仙
普賢岳等の復興災害への対応システムとして成長して
きたという経緯があります。土木学会の建設用ロボッ
ト委員会もそれと同じ歴史をたどりながら活動を進め
てきたということですが，昨年災害が起こったのを機
に，改めて建設用ロボットの有用性を確認して，社会
にその必要性を発信していこうということで，先ほど
の提言を出したということです。
他学会との連携という話がありましたが，油田先生，
ロボット学会でもこういう提言を出すという動きはあ
るのでしょうか。
●油田氏
建設ロボットという話ではなくて，地震災害並びに
原子力災害に対してロボットがどういうふうに働くべ
きかということでは，学術会議からも提言が出ており
ますし，また，ロボット学会の中でもどう考えていく
べきかと議論がされています。
ちょっと話は飛んでしまいますが，JCO の事故の
後，事故のための対応技術が開発されました。そこで
は一定の技術開発がなされたのですが，結果としては
試作されたロボットは維持されませんでした。長い目
で見れば技術としては残っていますから，技術は使わ
れたけれども，緊急対応には全然生きなかったと言え
るでしょう。しかし，無人化施工がこういうふうに役
に立っている，その体制こそが私どもが学習しなけれ
ばならないという，一つの大きなポイントです。しか
し，震災対応等について一般的なことをねらうと
ちょっと話が大き過ぎるので，なかなかまとまらない
という状況でもあります。
◆コーディネーター
いずれにしろ，建設分野だけではなくて他分野も連
携しながら，ロボットの開発研究を積極的に進めよう
という機運を，社会的に広めていきたいと考えている
ところです。
続きまして，今日は発注者を代表して宮武さんに来

ていただいています。官側からの問題意識，その取り
組みについて紹介をいただきたいと思います。よろし
くお願いします。

6．  国土交通省の無人化施工への最近の取り
組み

●宮武氏
最初に紹介するのは，雲仙普賢岳における無人化施
工です。平成6年に試験フィールドで導入されました。
雲仙普賢岳における無人化施工は，近代の無人化施工
の出発点とも言え，その後の災害，有珠山の噴火災害，
福島第一原発における事故対応，昨年度の紀伊半島で
の河道閉塞の対応などに寄与しております。
スライドは，国土交通省の地方整備局で開発しまし

た無人化施工機械です（図─ 44）。左上は簡易遠隔操
縦装置，先ほども話がありましたロボQといわれてい
るもので，操縦席に汎用のロボットを据えつけまして
遠隔操作を行おうといった機械です。右上は共用変換
器搭載型無人化施工システムです。一般の遠隔操縦機
械の場合，メーカーごとにそれぞれ送受信機を使うと
思いますが，メーカー，機種，形式が違っても，一つ
の送受信機で遠隔操作ができるようにしようというこ
とで開発されたものです。左下は無人のクレーンです。

右下は分解対応型バックホウです。1立米のバック
ホウを分解し，ヘリコプターで輸送してできるように
することによって，道路が途絶された被災地への迅速
な対応をするために開発されたものです。
分解対応型バックホウは，昨年度の台風 12 号での
紀伊半島の河道閉塞で活用されています（図─ 45）。
この事例では，中部地整に配備していた分解型バック
ホウを，近畿地整管内の工場まで輸送し，そこで分解
をして，ヘリコプターで運んで，現地で組み立てをし

図─ 44　国土交通省の無人化施工に関する取り組み
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て実際に無人化施工をしました。
次に無人化した調査用機械について紹介したいと思
います。これは中越地震の後に，北陸地整で開発され
た機械です（図─ 46）。地震発生時，余震が続いてい
る状況ですと，トンネルの内部の調査は難しいのです
が，そういう状況の下，無人で調査をしようというも
のです。スライドの左上，クローラのついているユニッ
トとスライド中央の上，そのユニットを操作するユ
ニットで構成されております。

次に私どもで現在取り組んでいるものについてご紹
介します。接続，通信の仕様の標準化について，現在
取り組んでいるところです（図─ 47）。遠隔操作式機
械を複数現場で稼働させようとするときに，場合に
よって無線が錯綜する，混信する可能性が指摘されて
いますが，これを解決していこうというのがこの取り
組みです。仕様を標準化し，現地で必要な調整するた
めの時間，あるいは期間を短くして，より迅速な災害
対応を可能にしようとするものです。今年度の取りま
とめを予定しております。
また，国土交通省では，建設技術開発助成制度とい
う，大学，あるいは民間の研究開発に対して，技術開
発を助成するという仕組みもあります。平成 24 年度

は，無人化施工に関するものが採択されております。
先端建設技術センター等のグループで行われている
「無人化施工による応急技術とその基盤となるデジタ
ル通信技術の開発」と，大成建設が行っています「次
世代無人化施工システムの開発」が採択されています
（図─ 48）。今年度から 3年間の開発期間を予定され
ており，3年後の実用化について私どもも期待してい
るところです。

最後に，私どもの現在の取り組みのもう一つとして，
先月 26 日に設置をしました建設ロボット技術懇談会
を紹介したいと思います。これは今後の無人化施工技
術，あるいは建設ロボット技術の調査・開発・活用に
関して，ビジョンとして取りまとめることを目的に設
置したものです。懇談会では，特に建設ロボット技術
の課題，今日もパネリストの方々から紹介をいただい
たようなこと，また，開発，活用の目標はいかにある
べきかといったこと，更には，それらを実際どうやっ
ていくのか，特に調査・開発のあり方であるとか，あ
るいは産学官の連携，そして本日も指摘されています，
オペレーターを代表とした人材育成のあり方につい
て，今後議論をしていただく予定で考えております。

図─ 45　国土交通省で保有する無人化施工機械（活用事例） 図─ 47　国土交通省の無人化施工に関する取り組み

図─ 46　国土交通省の無人化施工（調査）に関する取り組み
図─ 48　国土交通省の研究開発助成制度
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委員は，今日も座長あるいはパネリストとして参画
されています油田先生，建山先生，植木さん，北原さ
んといった学識者，あるいは産業界の方々も含めて，
幅広に議論をしていくことを考えています（図─
49）。

先月 26 日に第 1回目の懇談会を開催していますの
で，主な御意見を簡単に紹介したいと思います。「災
害がなければ無人化施工技術が使われないのであれ
ば，技術の改善あるいは維持は難しい」，「普段から現
場で活用する体制を目指すべきである」，「普段でも使
え，かつ，災害対策ではこういう用途に使えますとい
う，建設機械をつくるべき」「現場でのモチベーショ
ンという意味では，明確なゴールの設定が重要であ
る」，「建設業界はいろいろな方々からなっている業界
であるが，この業界の実態をよく踏まえて戦略的な検
討が必要である」，「省庁連携によって上手に開発が進
む枠組みが作れるといい」等，本日は紹介し切れない
多くの意見をいただいたところです。
懇談会は，今後年度内にあと 2回行い，取りまとめ
をし，公表していくことを予定しております。私ども
のホームページでは，懇談会で使いました資料，議事
の概要を公開することとしておりますので，関心のあ
る方は，是非見ていただければと思っております。

7．ディスカッション

◆コーディネーター
発注者として，国としての現状の認識と課題への対
応策ということで説明をいただきました。
ここまでで，これまでの日本の無人化施工の到達点
並びに，今わかってきている課題ということで説明を
いただきました。今日のパネルディスカッションでは，
無人化施工の技術が，今後もますます発展する必要が

あるということを前提に話をさせていただきたいと思
います。それはもう要らないという話になると，この
ディスカッションも終わってしまいますので，将来，
例えば 20 年後を見据えたときに，恐らく無人化施工
技術は今よりももっと一般的に使われているであろう
ことを想定し，それに向かって，今，我々が何をしな
ければならないのかということを後半では議論してい
きたいと思います。
今からは 2つの切り口に分けて議論させていただき

たいと思います。一つ目は先ほどありましたとおり，
雲仙という大きなプロジェクトがあって，その中で無
人化施工技術は磨かれてきました。ただ，雲仙普賢岳
もそろそろプロジェクトとしては収束していくことに
なります。そういった時にこういった技術を，一つ上
のレベルの技術にまで高めていくには，やはり何か別
の仕組みが必要になってくるかと思います。そういっ
たあたりを一つの切り口として議論したいと思います。
もう一つは技術的な側面です。今日，油田先生にも
おいでいただいていますので，ロボットという分野か
ら見たときに建設用ロボット，あるいは無人化施工技
術，もっとこういう可能性があるのではないかという
お話をいただけたらと思います。あるいは実際に無人
化施工技術を開発してこられた方々からは，こういっ
た技術があればいいとか，こういったところをもっと
開発したいというニーズもお聞かせいただきたいと
思っています。その 2つの切り口で，今から議論をし
ていきたいと思います。

（1）  蓄積された技術をさらに高めるための取り組
みについて

◆コーディネーター
それではまず一つ目の切り口で，先ほど来お話があ
りましたとおり，日本の遠隔操作の技術，無人化施工
技術は雲仙普賢岳を初めとする，災害で大きくなって
きたということが言えます。植木さんの先ほどの説明
にもありましたとおり 18 年で 150 件，そのすべてが
災害の現場だということです。雲仙のプロジェクトが
なくなると，あとは災害待ちで，実用できるのはそこ
しかないということになっていくと，民間企業がそう
いった技術を保持するのが非常に難しい状況になって
くるかと思います。
そう考えると，先ほどの宮武さんのお話の中でも少
しありましたが，普段使いの機械として，普段の工事
でも一部そういったものを取り入れながら技術を磨い
ていく場がこれから必要になっていくのではないかな
と思っています。そのあたり，宮武さん，国としての

図─ 49　建設ロボット技術に関する懇談会（委員）
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方針，あるいは方向性のようなものがありましたらお
聞かせください。
●宮武氏
懇談会においても，普段から使っていくということ
が非常に重要で，いざ，災害の時に使ってくれといわ
れても，なかなか使えるものではないといった意見を
いただいています。それは今日参加されている聴衆の
方も，JOC の事故を教訓に作った機械が廃棄されて
いたといったことからもご理解いただけるのではと
思っています。このため，私どもとしてもどうやって
普段から使っていくかということを，今後知恵を出し
ていかなければならないと思っているところです。
先ほど植木さんのパワーポイントの中で，無人化施
工については全国的に使われているといったお話が
あったかと思います。あれが全て災害の現場というの
ではなく，必ずしも災害の現場ではなくても人が入る
と危険であるとか，無人化施工しなければいけないと
いった現場もあったということがあるのであれば，小
さい現場でも，あるいは工事全体の中で占めるウエー
トが小さい現場であっても使っていくといった工夫が
あるのではないかと思っています。
雲仙普賢岳のような大規模な現場が，今後現れるか
どうかということはわかりませんし，このような災害
は起こらない方がいいのですが，いざという時に備え，
どのように技術を確保していくのかということにつき
ましては，今後皆さんとともに議論を交わしながら，
いい知恵，いい仕組みを作ることができればと思って
います。
◆コーディネーター
お名前が出ました植木さん，実際に無人化施工を使
われる中で一般の工事，普段使いの中でそういうこと
があり得るのかどうか。それを行うに当たって課題は
何かというあたりを少し，お考えをお聞かせいただけ
たらありがたいですが。
●植木氏
無人化施工に使用する建機は，普通の建機に無人化
仕様の装置を後から乗せているという構造のもので
す。保有する業者さんは普段は普通の建機として使っ
ています。いざ，無人化が必要だという時には，一旦
工場に入れてその設備を付けて，その現地に送り込む
という仕組みで運用しています。ただ，そういうふう
にして使われるのが一体いつなのかということが，問
題になる一つだと思います。
無人化施工は，人が入っては危険な場所で使われる
のが当たり前のものです。それと引きかえに，カメラ
の画像で遠隔操作をするため作業の効率は落ちます

し，細かい作業はできません。ですから，必要な状況
になれば使うという選択だと思います。それが一体い
つなのかというのが非常に曖昧なので，そこが大きな
課題と言えます。
災害の現場でも，危険性を判断して無人化を採用す
るジャッジを誰がするのかという根本的な問題があ
り，線引きが非常に難しいところです。ですから，無
人化施工の普段使いという判断基準もなかなか難しい
ところがあるのかと思います。
◆コーディネーター
恐らくコストの問題であったり，あるいは実際の災
害と普段の工事というのはまた違いますから，普段
使っているから必ずしもすぐに災害で使えるというわ
けでもありませんので，そういったところの調整など
も本当は必要になってくるかもしれませんが，やはり
「普段使い」というのは重要なキーワードとして，是
非押さえておきたいと思います。
なぜ普段使いが必要かというと結局は常に使って，
常に技術を磨いて向上させていくプロセスが必要だか
らだということだと思いますが，それが雲仙普賢岳の
プロジェクトの中でこれまでなされてきたから今があ
るのだと思います。田村さん，プロジェクトの中でい
ろいろ失敗も重ねながら，今の技術が作り上げられて
きたと思いますが，そういったフィールドが大事だと
いうところを，少し事例を挙げて紹介いただけるとあ
りがたいのですが。
●田村氏
先ほど説明したように，何をやるにしても雲仙とい
うフィールドがあったので，例えば有珠とか三宅とか，
その後の災害で何か対応しなければいけないという時
に，全部今まで培われた雲仙の技術をそこにポンと
持って行けたわけです。それがあったから，今，全国
150 カ所ぐらいですかね，そういうところで多分やら
れてきていたと思いますが，その貯金箱がなくなると，
どこからも何も持って来れなくなるという状況が起き
るのではないかというのを懸念しています。
それでは普段使いでちょこちょこやっておけばいい
じゃないかというのもありますが，先ほど私の紹介で
も説明しましたとおり，機械の専門家，電気通信の専
門家，土木砂防の専門家，皆がいないとできない技術
なので，そういう技術者が全員集まって意見を戦わせ
られるようなフィールドは必要なのかなと感じていま
す。
◆コーディネーター
それはやはりある程度のサイズがあって，そういう
多くの方が係わって作り上げる仕組みが必要だという
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ことですね。
●田村氏
サイズというよりも質じゃないかと思います。高度
な質のものをやり続けていけば，多分簡易なものはそ
の蓄積の中でできるのではないか。ただ，細かい簡易
なものを日本中でやっているだけだと，多分簡易なも
のに段々退化していくという意味です。
◆コーディネーター
単に普段使いということではなくて，常により高い
技術に持っていくための技術研鑽の場を整えたフィー
ルドが必要だということですね。この点ついて，油田
先生，お願いします。
●油田氏
先ほど申し上げました JOC の事故の後，経済産業
省や科学技術庁が，事故の時に対応するためのロボッ
ト技術が必要と考え，海外の調査もして，こういう時
に使えるというロボットが開発・試作されました。こ
れは，ちょうど今回の福島の事故で，原子炉建屋内で
他のフロアに行っていろいろな状況を見て，線量を
測ってくるというモデルでした。
しかし，このような原子力対応ロボットの試作がな
されたわけです。それが残念ながら，少しだけのテス
トをした後，維持する予算はなく，その時点では国内
で原子力の事故は起こらないから，それ以上深くやる
必要はないという社会的な共通理解のもとに，維持は
されなかったということがありました。
大変不幸ながら，その後 10 年間で事故が起こりま
した。今，廃炉に向けての作業のためのロボット技術
や遠隔技術を担っておられる方々の中には，その時に
技術開発に係わっておられた方が，まだ現役でおられ
るというのがせめてもの救いです。
ただ，無責任な言い方をしますと，「その機械を維
持して，いざというとき使うぞ」というつもりでとっ
ておいたのでは，多分使えなかったと思います。なぜ
かというと，例えば，必要だと言いつつ機能を満載し
過ぎて，特に福島第一の原子炉の中で働けるサイズで
はなかったというファクターがあります。そういう意
味では，原子力対応としては，どんな事故が起こり得
るかということを十分に想定して，それに対応するも
のが必要ですが，同時にそれを普段から使っているこ
とが必要になります。
正しく，無人化施工の機械は，普段使いをしていた
おかげで一定の役割は果たしました。とにかくいろい
ろな機械を常時きちんと使っているということは正し
く必要です。しかし，ある程度事故を想定すると，そ
れに対応したものを普段使うには，やはり使いにくい

ということが起こるのではないかと心配します。
土木学会の建設ロボット委員会の方々が，普段使い
で建設ロボットを作ろうと言っていただいているの
は，私どもから見れば大変心強い。とはいえ，実際に
はどんな所でというのを決めないで作っているという
のは，ロボットとしてかなり弱いだろうと思います。
それに対して無人化施工は，とにかくはっきり「この
場で」と言って使われてきていたというのが圧倒的に
強いわけです。単なる普段使いという以上に，とにか
くこんなところでも使えるというところを，普段から
頑張って広げていくというのを，いかにやるべきかと
いうことであろうと感じております。
この画面（図─ 50）を出してください。レスキュー
ロボットでは，人命を相手にすると 72 時間が勝負で
す。つまり，ガレキの下に埋まった人が生きている可
能性があるのは 72 時間だというところで，レスキュー
ロボットとしては 72 時間というキーワードで研究開
発がされております。

福島の事故では，クインスという名のロボットが原
子炉建屋の中を見に行くのに使われています。これは，
レスキューロボットで作ったものが，新たに作り直す
ことによって福島でも使われたという例ですが，そこ
では 72 時間ということを言わずにその技術要素が使
われました。この様に，その技術要素をアライブにし
ておくというのと，ロボットそのものをアライブにし
ておくというのは，ちょっと分けて考える必要がある
だろうと感じているところです。
◆コーディネーター
普段使いの機械が緊急時において有効に使われるた
めには，速やかにそれが必要とされる場所に配備され，
更にそれが機能を発揮することのできる環境を整える
ことが必要です。油田先生から，4月 6日に無人化施
工の技術が福島の原発にいち早く取り入れられたとい
う話がありました。その時に，日本のどこにどういう
機械があって，オペレーターはどれだけいて，それら

図─ 50　緊急時への対応：事前準備の必要性
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をどう配置するかというような，ロジスティック面は
うまく機能したのでしょうか。そのあたりの事情を植
木さん，御存じでしょうか。
●植木氏
建設無人化施工協会で保有する機械の現況情報は，

災害発生後に最新情報にすぐ更新し，最新の情報を提
供します。今回の福島の対応は，直接協会として対応し
ていませんが，各企業がこうした情報をもとにして，熟
練オペレーターの所在を確認した上で対応しています。
熟練のオペレーターは日本中に数十人かいますが，
実は雲仙普賢岳の工事に従事している人が大半です。
彼ら熟練のオペレーターが，例えば全員福島原発に
行ってしまうと他の災害に対応できませんし，遠隔と
言いながらも被曝量の制限といったことがありますか
ら，計画的にオペレーターを教育しながらローテー
ション体制が必要であるとか，短時間で考えながら，
皆さん協力して，現在の体制を作ったということにな
ります。
最初着手したガレキの撤去などは，準備期間が大変
短いため長距離の遠隔運転システムを用意できず，実
際に動いている建機と，50 mなり 100 m 離れた，遮
蔽された運転室を持った車両が一緒になって動いてい
くような仕組みになっていました。
一方で，少し時間が経った後というのは，計画的に
通信方法や建機を選択して，遠いところから運転する
という手法に変わってきています。初動は正に今まで
あったものを，今までの情報網を使って，皆さんがあ
そこに持ち込んだということになります。
◆コーディネーター
緊急並びに復旧時，それぞれ適切に対応できる仕組
みができているということのようです。
ここまでは，無人化施工技術がより発展するために
必要な仕組みということで議論をしていただきまし
た。基本的には普段使いと言いつつも，さらにそれぞ
れの技術をより高いレベルのものに進化させていくよ
うなシステムを入れた仕組みが必要だろうというお話
かと思います。これについては産官学が共同しながら
議論し，その実現に向けて，努力していく必要がある
ということかと思います。

（2）無人化施工の今後の技術開発について
◆コーディネーター
それでは，2つ目のテーマに移りたいと思います。
2つ目のテーマは，技術面の話をさせていただきたい
と思います。無人化施工技術はあるレベルまで到達し
ています。しかしながら，まだまだ技術面の課題は多

いと思います。
北原さん，実際に無人化施工技術を開発されている
中で，こういうところはもっと改善しなければならな
いとか，こういう技術が必要だということをお考えに
なっておられたら，お聞かせいただけないでしょうか。
●北原氏
雲仙の試験フィールドが非常に重要だというのは，
田村さんからお話があったと思いますが，この時の条
件が非常に明快でした。200 ～ 300 mの範囲の中の巨
礫の除去ですとか，100 m以上の遠隔操作ということ
で明快なものに対して，当時，技術はここに沢山あり
ましたが，それを組み合わせて実現するということが
全くなかったのです。この試験フィールド制度の価値
の大きいところは，今までにないことを，多くの技術
を組み合わせることによって，より高度な技術を実現
したというところです。
先ほど説明したように，高度実用化研究というのは
正にそこの部分でして，その部分についての開発とい
うのは，なかなか一企業でできることではありません。
企業内では個々の要素は，技術は開発したりというこ
とにはなりますが，より大量の土砂を除去するとか，
難しい火山への対応ということになると，企業の枠を
超えてしまうことになります。そういった中で，例え
ば国のほうから明確な方向が示されると，より経営資
本を集中するというか，研究投資ができるという格好
になるかと思います。
火山災害については，特に大震災の後，過去の歴史
を振り返ると必ず大きな火山噴火があると言われてお
ります。数年の内にあるのではないかと言われていま
すが，こういうものについての技術開発は，実はまだ
十分されているわけではありません。特に，火山灰等
の除去になると大量の重機が走り回ることになる。こ
ういったものについては先ほどもありましたように，
無線の混信の問題ですとか，全体の重機をどうやって
うまくコントロールするかという問題が出てきます。
そういった高度の遠隔操作技術が求められる反面，
無人化施工そのものが実は大まかに言えば，作業効率
が 6割程度と，有人施工に比べて効率が落ちるという
問題があります。これは五感情報が伝わらない，モニ
ターだけでうまく現地の情報が伝わらないという問題
ですが，これについては全く新たな分野と言いますか，
空間認知の問題で，いかにオペレーターにいい空間情
報を提供するか。五感情報のどの部分を伝えれば遠隔
操作が進むのかといったような，非常に大きなテーマ
もあります。こういったものについては今後何十年か
かるかわかりませんが，進めていくべき技術課題だろ
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うと思っております。
◆コーディネーター
田村さん，砂防という場に無人化施工技術を取り入
れていく上で，もっとこういう技術があればありがた
いという話があればお聞きしたいのですが，いかがで
しょうか。
●田村氏
今お話がありましたが，正に火山なんかはそうです。
噴石がばらばら落ちてきているところで工事を進めな
ければいけない。いつ噴火するかわからないという中，
それは正に無人化施工の活躍する場だと思いますし，
もちろん，雲仙であったような火砕流を出す火山だっ
ていっぱいあります。そういうところはもちろん，そ
ういうものに強い機械，通信技術が必要だと思います。
それと，一般的な地震などで言えば斜面とかで，余
震がある時の落石などがある所は，有人ではなかなか
工事はさせられないだろうと思います。そうすると，
余震が 1日で終わればいいですが，3カ月，半年続く
場合もありますので，そのまま何もしないでいいとい
うことにはならないので，やはり無人化施工が必要だ
ろうと思います。
普通の機械を使い回すというのももちろんあります
が，強固のというのか，補強をしながら使うというの
も必要かなと思います。それから一方で，現地まで機
械が行ってしまえば何とかなりますが，機械が搬入で
きないで数カ月，歯ぎしりをしながら待つということ
がままあります。そういう意味では，国交省でも一部
分解型の機械を開発していますが，そういう分解・搬
入ができる機械なども，是非あってほしいと思います。
それと，大規模崩壊が起きると，紀伊半島の時もそ
うでしたが，大きい転石がいっぱいごろごろしていて，
組み立て式の小さい機械を持って行ってもらちが明か
ないようなこともあるかと思います。雲仙でも最初に
取り組んだように大きい岩塊を破砕するようなパワー
がある機械とか，まだ今の技術でネックになっている
部分は幾つかあると思いますので，正にそういう点を
いろいろな技術者が集まって，解決していくことが必
要ではないかなと感じています。
◆コーディネーター
植木さん，効率や精度面では，まだまだオペレーター
操作に追いつけないという話がありました。このあた
りはいかがでしょうか。
●植木氏
カメラを見ながら運転するので，当然細かい作業は
できませんし，作業効率も悪くなります。雲仙でも作
業効率向上の追求は今までもなされてきましたが，オ

ペレーターの操作環境を整えることによって，通常人
が乗っているのになるべく近づけるということはできる
と思います。そういう研究開発によっていろいろな作
業の局面で使えるようになる可能性があると思います。
◆コーディネーター
今のお話は，バケットで掘削した時にその衝撃が離
れて操作する操縦席にまで伝わるようなイメージで
しょうか。
●植木氏
音や振動をどのように伝えると再現性が高いのかに
ついては，いろいろな研究がされていますが，明確な
回答は得られていません。いわゆるフライトシミュ
レーター的なものがあればいいのかもしれませんが，
その製作費用が建設機械より高額になると思います。
一方で建設機械には，マシンコントロールやマシン
ガイダンスという情報化施工技術があって，現在の無
人化施工の機械に組み込まれています。単に搭乗運転
と同じ状況を再現するというアプローチではなく，
様々な情報を組み合わせることで，作業効率の向上に
はつながります。
ただ，装置を追加するごとに当然コストはアップし
ますので，適度なバランスで選択するのが現実的です
し，たくさん売れるシステムでなければコストは下が
らないでしょう。
◆コーディネーター
それでは油田先生，ロボットという分野から見られ
た時に無人化施工，あるいは建設用ロボットと言って
いるものには，もっとこんな可能性があるのではない
かという話がありましたら，お聞かせいただけたらと
思います。
●油田氏
今，植木さんのお話は，基本的には人による運転性
能と同じものを目指したいというお話でして，それが
共通理解という気がします。しかし一方，遠隔操作を
するという前提に立ったら，何かしらのもうちょっと
違う自動化ができる部分があります。そういうところ
をいかにうまく作っていけるかも重要かと思います。
ロボットとか自動化という立場から見て，次なるス
テップを考えるとすれば，遠隔無人化を前提とした段
取りも含めてそれを具体的目的とした技術をいかに開
発してゆくかということになると思います。
実はこれはロボットの世界で常にある問題ですが，
工場の中をロボット化して，それを徹底すると結果と
して働いているのはロボットではなくて，ほとんど自
動機械になってしまいます。この無人化施工や建設機
械が特に災害に近いところで働くことの難しさは，工
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場の中と違ってやはり定型にならない，決して繰り返
しにはならない，そして何が起こるかわからないとこ
ろでいかにやるかというところの問題だからです。人
が入れないというのを前提にするのに，人のパフォー
マンスまで行けないとだめと言っていると，結局はう
まくいかないのでしょう。人のパフォーマンスをねら
おうと思ったら，他の自動化の技術とどんどん結びつ
けて，ロボットではないものをねらってゆくことが必
要という気がします。
このスライド（図─ 51）を出していただけますか。

これはロボットの高度化に必要で，ロボット屋として
何をやらなきゃいけないかなと常日ごろ考えているこ
とについてのスライドですが，今，皆さんのお話を伺
いながら赤い色（当報告では，下線）を付けました。
これは残念ながら，「私どもはこういう技術を持って
おります。ついては無人化施工の皆さん，是非使って
ください」というリストではなくて，「こういうこと
をやらなきゃいけないと思っております。ロボットを
ちゃんと動かすためにはこれが必要です」というリス
トになっています。これは無人化施工でやっている経
験を教えていただき，それを私どもがうまく利用して，
部分的にはもちろん，お返しすることができるという
部分であろうと考えています。

ロボット屋が持っている問題意識と無人化施工が向
いている技術の方向はかなり重なっているので，ロ
ボット研究者としても無人化施工のグループと更にコ
ミュニケーションが必要だなと改めて思っています。
◆コーディネーター
無人化施工を前提とした施工法，確かに考え得る話
だと思います。例えば情報化施工において施工管理に
ICT を入れるといった時に，従来の施工管理の方法
を ICT に置き代えるだけだと，ICT の持っている機
能を十分発揮することができません。情報化施工を一
段高い技術にするには，ICT を導入することを前提

として，施工管理の方法自体をどう変えていくのかを
議論する必要があります。
それと同じで無人化施工も，無人化というのを前提
に施工の方法，あるいはあり方を考えていくと，また
新しい技術が出てくると思います。そういうことも含
めて，ロボット学会は非常に頼もしい連携のパート
ナーだと思います。これからもどうぞよろしくお願い
いたします。
最後に宮武さんに，こういう技術開発のニーズと
シーズなどの機運を見据えて，発注者としての政策的
な方針をお聞かせいただきたいと思います。
●宮武氏
まず，これからどうしていくかということについて
は，正にそのために建設ロボット懇談会を設置しまし
たので，その中でしっかりと議論をしていきたいと
思っています。
今日のパネルディスカッションの中でも幾つかキー

ワードが出ているかと思います。産学官の役割分担，
連携，例えば官と民との役割分担ですが，官が全てを
持つことが本当にいいのか，あるいは民が全てを持つ
ことがいいのかということではなくて，多分その中のど
こかに接点みたいなものがあるのではと思っています。
私から今日は官が開発してきたものを幾つか紹介し

ましたが，官だからこそ必要な技術開発も当然ある。
他方，民間のほうで技術開発をしていきたい，お願い
をしたいといったものも当然ある。そういったことを今
後，しっかりと議論していくということだと思います。
また，機械だけに注目するのではなくて，その活用
のあり方，あるいは継続して人材を育成していく，教
育をしていくといったことも非常に重要になってくる
と思っています。
今日は，災害時に使う無人化施工といったことに注
目がされがちですが，社会資本が今後，老朽化してい
くことを踏まえますと，如何にメンテナンス，維持管
理をするかという課題もあり，こうした分野にも無人
化の技術を活用していくということもあります。
ニーズとシーズといった話につきましては，懇談会
においても今後，今日パネリストとして参画されてい
る方々，あるいは学の方々，それから業界の方々，ま
た，私どもの，特に現場を預かっている事務所，ある
いはそういった経験のある方々にしっかり聞いていく
といったところから，具体的な今後の方向性，施策を
考えていきたいと思っています。
今日ここにお集まりの皆様方からもいいお知恵があ
りましたら，是非私どもの方にいただければと思って
います。

図─ 51　ロボットの高度化に必要な技術要素
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8．会場の参加者との意見交換

◆コーディネーター
フロアから御質問，あるいは御意見，コメントなど
がありましたらお受けしたいと思いますが，いかがで
しょうか。
◎玉石修介氏（玉石重機㈱）
最後に建山先生から施工方法というお話が出た中
で，私どもが施工しています無人化の現場で工夫した
例を紹介します。
クローラダンプ，いわゆるキャタピラー駆動仕様の
ダンプですが，上部旋回型のタイプがありまして，私
どもはそれを使っております。クローラダンプに荷を
積んで，ラジコンで走らせておきながら，荷下ろしの
場所に着く前に上部を回転させてしまうというやり方
です。いわゆる無人機特有の施工法を取り入れていま
す。これは人間が乗った形ではできない。当然目が回
りますし，位置関係が確定できませんから。
ただ，ラジコンだからこそ，そういう施工方法がで
きて，それが施工の効率化，それから土壌の悪い災害
地でしたので，実は往復するだけの行程ですと走行で
傷める範囲が限られて済むのですが，上部が旋回しま
せんと，荷下ろしのために向きを変えるということで，
下ろす場所，積む場所で地面を傷めてしまう。そうい
うことも含めて，無人化機材の従来とは違う使い方と
いうのは，そういう意味でもできると考えています。
あと一つ，小さな現場でなんですが，たまたま無人
化機材を持っていったときに人手が足らなくて，現場
で管理する者にラジコンを持たせて，ほんの 20 ～
30 mの土の移動でしたが，乗らずに周囲の監視をし
ながら土砂を移動させたということもありました。
ちょっとしたことかもわかりませんが，施工方法から
変えていくというのが，非常に有効ではないかなと感
じております。
◆コーディネーター
貴重な情報でした。ありがとうございました。他に
いかがでしょうか。
◎小薬賢一氏（西尾レントオール㈱）
バックホウの情報化施工は，マシンコントロールが
まだ進まない。というのは，タイムラグが大き過ぎて
なかなかうまくいかないということでした。以前に話
し合いをした中で，いわゆる砂防ダムの砂取りが，地
すべりの所だとかいろいろと危ない所があって，なか
なかできないということが出てきましたが，この無人
化施工，ロボット施工を活用し，バックホウをマシン

コントロールで行えば，タイムラグがあろうが何であ
ろうが，施工効率としては相当落ちますけれども，十
分に機能が発揮できるのではないかと思います。です
から，今まであった技術，今持っている技術の組み合
わせもいろいろ考えれば，新たな活用が見込まれると
思いますが，いかがでしょうか。
◆コーディネーター
北原さん，一言コメントをお願いします。

●北原氏
マシンコントロール，自律型のバックホウの掘削と
いうふうに認識しますと，これについては過去に日立
建機やキャタピラージャパンといった建機メーカがト
ライアルされています。課題としてはやはりコストの
問題があります。それからバックホウ自体の問題は，
制御対象が非常に複雑であることです。その対象が複
雑なものに，どうやってマシンコントロールを適用す
るのかというところで，バックホウのブーム，アーム
の自由度が高いものですから，それだけ難しくなると
いうように聞いております。
大きな課題で，先ほど紹介があった建設技術開発助
成制度の中で，大成建設が自律のロボットに取り組む
という研究課題を今やられていますので，そういう研
究も一つ，参考にされたらいいのではないかなと思い
ます。重要なテーマだと思います。

9．おわりに

◆コーディネーター
今日のまとめとしましては，無人化施工技術，これ
まで発展してきたものを更に発展させるためには，普
段汎用的に使うとともに技術を磨くことのできる
フィールドが必要であるということが言えるのかと思
います。これについては産官学が連携しながら，そう
いった場を充実させていく必要があると思います。
技術的には今日，幾つかのテーマをいただきました。
そういったものを我々建設だけではなくて，ロボット
の分野の方々と一緒に高めていく努力をする必要があ
ると思っています。
本日は長時間にわたりましてパネルディスカッショ
ンを聴講いただきまして，まことにありがとうござい
ました。またパネリストの皆様，多大な御協力をいた
だき，ありがとうございました。
それでは，パネルディスカッションをこれで終わり
にしたいと思います。どうもありがとうございました。
�
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1．はじめに

岩盤を対象とした工事の地質調査では，ボーリング
コアを用いた室内岩石試験が広く実施されており，主
に一軸圧縮試験結果を基に岩石の強さの目安を示すも
のとして報告されている。
当研究所では，昭和 39 年の創立以来，トンネル，
岩石土工，岩盤を対象とした基礎工事等の施工法検討，
試験工事や，材料試験において，数多くの室内岩石試
験を実施してきた。
岩石の力学特性は，岩石の成因と密接に関係してい
ると推察される。そのため，本報告は当研究所が実施
してきた室内岩石試験結果を基に，岩石の成因によっ
て区分し，その性質を整理したものである。

2．室内岩石試験の概要

当研究所で実施している室内岩石試験の項目は，一
軸圧縮試験，圧裂引張試験，超音波伝播速度測定（Vp，
Vs），かさ比重測定，ショア硬度試験である。

（1）一軸圧縮試験，圧裂引張試験
一軸圧縮試験は，JIS M 0302 に従い，φ 30 mm×

L60 mmの供試体を基本としており，圧裂引張試験は
JIS M 0303 に従い，φ 30 mm× L30 mmの供試体と
している。
供試体の数は 3～ 5個を基本とし，試験結果はその
平均値としており，各図に示した強度は平均値である。
供試体は，各現場からブロックサンプルを持ち帰り，
当研究所職員がコアリングして丁寧に端面整形を行
い，供試体の中に割れ目が入らないように作成するこ
とを心掛けている。
供試体の中にヘアクラック等が入り，3～ 5個の試

験結果にばらつきが生じた場合には，予備の供試体を
用いて試験を追加し，3～ 5個の試験結果に割れ目に
よるばらつきが極力入らないようにしている。
なお，地質調査ではボーリングコア（φ 50 mm）
を用いて試験が行われているため，岩石が新鮮である
にもかかわらず，小さな強度が報告されていることを
目にすることもある。この場合は，供試体が大きいた
め，割れ目の影響で強度が小さくなっていると考えら
れる。そのため，破壊後の記録写真を見て試験結果を
判断することが重要である。

（2）超音波伝播速度およびかさ比重測定
超音波伝播速度（Vp，Vs）は，地盤工学会基準の
JGS 2110 に従い一軸圧縮試験の供試体を超音波が伝
播する時間を測定して求めている。
かさ比重は，地盤工学会基準の JGS 2132 ノギス法
に従い，一軸圧縮試験の供試体を用いて，その寸法お
よび重量を測定して求めている。

（3）ショア硬度試験
一軸圧縮強度，圧裂引張強度が岩石の強さを表して
いるのに対し，ショア硬度は岩石の硬さを表す指標と
して実施している。
供試体は，10 cm × 10 cm × 2 cm 程度の四角に切

り出した岩片の片面を研磨して供試体としている。
ショア硬度の測定は，ダイヤモンド半球を取り付け
たハンマを落下高さ 19 mmで自然落下させた反発硬
さを測定したものである。試験は，100 点（1 点
5 mm四方）の反発硬さを測定し，度数分布図を作成
するとともに，平均値を求めており，図示した値は平
均値である。

3．室内岩石試験結果

室内岩石試験結果は，岩石の種類を成因によって①
火成岩類，②変成岩類，③堆積岩類の地質グループに
区分して整理した。以下に示す各図では，火成岩類を
○，変成岩類を▲，堆積岩類を×で示している。

表─ 1に試験個数を示す。

（1）一軸圧縮強度と圧裂引張強度
図─ 1に一軸圧縮強度と圧裂引張強度，図─ 2に
一軸圧縮強度とぜい性度を示す。ぜい性度とは一軸圧
縮強度を圧裂引張強度で除した値で，岩石の壊れやす
さを示す指標である。
一軸圧縮強度は，岩石の種類に係わらず，概ね

岩石の成因と力学特性

田辺　英夫

CMI 報告
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300 N/mm2 以下を示しているものが多い。堆積岩類
は，100 N/mm2 以下を示す新第三紀の泥岩，第四紀
の凝灰岩類から，300 N/mm2 以上を示すチャートま
で，強度の幅が大きい。変成岩類は，源岩（変成を受
ける前の岩石）の種類や，変成度によって強度の幅が
大きくなっており，7～ 370 N/mm2 を示している。
一軸圧縮強度と圧裂引張強度の関係（図─ 1）を見
ると，同じ一軸圧縮強度を示しても，堆積岩類と変成

岩類の圧裂引張強度は，火成岩類よりも大きな値を示
す傾向にある。これを図─ 2に示す一軸圧縮強度と
ぜい性度で見ると，火成岩類のぜい性度は概ね 10 ～
30 を示すのに対し，堆積岩類と変成岩類は 10 前後を
示し，圧裂引張強度が相対的に大きいものが多く見ら
れる。
火成岩類は，マグマが時間をかけて冷却して等粒状
組織を示す深成岩類と，急激に冷却して斑状組織を示
す火山岩類に区分される。そのため，火成岩類を深成
岩類（○）と火山岩類（▲）に区分して，図─ 3に
火成岩類の一軸圧縮強度とぜい性度の関係を示す。同
図より，深成岩類はぜい性度が 15 ～ 20 を示すものが
多くなっているのに対し，火山岩類は 15 未満のもの
が多くなっている。
これは，火山岩類は急激にマグマが冷却する際に十
分に結晶化しなかった石基（肉眼では識別できない鉱
物やガラス質の部分）を多く含んでいるのに対し，等
粒状組織を示す深成岩類は鉱物の間から破壊が進み，
壊れやすくなっているものと考えられる。

（2）一軸圧縮強度とかさ比重
図─ 4に一軸圧縮強度とかさ比重の関係を示す。
火成岩類は，一軸圧縮強度が 100 N/mm2 以下を示
すと，風化が進行していると考えられるが，かさ比重
は風化の影響が小さく，2.5 g/cm3 以上の値を示して
いる。
変成岩類は，変成作用によって，比重の大きな鉱物
から構成されるため，かさ比重は 3.0 g/cm3 前後を示
すものも見られる。
堆積岩類のかさ比重は，一軸圧縮強度が 100 N/mm2

以上では，2.5 g/cm3 以上を示しているが，100 N/
mm2 以下では急激に小さくなる。これは，時代の新
しい新第三紀泥岩や第四紀凝灰岩類の固結度が低いた
め，かさ比重が小さくなっていることを示しているも

表─ 1　試験個数

地質グループ ①火成岩類 ②変成岩類 ③堆積岩類

岩石の種類

花崗岩
花崗閃緑岩
花崗斑岩
流紋岩
安山岩
玄武岩等

泥質片岩
緑色片岩
片麻岩
ホルンフェル
ス等

砂岩
頁岩
泥岩
チャート
第四紀の凝灰
岩類等

一軸圧縮試験 199 36 217
圧裂引張試験 162 33 163
ぜい性度 155 31 163
超音波伝播速度
測定

111 26 57

かさ比重測定 193 35 196
ショア硬度測定 123 18 98

図─ 1　一軸圧縮強度と圧裂引張強度
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図─ 2　一軸圧縮強度とぜい性度
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図─ 3　火成岩類の一軸圧縮強度とぜい性度
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のと考えられる。

（3）一軸圧縮強度と超音波伝播速度（Vp）
図─ 5に一軸圧縮強度と超音波伝播速度Vpの関係
を示す。

火成岩類の超音波伝播速度 Vp は 1.5 ～ 5.8 km/s，
変成岩類は 3.2 ～ 5.9 km/s，堆積岩類は1.2 ～ 6.4 km/s
を示している。
火成岩類，変成岩類は，風化岩を含んでいるため，
低い速度を示すものも見られるが，一軸圧縮強度が
100 N/mm2 以上では，変成岩類の超音波伝播速度の
方が大きな値を示している。堆積岩類は，風化岩に加
えて，新第三紀泥岩等の新鮮であっても低い速度を示
すものも含んでおり，一軸圧縮強度が 100 N/mm2 以
上では，6 km/s 以上のもの（中生代の砂岩や珪質凝
灰岩等）も見られ，岩石の種類や生成時代によって速
度の幅が大きくなっている。
地質グループに関係なく，一軸圧縮強度 200 N/
mm2 程度までは，超音波伝播速度Vp も上昇傾向に
あるが，200 N/mm2 を超えると，超音波伝播速度Vp
は速度の上昇が小さくなる傾向にある。

（4）超音波伝播速度（Vp）とかさ比重
超音波伝播速度Vpとかさ比重は，密接な相関関係
を示すと言われているため，図─ 6に超音波伝播速
度 Vp とかさ比重の関係を示す。

火成岩類の超音波伝播速度 Vp は，1.5 ～ 5.8 km/s
を示すが，かさ比重は 2.4 ～ 2.8 g/cm3 程度を示し，
速度が上昇しても，かさ比重は大きく変化しない傾向
にある。
変成岩類の超音波伝播速度 Vp は，3.2 ～ 5.9 km/s
を示すが，かさ比重は 2.6 ～ 3.1 g/cm3 程度を示し，
速度が上昇しても，かさ比重は大きく変化しない傾向
にある。また，変成岩類は火成岩類と比較すると，か
さ比重，超音波伝播速度とも大きな値を示している。
これに対し，堆積岩類の超音波伝播速度Vpは，1.2
～6.4 km/sを，かさ比重も1.7～3.1 g/cm3程度を示し，
速度の上昇に対して緩やかな上昇傾向を示している。
堆積岩類は，前記（2），（3）で記したように，岩石の
種類や生成時代によって大きな幅を示している。

（5）一軸圧縮強度とショア硬度
図─ 7に一軸圧縮強度とショア硬度の関係を示す。
地質調査でショア硬度測定が行われている事例は少
ないが，当研究所ではビットやカッタヘッド等の摩耗
との関係を調査するため，数多くのショア硬度測定を
実施している。
ショア硬度を比較すると，火成岩類が最も大きく，
次いで堆積岩類，変成岩類の順となる。
火成岩類のショア硬度が大きいのは，試験を行った
ものが花崗岩類が多かったことによるものと推察さ
れ，また，変成岩類が最も小さいショア硬度を示すの
は，軟らかい有色鉱物で構成されているためと考えら
れる。
火成岩類の内，石英を多く含む花崗岩類や流紋岩等

図─ 4　一軸圧縮強度とかさ比重
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図─ 5　一軸圧縮強度と超音波伝播速度（Vp）
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図─ 6　超音波伝播速度（Vp）とかさ比重

1.0

1.5

2.0

2.5

3.0

3.5

0 1 2 3 4 5 6 7

超音波伝播速度Ｖp（ ㎞/s）

か
さ
比
重
（
 ｇ

/
㎝

3
）

火成岩類
変成岩類
堆積岩類



建設の施工企画　’13. 2 97

の酸性火成岩類のショア硬度は大きくなる傾向にある
ため，石英を含まない中性～塩基性火成岩類とに区分
した図を図─ 8に示す。同図は，酸性火成岩類を○，
中性・塩基性火成岩類を▲で示している。

酸性火成岩類は，80 ～ 110 程度を示すのに対し，
中性・塩基性火成岩類は，80 を超えるものが稀である。
ショア硬度の測定は，ダイヤモンド半球を取り付け
たハンマを自然落下させた反発硬さを測定するもので
あり，1点毎の測定値は岩石を構成する鉱物の反発硬
さを測定している。
自然界で一般的に見られる鉱物の中で最も硬い鉱物
は石英であり，経験的に石英のショア硬度は 100 以上
を示すことが多い。また，長石類は 80 ～ 95 程度，雲
母類は 60 前後を示すことが多い。
酸性火成岩類は，石英と長石類を多く含むため，ショ
ア硬度も大きくなるものと考えられる。

4．おわりに

本報告は，施工技術総合研究所における岩石試験結
果を岩石の種類によって整理し，報告したものである。
前記 3で記した試験結果をまとめると，以下のよう
になる。
①火成岩類は，強度が大きく，ぜい性度はその組織の
違いによって，火山岩類の方が深成岩類よりも小さ
く，いわゆる“しわい岩石”となる。また，硬さを
示すショア硬度は，マグマの成分によって石英を多
く含む酸性火成岩類の方が中性～塩基性火成岩類よ
りも大きくなる。
②堆積岩類の強度は，チャート，砂岩，泥質岩（頁岩，
泥岩）の順に小さくなり，また，生成時代が古い方
が一般的に強度が大きくなる。
③変成岩類は，変成作用によって生じた比重の重い鉱
物から構成されるため，かさ比重が大きく，超音波
伝播速度も大きい値を示すが，ショア硬度は小さく
なる。また，強度は，源岩の種類や変成度によって，
強度の幅が大きく異なっている。
試験結果より，新鮮な岩石の強さや硬さ等は，岩石
の成因によってある幅を持ち，密接な関係が見られる
ことが確認できたものと考えられる。
通常，地質調査で行われる室内岩石試験は，一軸圧
縮試験のみが行われている例が多い。しかし，当研究
所の試験結果より，一軸圧縮強度が同じ 100 N/mm2

を示しても，岩石の種類によって，壊れやすさを示す
ぜい性度や，ビットの摩耗等に影響を及ぼす岩石の硬
さは異なってくる。
したがって，設計を行う際は，地質調査で示された
一軸圧縮強度を基に，その目的に応じて他の岩石物性
値を推定して取り扱うことが重要となる。
今回報告した室内岩石試験結果が，土木工事の設計・
施工の一助になれば幸いであり，当研究所では，今後
も室内岩石試験を行い，データの充実を図っていく所
存である。
�

図─ 7　一軸圧縮強度とショア硬度
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図─ 8　火成岩類の一軸圧縮強度とショア硬度
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ISO/TC 127（土工機械）2012 年 12 月 
イタリア国ローマ市での国際作業グループ会議報告

ISO/TC 127/SC 2/WG 9（ISO 20474 土工機械―安全）会議　及び
ISO/TC 127/SC 1/WG 5（ISO 5006 視界性）会議　及び

ISO/TC 127/WG 8（ISO 10987 土工機械―持続可能性）会議

標準部会 ISO/TC 127 土工機械委員会国際専門家（Expert）
砂村　和弘（日立建機），原　茂宏（コマツ），西脇（事務局）

2012年12月上旬に，国際標準化機構ISO/TC 127（土
工機械専門委員会）傘下の国際作業グループ会議が，
イタリア国ローマ市で順繰りに開催され，協会標準部
会 ISO/TC 127 土工機械委員会から国際専門家
（Expert）として出席の各氏の報告を紹介する。
なお，今回出席のAntonio Bonano 博士の所属する
IMAMOTER（農業機械建設機械研究所）などのイタ
リア国公的研究機関を傘下とするConsiglio Nazionale 
delle Ricerche（CNR国立研究審議会）のビル（テル
ミニ駅から 10 分程度のところ）の会議室を提供いた
だいて経費を節減している。
また，ISO国際標準化に関しては
財団法人 JKAからケイリンの補助
金を得ており，事務局の出張航空運
賃，国内対応委員会実施などをご支
援いただいている。

1．  ISO/TC 127/SC 2/WG 9（ISO 20474 土工
機械―安全）国際会議出席報告

1.1　開催日：平成 24 年 12 月 3 日（月），4日（火）
1.2　出席者：下記計　12 名出席
‌�　スウェーデン 2：NILSSON，Stefan，Mr. （Volvo），
LEUFSTADIUS，Herman，Mr（スウェーデン規格
協会SIS），米国 4：ROLEY，Daniel，Dr.，CROWELL，
Charles，Mr.（Caterpillar），WEIRES，Rick，Mr
（Deere），NEVA，Steve，Mr.（Bobcat ／斗山），フ
ランス1：JANOSCH，Jean-Jacques，Mr.（Caterpillar 
France）， 英 国 1：BAKER，Roger，Mr（JCB），
イタリア 1：BONANO，Antonio，Dr.（農業機械
建設機械研究所 IMAMOTER），日本 3：砂村　和
弘（日立建機），原　茂宏（コマツ），西脇　徹郎（協
会）

コンビナー（作業グループ主査）兼 ISO 20474 改
正プロジェクトリーダ（PL）：前記NILSSON氏

幹事事務取扱（Secretary）：前記LEUFSTADIUS氏
なお，両氏はCEN（欧州標準化委員会）/TC 151（建
設装置及び建設資材機械─安全性）/WG 1（土工機械
―安全性）のそれぞれコンビナー及び幹事として EN 
474 規格群の改正などを担当する立場にもある。

1.3　  主要議題，議決事項，特に問題となった点及
び今後の対応についての所見：

・‌�以前から問題になっていた中国向けには安全割
引基準（レベル 1）を作る案は，依然，途上国
向けに必要なオプションであるとROLEY博士
は言っているが，先進各国参加者の反対が多く，
また，中国は ISO 20474 のレベルに追い付いて
くるだろうという予測から，本文に書きこむの
はやめにして，指針の附属書を付けることとし
た。
・‌�この規格は土工機械の安全に関する欧州整合化
規格 EN 474 と完全には一致していないもの
の，EN 474 の改定は適宜織り込んでできる限
り整合を図る必要がある。次回はEN 474 改正
を検討する会議の前日 2013 年 6 月 11 日・12
日に同じストックホルム市にて実施予定で，欧
州勢が両方出易いようにする。

1.3.1　  ISO 20474 改正の方向性に関する論議：下記
の如く論議され，上記の如くレベル 1 は附
属書で指針として扱う方向となった。

・‌�ISO 20474（≒ JIS A 8340 規格群）の動向に関す
る情報：従来からロシア，中国，インド，湾岸諸
国，アルゼンチン，チリなどに（国際連合欧州経
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済委員会・技術規制協調及び標準化政策に関する
作業部会 UNECE/WP 6 の活動として）ISO 
20474 の適用を働きかけてきていて，ISO 20474
はその存在を世界中に知られている。また，韓国，
ブラジルなどが ISO 20474 に基づく規格を作成中
と紹介された。

・‌�レベル 1とレベル 2に区分すべきかとの点に関し
て：

　‌�（ROLEY 博士）中国，インド，ロシア等の現状
の技術では，全面的に ISO 20474 を守るのは困難
であり，レベル 1，2 の区分が必要で，レベル 1
から 2へゆくのに，一朝一夕にはいかないから，
5年の猶予期間を設けよう。インドでは現時点で
は機械に ROPS を装着させてはいない。（そのよ
うな状況下で）レベル 1を規定すれば，不公正な
競争を解消するのに役立つ。中国は数年でレベル
2を実現すると思われる。

　‌�（付記：各国では規格そのものの適用は任意であ
るが，中国の場合は規格は即ち法規制なので強制
的に適用される問題があるという点もあわせて示
唆された。）

　‌�（日本）レベル 1の区分は，現時点の案文では内
容が不明確で製造業者としては対応が困難とな
り，途上国の実情に対応する必要はあるものの，
ISO の規定が変更されて技術仕様書 ISO/TS は 6
年以上継続可となったこともあり，各国・各地域
の規定をまとめた第 14 部の TS で扱うべきと主
張（日本から方針書をあらかじめ提出）。また，
レベル 1の内容に関して，中国など途上国代表を
招いてはどうかと発言。

　‌�（Neva 氏）途上国向けの指針という形でまとめ
たら良いのでは。いっそのこと，先進各地域の要
求も含めた指針を附属書にしたらどうか。→　附
属書案を次回会合までに作成（担当国のスェーデ
ンが実施）とされた。

1.3.2　ISO 20474 に追加すべき項目の論議：
・‌�（Neva 氏）ISO 6165（≒ JIS A 8308）（基本機種
―識別，用語及び定義）改正に伴いコンパクトツー
ルキャリア，小形の立ち乗り式ローダ，ハンドガ
イド式ローダ，ミニ不整地運搬車なども対象に含
めるべきことを指摘された。

・‌�SAE のコンパクトツールキャリアの安全に関す
るRecommended Practice が発行された。
・‌�TC 127 ブラジル総会での合意事項として，TC 
127/WG 7 でこれらの機械を扱うこととなり，
EN 474 と重なる点が多いとされ，WG 7 を今後

は SC 2 に移行するであろう旨を指摘された。
・‌�ISO 13849-1（＝ JIS B 9705-1）に基づく機械制御
の新業務項目提案が進行することとされていて
先々それを反映する必要が生じる。なお，TC 
127 ブラジル総会では，この案件を検討する国際
WGの主査はJCB社のIreland氏とされているが，
同氏が長期休暇中なので，IMAMOTER の
Paulozzi 博士が就任見込とのこと。
　‌�付記：機械の電子制御に関する ISO/TS 15998-2
のプロジェクトリーダであったDeere 社Weires
氏は，この案件が規制当局（特にドイツ法的損害
保険の職業保険組合）主導となることを懸念して
おり，製造業側の JCB社 Ireland 氏の主査就任を
望んでいたが，Ireland 氏の事情によって，公的
研究機関に所属する Paoluzzi 博士が就任する見
込みとなり，中立機関ではあるがむしろ懸念され
た規制当局側主導となるものの，リスクアセスメ
ントに関する元の規格である ISO 13849 と IEC 
61508 の評価基準に差異がある状況下で神学論争
となることが予想されるので，明敏な頭脳の持ち
主である Paoluzzi 博士の主査就任はむしろ歓迎
すべきこととも感じられた。
・‌�ISO 14990（機械で使用する電気駆動並びに関連
構成部品及び装置の電気安全）がWeires 氏を担
当として進行中で，先々それを反映する必要が生
じる。

1.3.3　  ISO 20474-1 改正案と CEN の欧州規格 EN 

474 改正案との整合を図る場合の問題点に関
しての検討：

‌�（全般）CENの EN 474 規格群改正活動に関して次
の如く紹介された。
・‌�WG 1 で移動式解体機械に関して EN 474-1 の附
属書 Gとして（ショベルの解体仕様含む）案文
を明年 1月末までに作成予定
・‌�EN 474 規格群の各機種毎の第 2部以降は，案件
の重要度により区分して検討中（～ 5/17）
・‌�CEN/TC 151/WG 1 は来年 6月 13 日，14 日にス
トックホルムで会合予定

（個別の要求事項の検討）
・‌�運転員位置における放射音圧レベル及び関連する

運転取扱説明書記述：EUのフィジカルエージェ
ント指令との関連からか，放射音圧レベルが 70 
dB を超える場合は取扱説明書に記述とされ，
ISO 4871 に従って表示とされ，（ISO 20474-1 改
正案での）運転取扱説明書の項に下記を追記とさ
れた。
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　‌�「キャブを装着した機械では，規定に従って測定
した運転席におけるA特性放射音圧レベル。こ
の値は ISO 4871:1996 に規定する single number 
declaration の様式とする（製品の騒音の分散に
応じて決定される値を加えた値）。試験機械の仕
様は製造業者が指定する。」

・‌�汚染区域での使用に関して：文面を次のように変
更とされた。

　‌�「汚染された環境の中で土工機械を使用しなけれ
ばない場合は，機械の使用者及び防護措置の供給
者と協力して適切な防護措置を追加しなければな
らず，かつ，危険源が存在する場合は，運転員を
保護する特別予防措置を備えなければならない。
例：空気清浄化フィルタ装置，運転員に呼気を供
給する装置」

　‌�←なお，JIS との差異は文面の表現程度，また，
日本からはIEC 60204-1＝JIS B 9960-1の文面（装
置が放射線を受ける場合，対策を追加して装置の
機能不良や絶縁の急速な劣化を避けなければなら
ない。供給者と使用者との間に特別な合意が必要
となることがある）も参考になるのではないかと
指摘した。

・‌�暖房及び換気装置：日本から暖房装置の試験の際
に試験条件として 50 Pa 以上のキャブ加圧が適用
されミニでも下限に近い機械では加圧式キャブ適
用は困難と指摘して，非加圧式には 50 Pa キャブ
加圧の試験条件は非適用とされた。また，換気装
置も同様なので，同様変更する。

・‌�可動部（の防護）：欧州規格改正案で追加された
下記注記を採用

　‌�注記：押しつぶし，せん断及び切断のリスクがあ
る場合には強化ガラスだけでは保護装置の要求事
項を満足しない。

　‌�←テレハンドラを意図した注記とのことである
が，ブームスイング式以外の油圧ショベルの右窓
の強化ガラスはこの要求に適合できないこととな
り（2本程度の保護棒を渡している機械もあるが
ガードとしては間隔が広すぎ，ポリカーボネート
なら割れないが非常に強い力で押すと外れてしま
うのではという懸念がある），対策をどうすれば
よいかは不明確なままとなった。

・‌�ガード：欧州規格改正案にある“エンジンルーム
のパネル類は，防護装置とみなす。”との規定に
対して，米国からMSHA（鉱山安全衛生局）で
はファンガード自体を要求している点が指摘され
た。欧州規格改正案の文面は追記し，エンジンルー

ムのパネル類は，米国のMSHAの要求 30 CFR 
Part 56 及び Part 57 に適合しないかもしれない
旨の注記を追記となった。
・‌�フェンダ：欧州規格改正案によって下記を追記す
ることとした。
　‌�キャブのない土工機械は，ISO 3457（＝ JIS A 
8307）に従ったフェンダを備えなければならない。 
　‌�←キャブ無しの車輪式は無条件にフェンダ要とな
るが，各国も特に異論無し。
・‌�（機械の）救出，輸送，つり上げ及びけん引：日
本からは，日本担当のDIS 15818 が難航している
ことに遺憾の意を表するとともに，固縛器具の安
全率が欧州（Sf ＝ 2）と日米（Sf ≥ 4）で差があ
ることが問題として残る可能性を指摘した。
・‌�（機械の）救出：欧州規格改正案によって，次の
ように取扱説明書に明記。
　‌�「機械救出用ワイヤ掛け位置は，その許容力，正
しい使い方，最大速度及び距離とともに取扱説明
書に明記しなければならない。」
・‌�けん引：欧州規格改正案によって，けん引の要求
事項は非搭乗式機械には適用しないこととされ
た。小形のハンドガイドローラのけん引具には被
けん引の場合の強度要求は適用されないこととな
るが要確認。
　‌�「ワイヤ掛け位置（例：フック，アイ）がある場合，
それは ISO 10532 ＝ JIS A 8331 に適合しなけれ
ばならない。それらの位置，許容力及びけん引す
るときの正しい使い方，並びに最大けん引速度及
び距離は，取扱説明書に明記しなければならない。
ピンがけん引装置の一部である場合は，そのピン
は常時けん引装置に取り付けられているものと
し，ピンを固定する装置は，切り離し可能であっ
てはならない。この箇条は非搭乗式機械荷は適用
しない。」
・‌�電気及び電子装置一般：ハイブリッドなどは ISO 
14990 で扱うよう最終段落を下記修正。
　‌�「安全関連の電子制御システムは，ISO 15998 に
適合しなければならない。
　‌�周波数 30 kHz 以下の電圧実効値 50 ～ 1,000 V の
交流及び脈動 30 kHz を超える 75 ～ 1,500 V の直
流を車載使用する機械は ISO 14990 に適合しなけ
ればならない。」
　‌�←なお，前述の如く，機械制御の機能安全に関し
ては今後 ISO 13849-1 ＝ JIS B 9705-1 に基づく新
業務項目が進行し，ISO 15998 をも包括する見込
と思われるがどうなるか？
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・‌�防護等級：下記内容に変更
　‌�「湿気及び／又はほこりの影響を受けやすい全て
の活線電子部品は，IEC 60529 ＝ JIS C 0920 の
防護等級をもたなければならない。運転室外に配
置される電子制御，制御回路の結合装置，多ピン
コネクタ及びスイッチは構成部品は，IP55 に従っ
た最小限の防護等級をもたなければならない。」

・‌�過電流防護装置：下記内容に変更
　‌�「ハーネスが分岐する時，分岐点後に保護装置を
設置すること。

　‌�保護装置のアンペアが低いなら，分岐点前に保護
装置を設置してもよい。」

・‌�蓄電池：欧州規格改正案によって，下記文言追加
　‌�「蓄電池の取付け位置は，接近が容易で取外しも
容易であることが望ましい。

　‌�蓄電池は，換気のよい場所に堅固に取り付けなけ
ればならない。

　注記：ISO 14990 作成中」
・‌�蓄電池の接続切り離し：欧州規格改正案によっ
て，下記文言追加

　‌�「接続切り離し装置は，再接続によって人身に危
険がありうる場合は，施錠可能でなければならな
い（例：南京錠）。」
　‌�←機械指令の指針にならう形。この一文追加に
よって，「鍵付のマイナス切断スイッチ」が EN 
474 で実質義務化され，ISO 20474 はこれを追認
する形となる。

　‌�（機械可動管理システムなどを蓄電池の接続切り
離し時には不稼動でもよいこととするか，または，
可動として，かつ，主電源系統の切り離しに不具
合ないようにする対応要か）

・‌�被加圧部一般：空気圧を対象とした ISO 4414 を
追記する。また，下記文言追加する。

　‌�「ISO 16920 はアキュームレータに関する規定を
もつ。

　多くの国家的及び地域的規定がある。」
　‌�← ISO 16920（油圧力─気圧式アキュームレータ
の要求事項）はNP（新業務項目提案）段階

・‌�油圧ホース：欧州規格改正案によって，油温を
60℃へ変更，「ホースは使用圧の 4倍に耐えなけ
ればならない」と追記。ただし，従来からある“た
わみ限界領域（DLV）（ISO 3164 ＝ JIS A 8909）
のどの面からも 1.0 m 以内に位置する油圧ホース
は，ISO 3457（＝ JIS A 8307）に従って防護し
なければならない。” 要求と，前述の“強化ガラ
スはガードとみなさない”規定との合わせ技で，

油圧ショベルのブーム上下のホースのガードを見
直し要の可能性がある（1.5 mでもあぶないよね）。
　‌�←なお，JIS への影響の可能性のある差異として，
油温 60°（これは要求緩和側）及び使用圧力の 4
倍の安全率の要求がある。
　‌�（会議の二日目は，ここまできたところで次回会
合日程及び場所だけ決めてコンビナーの
NILSSON 氏が 14 時過ぎに移動（但し幹事事務
取扱の LEUFSTADIUS 氏は残留して書記を続
行），その後は親TC 127 及び親 SC 2 国際議長の
ROLEY 博士が代理コンビナーとなり（変な
の！），ランチ抜きで 10 時と 3時のおやつだけで
会議続行）
・‌�燃料タンク：欧州規格改正案に基づいて，下記文
言に修正する。
　‌�「燃料タンクは ISO 21507 の要求事項に適合しな
ければならない。」
　‌�←転倒時の漏れの制限などの ISO 21507 改正版の
要求事項への適合が必要とされる。
・‌�空圧容器：欧州規格改正案も考慮して，下記文言
に修正する。
　‌�「国家及び地域で強制される規定に関しては ISO 
20474-14 参照。
　多くの国家的及び地域的規定がある。」
・‌�アタッチメント及びクイック着脱装置：基本的に
は欧州規格改正案に基づいて，下記構成に修正す
る。
　4.21.1　一般
　‌�4.21.2　表示項目記載（製造業者名称及び住所，
形式名称（例えば品番），質量，回路圧力，容量）
　‌�欧州規格改正案の注記は，欧州だけの規定で ISO 
20474 には不適切なので，下記の様に欧州規格改
正案から変更する。
　‌�「注記：追加的な国家及び地域的要求事項が存在
する。」
　‌�←解体用機械を車両系建設機械に含めるための安
全衛生規則及び構造規格の改正に関連して，解体
用アタッチメントだけでなく，通常のショベル及
びローダのバケットの表示も対象となる可能性も
あり今後の国内法令との齟齬の有無を要チェック。
　4.21.3　取扱説明
　‌�4..21.x　クイック着脱装置　クィック着脱装置は
ISO 13031の要求事項に適合しなければならない。
　4.21.5　つり上げ装置
　‌�「荷扱いに使用するつり上げ装置に対する要求事
項は附属書Xに定義する」
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・‌�可倒キャブの支持装置：ほぼ欧州規格改正案に基
づいて，下記文言に修正する。なお，ROLEY博
士はスクリュジャッキの自動ロック機能も一方策
と示唆。

　‌�「キャブが整備，補修又は他の運転目的外の用途
で可倒機構を内蔵している場合，キャブを持ち上
げた状態で自動的に保持する装置，例えば機械的
な掛けがね，オーバーセンタデザインなどを備え
なければならない。

　‌�機械的な保持装置を使用する場合は，ISO 13333
＝ JIS A 8332 の要求事項を満たさなければなら
ない。

　キャブが傾斜しているとき…」
　‌�←英文表記の細かい修正だけであるが，影響の有
無は要確認。

・‌�爆発のおそれのない環境下での地下運転：爆発の
おそれのない環境下での地下運転機械の安全に関
して作成中の規格 ISO xxxxx（鉱山機械及び土
工機械─地下で作業する走行式機械─ゴムタイヤ
式機械の安全）を参照することとした。

　‌�←この箇条を検討中に石炭鉱山では第 4次排ガス
対策機械は使用できるかとの懸念が示された。

・‌�非搭乗式機械の速度制限：欧州規格改正案に追加
された非搭乗式機械の速度制限に関しては ISO
も同様とすることとして下記を追加することとし
た。なお，“非搭乗式”には“遠隔操縦”は含ま
ない。

　‌�「非搭乗式土工機械の最大走行速度は 6 km/h に
制限する。操縦装置が機械の後部に配置されてい
る場合は，後進速度は 2.5 km/h に制限する。

　‌�最大登坂角の坂路を下るとき，機械の走行速度は
当初の速度段で 2 m/min 以上増速してはならな
い。」

・‌�警告表示：ほぼ欧州規格改正案に基づいて，下記
文言に修正する。

　‌�「機械又はその附属部分が運転員又は第三者に
とって潜在的に危険源を生じ得るとき，安全標識
を機械に貼り付けなければならない。安全標識は
ISO 9244（≒ JIS A 8312）の要求事項に適合し
なければならない。」

・‌�取扱説明書：国家又は地域の要求事項によって
は，運転取扱説明書に追加情報が必要とされる。

・‌�重大な危険源のリスト：もともとEN 474 にある
重大な危険源のリストは ISO にも含めることと
された。

・‌�昇降式運転席に対する要求事項：欧州規格改正案

の昇降式運転席に対する要求事項は ISO にも含
めることとされた。ただし，降下速度の制限に関
しては要検討とされた。
・‌�荷扱い仕様に使用するつり上げ装置の要求事項：
欧州規格改正案の附属書Eに関しても，EN 規格
の代わりに ISO参照を要検討とされた。
　‌�（会議終了後，翌日からの会議に出席するフラン
ス労働省の PICART氏を含めテルミニ駅近くの
レストランにて割り勘で会食，交流を深めた）

1.4　所感：2003 年にフランスで開催された日米欧
工業会の技術交流会での決定によって，土工機械の安
全C規格 EN 474 規格に基づく ISO 20474 作成及び前
述の国際連合欧州経済委員会・技術規制協調及び標準
化政策に関する作業部会UNECE/WP 6 の共通規制項
目 CROへの提案を実施してきているが，欧州各国に
とっては，ISOは国際展開する製造業の課題ではあっ
ても，発言力の大きい規制当局（ドイツの法的損害保
険の職業保険組合，英国安全衛生庁HSE，フランス
労働省など）にとってはEN 474 の方が重要であって
関心が薄く，今回会議でもスウェーデンは製造業側で
もあり，また，UNECE/WP 6（議長はスウェーデン
のNational Board of Trade の ARVIUS 氏）へのCRO
共同提案者（スウェーデン Volvo 社 MIMER 氏，他
は米国ROLEY博士，日本 コマツ 田中氏）でもあり，
同時にEN 474 シリーズ担当のTC 151/WG 1 コンビ
ナーでもあるのでコンビナーと幹事との 2名出席で
あったが，他の欧州各国からは製造業は各 1名ずつ，
規制当局側からの出席はなく，日米の製造業にとって
はもとになる欧州規格EN 474 に対しても間接的に意
見反映を働きかけたいところであるが欧州側にとって
はそれを歓迎したくないという微妙な駆け引きの面も
あって，日本としては，当面，技術的に正当な主張を
することで欧州勢にも理解を求めるしかない状況であ
る。

1.5　次回開催予定：2013 年 6 月 11 日，12 日スェー
デン国ストックホルム市にて（11 日 9 時開始）

2．  ISO/TC 127/SC 1/WG 5（ISO 5006 運転
員の視野）国際会議出席報告

2.1　開催日：平成 24 年 12 月 5 日，6日（午前）
2.2　出席者：
米国5：ROLEY，Dr.，CROWELL，Mr.（Caterpillar），

WEIRES，Mr.，WEST，Timothy，Mr.（Deere），
NEVA，Mr.（Bobcat ／斗山），フランス2：JANOSCH，
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Mr.（Caterpillar France），PICART，Pierre，Mr.…
（労働省），ドイツ 3：RUF，Werner，Mr.，（Liebherr），
LEISERING，Horst，Dr.（BGBAUドイツ建設業職業保
険組合），GROER，Matthias，Mr.（欧州コマツ），英国 3：
CAMSEL，Dale，Mr.（Terex），ARNOLD，Stewart，
Mr.（HSE 英国安全衛生庁），LEEMING，Mark，Mr.…
（JCB），イタリア 3：BONANO，Dr.（IMAMOTER），
ROSSIGNOLO，Lorenzo，Mr. （CUNA），氏名不詳
（UNI），日本 3：砂村（日立建機），原（コマツ），西
脇（協会，5日途中まで）計　19 名出席

コンビナー（主査）兼 ISO 5006改正プロジェクトリー
ダ（PL）：前記CROWELL氏（米国，Caterpillar）

2.3　  主要議題，議決事項，特に問題となった点及
び今後の対応についての所見：

1）360 度モニタ（鳥瞰図）の例ビデオが紹介され，
規格に入れたいと提案があったので，砂村から，
それは ISO 16001（＝ JIS A 8338）（危険検知装
置及び視覚補助装置─性能要求事項及び試験）に
追加提案をしている旨指摘したところ，次回は
ISO 5006（4 月末，パリ近辺）と ISO 16001 の連
続ジョイント会議とすべきとなった（ただし，日
本としては準備不足なので，次回は ISO 5006 の
会議の議事案に ISO 16001 を含めてもらい，ISO 
16001 としての会議はその次から（できれば日本
で）との方向で調整中）
2）前回改正以降の再検討は，英国の安全衛生庁
（HSE）からの次の要求で始まったが，この要求
はいずれも前回改正時点での懸案事項であり，織
り込まれそうな模様である。
　・‌�（高さ 1.5 m ではなく）one by one（機械周
囲 1 mで 1 mの高さのものを視認）に戻せ。

　・‌�取扱説明書に視界データを書け。
3）（従来WG会合で予備検討を行ってきたが正

式には）1回目の会議で，変更点の方針論に終始
し，具体的な変更数値の検討にいたっていない。
今回の改定も今後 4年程度かかる見込み。

2.3.1　主要議題
2.3.1.1　前段：コンビナーのCrowell 氏の発言で会
議開始。“今回が（ISO 5006（≒ JIS A 8311）改正の
新業務項目段階からの）1回目の正式スタートです。
米国労働安全衛生管理局OSHAの事故例では「視界
性に関連する事故例は公道上のダンプ（トラック）の
事故が多い」と出ています。最近は排ガス対策でボン
ネットがふくらみ，そのぶん，スクールバスミラー（前
を確認するなどの補助ミラー）を付け始めています。
（ISO 5006 での運転員の視野評価試験時の光源）ラン
プの間隔が StVZO（ドイツの道路交通取締法）（の場
合）と微妙に違うのは変ですね。”

2.3.1.2　BGBAU の事故事例報告：LEISERING 博
士が事故事例紹介としてドイツ語圏での情報を分析
・‌�2009 年から 2012 年秋までの事例を収集
・‌�主要な事故ケースは下記で，必ずしも視界だけの
問題ではないが，第 3者事故の場合もある
　・転倒，横転
　・クィックカプラ（脱落）
　・ショベル右旋回時に人をはねる事故
・‌�死亡事故 32 件中 10 件だけが建設関係，他の 22
件は鉱山，リサイクルなど他の労働現場
・‌�視界の制約のある現場で，現場管理に問題がある
ことが指摘できる
・監視カメラ装着によって改善が図られている
ただし，これらによって ISO 5006 のどの部分をど
う改善するかという直接論議となるプレゼンではな
かった。

2.3.1.3　フランス労働省の PICART 氏発言など：
PICART 氏が最新の装置による視界改善への期待を
表明，フランスでの長期間の事故統計の分析結果とし
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て事故の 30 パーセントは視界に関連と指摘，機械の
改善と，現場管理によって事故減少と指摘，ROLEY
博士から視界に関連した事故では不注意の問題もあり
現場管理の重要性が指摘された。

2.3.1.4　NIOSH（米国労働安全衛生研究所）の事
故解析結果などの報告：CROWELL 氏が事故解析結
果を報告，道路工事における死亡事故が建設機械関連
で 1998 年以降著しく増加，2000 年以降は一進一退，
グレーダでは丁張をしていた関係で，現場作業者との
接触事故が多かったとのこと。また，死角の評価法を
紹介，機械の視野の見えない部分を評価し現場作業者
に知らせる旨と紹介。

2.3.1.5　HARTDEGEN 氏（今回欠席，BGBau 所属）
提案検討：前回会議宿題に基づく次の提案を検討し
た。
1）‌�周囲の人を想定した垂直試験体の高さ 1.5 m を
1 mに変更（要するに one by one に戻す提案）

2）‌�視界と併用する視覚補助装置に関して監視カメ
ラ（単体）にモニタシステムを加える

3）‌�（直接視界による視界性能基準を超える遮影）モ
ニタは視界中心よりも前方に配置すべきとして
下記追記

　‌�「（鏡を含む視覚）補助装置は，扇形視野A，B及
び C（前方）に配置しなければならない。

　‌�機械の構成装置（たとえば作業具，ブーム）の動
作によって補助装置の（有効性）に制限が生じて
はならない。」

　‌�←これに対して，日本からは，モニタはともかく
小旋回形ショベルではカウンタウェイト上に補助
ミラーを置くことが視野確保に必要で適切な場合
があると指摘した。

4）‌�適用範囲の文面修正。
5）‌�座る場所が 2か所ある機械の評価方法は前回の
懸案であったが，次の文面追記に関して，再度
検討する旨確認された

　‌�「土工機械に複数の運転位置がある場合は，各位
置に対して全ての試験手順を実施しなければなら
ない。

　a）製造業者が指定する（走行）運転位置
　b）製造業者が指定する（作業）運転位置
　c）‌�連続可変式の座席位置（前後方向，旋回）で

は中立位置から最も離れた位置（例えば a）
及び b））

　‌�注記 1　位置 a）及び b）は同一のことがある。
　‌�注記 2　土工機械の設計で，連続可変式の座席位
置（c）参照）の最も離れた位置が対象である場

合は，そのような仕様に対して一方だけの試験が
必要である。」
　‌�←バックホウローダや舗装用ローラなど複数位置
のある機械に対する要求を意図しているが，この
文面では座席の調整も考慮すべきとも読めるので
要注意。

2.3.1.6　ROLEY 博士の意見その 1（運転員と鏡及
び鏡と対象との距離，鏡の大きさ，対象物の鏡に映る
大きさに関して）検討：前回フランクフルト会議宿題
に基づく次の意見を検討した。
・‌�対象物が鏡に映る大きさは，ISO 16001 ＝ JIS A 
8338 で（モニタ画面上での有効範囲としている
最低画面身長で，視覚検知目的に適合すると一般
的に考えられている数値として）規定する 7 mm
を適用できるのではないかとして，既存の曲率半
径に関する規定の削除を提案，代わりに性能基準
として 1.55 m（5 パーセント番目の小柄運転員相
当）が鏡面上に映る寸法を最小 6 mmとしたい
　‌�←砂村氏印象：ロジカルだけど，評価がめんどう
くさい？　第三者に説明しにくい。人間を上から
見たら真ん丸だね。
　‌�←鳥瞰図式のモニタでは実現困難な要求ではない
かとの懸念がある。

2.3.1.7　ROLEY 博士の意見その 2（大型機械や適
用機種・範囲（派生機械，アタッチメントなど）の拡
大可能性検討及びそのためのリスクエリアの定義）検
討：前回フランクフルト会議宿題に基づく次の意見を
検討した。
・‌�適用範囲を大形の機械なども含めるよう（基準適
用が困難な大形の機械などにはリスクアセスメン
トと組み合せて適用とする）柔軟な文面とする。
・‌�上記目的のため，現状規定の範囲外の機械に対す
る要求事項を次のように修正する。
…機械周囲の範囲を定義するためにリスクアセスメ
ントを実施…
←（製造業者が危険範囲を決める）
類似機械の基準適用が原則だが，さもない場合は，
リスクアセスメントを実施し，危険な箇所が残るよう
であれば取扱説明書に視界の制約を記し，対応すべき
現場対策を推奨する
大形機械，派生機械又は別形式の機械
‌�←リスクアセスメントを実施し，危険な箇所が残る
ようであれば，製造業者は取扱説明書に，機械の使
用者は jobsite（建設企業内の安全に関するHP）に
記載すること。
‌�車体の前後，移動，旋回時はもちろん，人が車体に
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アクセスするエリアについても実施する。その他機
体特有の危険なエリアもリスクアセスメントするこ
と。
視界測定円及び許容される遮影
違う向きの座席を備える機械
‌�←これに関連して，製造業者側は，現場対策の必要
性を主張し（ROLEY 博士が行った鉱山のランチ
ルームに機械の死角のデータが大きく張り出して
あった。これは「現場対策」 の一例である。良好な
実践対策だよね。（ROLEY博士の一人相撲論議）），
規制当局側は特殊な機械の場合以外は機械での対策
を主張し，製造業者側はたとえばローダ（ドーザも
同様）では視界確保困難な場合があると主張するな
どの論議となった。
2.3.1.8　ROLEY 博士の意見その 3（（視界測定時に

視点を想定して使用する）電球の間隔（頭の動きを想
定して，最大 405mm 間））検討：前回フランクフル
ト会議宿題に基づく次の意見を検討した。
・‌�光源間隔に関しても定義を修正提案　調整可能と
する（現状は 65，205，405 とあるが，中間の光
源間隔も可能とする）

・‌�さらに低速機械の動作始動時には，（目を動かす）
光源間隔を 405 mmとしてもよい . と提言（始動
時には周囲を見回すはずとの意見），これに対し
て RUF 氏は危険として反対，LEISERING 博士
も反対，ROLEY博士との論議となる

　（ここまでで西脇帰国）
（405 mm光源間隔に関する規定）下記文言追加
これは例えば機械の始動時に運転員が両肩の後方を
見回すのを模擬する。
（光源の電球配置に関する規定）下記文言追加
運転員の視点の範囲を 65 mm から 205 mm 又は
405 mmに移動するのを表すために 2個以上の光源を
同時に使用してもよい。

2.3.1.9　英国安全衛生庁 HSE の意見（運転員の視
野データの取扱説明書への記述提案）検討：HSE か
ら，視界のデータは全機種取説に書くように提案。基
本的に合意された。ただし ISO 5006 ＝ JIS A 8311 で
測定するランプ間隔でやるのか，一律 65 mmなのか
は，要検討。また，バウンダリの評価をするのは 1 m
（1.5 m）なのか地上なのかも要検討とされた。（ISO 
5006 の評価と違う方法では意味がうすれるし，同じ
方法にしようとすると不連続点がでてしまう。）
（二日目）

2.3.1.10　複数監視カメラによる 360°の視界要求
（180°監視カメラ四つとか）検討：技術進歩が著しい。

日本がプロジェクトリーダ（出浦氏）の ISO 16001 ＝
JIS A 8338 改正の新業務で検討要。

2.3.1.11　現行規定の前方（扇形視野 A 部）の評価
で光源間隔 65 mm で遮影を認める代わりに，光源間
隔を若干広げて遮影を認めない規定とする検討：前方
（扇形視野A部）で遮影が残っているところは，少し
光源間隔を広げて（たとえば 165 mmとか）遮影を消
えるように規定しよう。そのほうがユーザーの理解を
得やすい（たとえばホイルローダの前方にシリンダが
来る場合）。
（その他）

2.3.1.12　大形機の評価：大形機は視界測定円の半
径を 12 mでなく，24 mとしたい。（CATERPILLAR
社は大形機も対象としたい様である。）

2.3.1.13　その他：あまり，枠組みをいじると，設
計者が何やったら良いのかわからなくなってしまう
と，RUF氏おこる。

2.3.1.14　その他（その 2）：日本提出大形機のデー
タに関しては若干の論議があっただけ。なお，前回宿
題中，小旋回形ショベルに関するデータは未提出。

2.3.2　宿題事項
（2 月 4 日までの宿題事項）
2.3.2.1　モニタ画面での評価：対象物（1.5 m の高

さ）を（運転員から）1 mの距離（のモニタ画面上）
で 6 mmの高さに見えることでカメラからどこまで遠
くまで（を見えるか）を決定することを用いてカメラ
とモニタとの組合せを評価する。カメラからのある距
離の視野をどの程度の広さとするか？　幅の両端では
どの程度の（画像の）ゆがみが発生するか？

2.3.2.2　光源間隔を拡大すれば前方（扇形視野A部）
の視界が確保できるか（遮影は無くなるか）：前方（扇
形視野A部）で光源間隔 65 mmでは遮影が最大のと
き，205 mm間隔に拡大すれば遮影は無くなるのか？
さもなければ 265 mmなら無くなるのか？

（次回会合へ向けての課題）
2.3.2.3　カメラシステムのモニタ：. 複数カメラを

単一画面でモニタするときの画像処理の問題をどうす
るか？

2.3.2.4　ISO 16001（＝ JIS A 8338）改正活動との
連携：ISO 5006 の次回パリ会合に続けて 5月 2日，3
日に ISO 16001 改正の国際作業グループ会議を開催で
きないかプロジェクトリーダの出浦氏に依頼。

2.3.3　ISO 5006（＝ JIS A 8311）改正案文準備：
ROLEY博士の協力も得て，検討結果を含め，右側や
や後方視界（扇形視野 E部）の改善を図る改正案文
を 3月に国際作業グループ検討用に配付する。
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2.4　次回会合：2013 年 4 月 29 日，30 日パリ付近
にて

3．ISO/TC 127/WG 8（ISO 10987 土工機械
―持続可能性）国際会議出席報告

3.1　開催日：平成 24 年 12 月 6 日（午後），7日
3.2　出席者：
米国5：ROLEY，Dr.，CROWELL，Mr.（Caterpillar），
WEST，Mr.（Deere），NEVA，Mr.（Bobcat ／斗山），
英国 1：HUTSON，Victoria，Ms. （JCB），イタリア 2：
PAOLUZZI，Roberto，Dr.（IMAMOTER），ジョルジョ
＝ガロファーニMr. （FIAT），日本 2：砂村（日立建
機），原（コマツ）計　9名出席
コンビナー（主査）兼 ISO 10987 プロジェクトリー

ダ（PL）：前記ROLEY博士（米国，Caterpillar）

従来経緯：ISO 10987 は機械の環境，社会（責任），
経済面での持続可能性を総合的に扱い，建設業な
ど土工機械の使用者に対して報告するための項目
及び様式を規定するもので，発行済みであるが，
今後さらに標準化を進める事項として前回 3月パ
リ西郊での国際WG会議で次の項目を優先的検
討とされており，それらに関して，今回会合で検
討を進めることとなっていた。
1）‌�有害化学物質：AEMの規格化活動と連携す
る，日本で作成中の JIS 案を次回紹介する（出
浦）（付記：日本規格協会での英訳化を待つこ
ととして今回は未提出）

2）‌�省エネ運転：CECEの規格化提案を待つ
3）‌�中古車：中国・ベトナム規格案文をレビュー
するため，英文の案文を配布する（ROLEY），
リサイクル，リユース，リビルドなどに関す
る ISO，各国規制を次回確認する（全員），各
社中古車ガイドラインがあれば PLに送る（全

員）
4）‌�運転員の教育：各国の教育状況について次回
までに調べる（全員），大形機械の ISO/WG
でも議論する（Roley）

5）‌�騒音：EU騒音規制の改訂動向を次回報告す
る（JANOSCH）（今回欠席）

3.3　主要議題，議決事項，特に問題となった点及
び今後の対応についての所見：
3.3.1　ISO 10987 初版制定発行：まず，最初に，
11月15日に ISO 10987制定発行された旨報告された。

3.3.2　各課題項目の検討
1） 騒音
　‌�ISO/TC 127（土工機械）で従来規定以上に当面
実施するのは時期尚早，ISO/TC 43（音響）の課
題。

2） ISO 10987 で扱うべき追加項目
　（用語の）定義が重要，他の ISO規格を確認要
　ⅰ．‌�用語及び定義：リマン，再生，リサイクル
　ⅱ．‌�中古機械の分類／格付け：ROPS，機関の格

付け，品質，チェックリスト
　ⅲ．‌�中古機械：既存の規制及び規格，今後の規制

及び規格
3）プロダクトサポート
　‌�運転員の教育を含む，一般的な指針となる文書を
作成可，かなり進んだ段階から開始

4）運転員の教育
　現行規格は新技術分野を含める必要がある。 
　‌�運転員自身によるリスクアセスメント（実施の）
手段
　‌�環境を改善すること自体による環境への直接の影
響─道路，橋梁，建造物，発生物の制御，水の有
効利用（建設自体の環境影響評価）

5）有害化学物質
　‌�必要性を追って評価することとしてペンディング
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［付記：EU規則REACH（Registration，Evaluation，
Authorization and Restriction of Chemicals，リー
チ）対応のデータベースの作成基準に関する検討
要と米国 ROLEY 博士から示唆されたが，当の
EU側の英国HUTSON氏は（多大の労力を要す
るためか）否定的でそれ以上論議進まず，なお，
日本としては，今後日本規格協会から JIS の英訳
が発行されれば提出予定］

6）他の情報
　‌�ベトナム（9割以上が中古車）：ベトナムの中古
機械への要求（S&R）

　‌�中国：SB/T10529-2009（製作メンバーにコマツ
あり），GB/T21667，SN/T1795.3　油圧ショベル

3.3.3　次の段階に関して
a）  リマン，再生，リサイクル，廃棄及び中古機械

の分野
－‌�南米における中古機械の規格を調査（WEST 氏
及びHUTSON氏担当）

－‌�中国での中古機に関する情報を調査（CROWELL
氏及びWEST氏担当）
－‌�中国での定義を調査
－‌�リマン，再生などの用語の定義の案文を準備（第
2部，WEST氏担当）

－‌�中古機械の分類の案文を準備（第 2部）
－‌�中古機械に対する要求事項の案文を準備：
ROLEY博士から中国が SB規格を作成している
こともあり，リサイクルの一環として，優良（安
全）中古車認定基準を検討と提案，それはちょっ
とお門違いじゃないかと PAOLUZZI 博士からは
否定的意見もあった（第 3部，ROLEY博士担当）

b）  地球温暖化ガス削減のためのプロダクトサポー
ト─手段及び使用者の教育

施工現場での効率改善のための製造業者から使用者
への指針（全員担当）
地球温暖化ガス削減のためのプロダクトサポートま
とめ（第 4部，HUTSON氏担当）
ⅰ．用語及び定義
ⅱ．序文及び理論的理由説明
ⅲ．製造業者からの情報
なお，次回 JTLM（日米欧韓中工業会の技術交流会
合，2013 年 4 月 22 日，23 日プラハにて）の次の日に
JTLMのGHGグループ会合が予定されているので（日
本からは建設機械工業会　吉村氏，コマツ　出浦氏　
出席予定）そこで再度もむこととなった。

c）運転員の教育： 
安全及びエコに関する教育の準備
‌�どのように進めるか決めるためにデータが導くよう
にする
‌�既存の教育プログラムを見直す
‌�なお HUTSON氏が，関連するパンフレットを用意
することとなった。
3.4　その他：次の事項に関しても，検討課題とす
べきではないかと示唆された。　
a）建設自体の環境影響評価基準作成
b）カーボンフットプリント
3.5　次回会合：
2013 年 6 月 25 日，27 日英国ロンドン市の英国規格
協 会 BSI に て，ISO/TC 127/SC 1/WG 6（ISO/TS 
11152 エネルギー使用試験方法）国際作業グループ会
議，及び，ISO 13849-1 に基づく機械制御の新規作業
グループ会議と連続で
�
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建設工事受注額･建設機械受注額の推移
建設工事受注額：建設工事受注動態統計調査(大手50社）　　　 　　　　　　　 （指数基準　2005年平均=100）
建設機械受注額：建設機械受注統計調査（建設機械企業数24前後）　　　　 （指数基準　2005年平均=100）

建設工事受注額

建設機械受注額（総額）

建設機械受注額（海外需要を除く）

受注額受注額
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建設工事受注動態統計調査（大手 50 社） （単位：億円）

年　　月 総　　計

受　　　注　　　者　　　別 工　事　種　類　別
未消化…
工事高 施工高民　　　間

官 公 庁 そ の 他 海　　外 建　　築 土　　木
計 製 造 業 非製造業

2005 年 138,966 94,850 19,156 75,694 30,657 5,310 8,149 95,370 43,596 136,152 136,567
2006 年 136,214 98,886 22,041 76,845 20,711 5,852 10,765 98,795 37,419 134,845 142,913
2007 年 137,946 103,701 21,705 81,996 19,539 5,997 8,708 101,417 36,529 129,919 143,391
2008 年 140,056 98,847 22,950 75,897 25,285 5,741 10,184 98,836 41,220 128,683 142,289
2009 年 100,407 66,122 12,410 53,712 24,140 5,843 4,302 66,187 34,220 103,956 128,839
2010 年 102,466 69,436 11,355 58,182 22,101 5,472 5,459 71,057 31,408 107,613 106,112
2011 年 106,577 73,257 15,618 57,640 22,806 4,835 5,680 73,983 32,596 112,078 105,059

2011 年 11 月 8,124 5,202 1,179 4,023 1,587 431 904 5,811 2,313 113,297 8,208
12 月 10,327 6,989 1,753 5,237 2,184 391 763 7,301 3,026 112,078 11,030

2012 年  1 月 7,449 4,990 933 4,058 1,727 333 399 5,241 2,208 112,743 7,001
2 月 8,576 5,387 1,056 4,330 2,442 404 343 5,695 2,880 112,603 9,034
3 月 20,021 13,216 2,021 11,196 5,148 540 1,117 13,976 6,045 117,803 15,393
4 月 6,443 4,721 1,083 3,638 1,110 418 194 4,577 1,866 117,710 6,342
5 月 6,176 4,284 960 3,324 1,309 337 246 4,171 2,005 116,271 7,709
6 月 8,663 6,106 1,433 4,673 2,053 354 149 5,999 2,664 115,408 9,834
7 月 7,488 5,156 1,043 4,112 1,809 430 93 5,163 2,325 116,359 6,602
8 月 8,247 5,373 1,030 4,342 2,246 400 228 5,424 2,823 115,240 9,295
9 月 11,880 7,617 1,541 6,076 2,810 496 957 8,373 3,507 115,538 11,742
10 月 6,283 4,337 1,113 3,224 1,329 364 253 4,341 1,942 114,513 7,383
11 月 7,951 5,612 1,143 4,469 1,555 392 392 5,779 2,172 ― ―

建　設　機　械　受　注　実　績 （単位：億円）

年　  　月 05 年 06 年 07 年 08 年 09 年 10 年 11 年 11 年
11 月 12 月 12 年

1 月 2 月 3 月 4 月 5 月 6 月 7 月 8 月 9 月 10 月 11 月

総　     　 額 14,749 17,465 20,478 18,099 7,492 15,342 19,520 1,634 1,831 1,641 1,500 1,851 1,627 1,532 1,443 1,391 1,347 1,107 1,258 1,331
海 外 需 要 9,530 11,756 14,209 12,996 4,727 11,904 15,163 1,208 1,441 1,306 1,089 1,378 1,290 1,147 1,026 929 951 700 796 894
海外需要を除く 5,219 5,709 6,268 5,103 2,765 3,438 4,357 426 390 335 411 473 337 385 417 462 396 407 462 437

（注）2005 ～ 2007 年は年平均で，2008 ～ 2011 年は四半期ごとの平均値で図示した。
2011 年 11 月以降は月ごとの値を図示した。

出典：国土交通省建設工事受注動態統計調査
　　　内閣府経済社会総合研究所機械受注統計調査
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■ 施 工 部 会

■情報化施工委員会復興支援WG（第12回）
月　日：12 月 19 日（水）
出席者：松隈宣明WG長ほか 27 名
議　題：①第 1回情報化施工活用支援セ
ミナーの開催結果について　②第 2回
情報化施工活用支援セミナーの開催に
ついて　③その他

■ 機 械 部 会

■機械部会 技術連絡会
月　日：12 月 3 日（月）
出席者：大野俊弘部会長ほか 43 名
議　題：①機械部会の平成 24 年度上半
期事業報告と下半期活動計画について
②コンクリート機械（コンクリートポ
ンプ，振動機，トラックミキサ）の変
遷について　③施工時のヒヤリハット
事例の紹介　④準天頂衛星「みちびき」
等 位置情報衛星の基礎知識と各国の
衛星保有状況の紹介・課題について　
⑤ハイブリッド建機・電動建機の安全
性検討について　⑥ディーゼル発電式
ブルドーザ（D7E）の省エネ技術の紹
介　⑦その他情報・意見交換

■コンクリート機械技術委員会
月　日：12 月 6 日（木）
出席者：大村高慶委員長ほか 4名
議　題：① 12/3 開催の機械部会 技術連
絡会の報告について　②トラックミキ
サ JIS 原案の審議について　③コンク
リート機械の変遷について　④ 2014
年排ガス規制に関する 3省への要望の
その後の状況報告　⑤その他

■路盤・舗装機械技術委員会 アスファル
トプラント変遷分科会
月　日：12 月 7 日（金）
出席者：戸川裕文分科会長ほか 8名
議　題：①アスファルトプラントの変遷
をまとめるに当たっての活動計画と方
針の決定　②その他

■ショベル技術委員会
月　日：12 月 10 日（月）
出席者：尾上裕委員長ほか 6名
議　題：① 12/3 開催の機械部会技術連
絡会の報告について　② 11/16 開催の
作業燃費検討WGおよび国交省打合
せの報告について　③ 2014 年排ガス

規制に関する 3省への要望のその後の
状況について　④厚労省労働安全衛生
規則への解体用建設機械追加の検討に
ついて　⑤その他

■建築生産機械技術委員会 幹事会
月　日：12 月 13 日（木）
出席者：石倉武久委員長ほか 4名
議　題：①平成 24 年度上期の活動報告
と下期の活動計画について　②建設機
械要覧 2013 の概説見直し原稿内容の
最終確認について　③高所作業車分科
会の組織と運営について（標準部会と
の関連を含む）　④その他

■トンネル機械技術委員会 環境保全分科
会
月　日：12 月 14 日（金）
出席者：掛川敏弘分科会長ほか 9名
議　題：①各社資料読合せ　②報告書の
まとめ方について　③その他

■トラクタ技術委員会
月　日：12 月 18 日（火）
出席者：阿部里視委員長ほか 9名
議　題：①建設機械用タイヤについてタ
イヤメーカとの意見交換会・バイヤス
タイヤとラジアルタイヤについて　　
②各社トピックス　③ミニローダの機
体重量について（現状確認と意見の取
り纏め）　④ハイブリッドホイール
ローダについて商品化を睨んだ
JCMAS 燃料消費量―試験方法改訂の
検討について　⑤ 12/3 開催の機械部
会技術連絡会の報告について　⑥その
他

■トンネル機械技術委員会 トンネル機械
未来像分科会 

月　日：12 月 19 日（水）
出席者：浅沼廉樹分科会長ほか 3名
議　題：①各自のまとめ案資料について
説明と検討　②今回の資料を基にした
全体まとめ作業について　③その他

■自走式建設リサイクル機械分科会移動式
破砕施設基準設定に関する調査業務の説
明会 

月　日：12 月 19 日（水）
出席者：佐藤文夫分科会長ほか 1名
議　題：①移動式の産業廃棄物処理施設
の取り扱いに関する必要な調査の実施
②生活環境影響調査の方法や技術上の
基準等の設定検討　③その他

■トンネル機械技術委員会 現場見学会
月　日：12 月 20 日（木）～ 21 日（金）
出席者：篠原望委員長ほか 11 名
場　所：12/20　安永川トンネル新設工
事（鹿島・藤本 JV：愛知県）

　12/21　Φ 17.45m 泥土圧シールド掘
進機（日立造船㈱堺工場：大阪府）

■油脂技術委員会 工場見学会
月　日：12 月 21 日（金）
出席者：杉山玄六委員長ほか 14 名
場　所：㈱KCM工場見学（兵庫県）

■ 標 準 部 会

■ ISO/TC 127 土工機械委員会
月　日：12 月 13 日（木）
出席者：岩本祐一委員長ほか計 19 名
議　題：① ISO/TC 127 ブラジル総会決
定事項及び関連事項への対応の件　　
② ISO/TC 127（親委員会）活動状況
及び今後の計画　③ SC 1 分科会活動
状況及び今後の計画　④ SC 2 分科会
活動状況及び今後の計画　⑤ SC 3 分
科会活動状況及び今後の計画　⑥ SC 
4 分科会活動状況及び今後の計画　　
⑦その他

■ 製 造 業 部 会

■マテリアルハンドリング WG・ミニ油圧
ショベルメーカ打合せ
月　日：12 月 11 日（火）
出席者：生田正治主査ほか 12 名
議　題：①解体用機械の法制化に伴う「構
造規格見直し検討」について（ミニショ
ベル関連についての検討整理を含む）
②その他

■マテリアルハンドリング WG・ミニ油圧
ショベルメーカ打合せ
月　日：12 月 27 日（木）
出席者：生田正治主査ほか 19 名
議　題：①解体用機械の法制化に伴う「構
造規格見直し検討」におけるミニショ
ベル関連事項（特に飛来物防護ガード
等）についての検討整理　②その他

■ 建 設 業 部 会

■秋季現場見学会
月　日：12 月 4 日（火）
参加者：増子文典部会長ほか 17 名
内　容：＜午前＞フジミ工研㈱滑川工場
にて，セグメント製作工程の見学
　＜午後＞白子川地下調節池工事（その
5）：練馬区大泉町 2丁目地内の東京外
環自動車道大泉 JC 内に既設された発
進立坑を起点とし，終点が石神井川と
都道環状八号線交差点付近，同区高松
3丁目地内に到達立坑の構築を行う泥
水式シールドトンネル工法の見学
発注者：東京都第四建設事務所
施　工：大成・佐藤・銭高建設共同企業
体

…行事一覧…
（2012 年 12 月 1 日～ 31 日）
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■三役会
月　日：12 月 13 日（木）
出席者：増子文典部会長ほか 3名
議　題：①秋季現場見学会について　　
②各WGの報告　③その他（クレー
ン安全協議会について，合同部会につ
いて）　④その他

■レンタル業部会

■コンプライアンス分科会
月　日：12 月 4 日（火）
出席者：隼直毅分科会長ほか 8名
議　題：①「建設機械等レンタル契約の
手引き」解説欄の検討　②その他

■レンタル業部会
月　日：12 月 6 日（木）
出席者：隼直毅分科会長ほか 15 名
議　題：①「建設機械等レンタル契約の
手引き（ガイドライン）」の改訂作業
進捗状況について　②首都圏直下型地
震に対応した災害協定締結の進捗状況
③除去作業等に供した建設機械の除染
方法等のマニュアル化について　④部
会員各社の取組事項，部会員共通の問
題・課題等　⑤その他

■ 各 種 委 員 会 等

■機関誌編集委員会
月　日：12 月 5 日（水）
出席者：田中康順委員長ほか 19 名
議　題：①平成 25 年 3 月号（第 757 号）
の計画の審議・検討　②平成 25 年 4
月号（第 758 号）の素案の審議・検討
③平成 25 年 5 月号（第 759 号）の編
集方針の審議・検討　④平成 24 年 12
～ 25 年 2 月号（第 754 ～ 756 号）の
進捗状況の報告・確認

■新機種調査分科会
月　日：12 月 18 日（火）
出席者：江本平分科会長ほか 4名
議　題：①新機種情報の持ち寄り検討　
②新機種紹介データまとめ　③その他

■建設経済調査分科会
月　日：12 月 19 日（水）
出席者：山名至孝分科会長ほか 2名
議　題：① 1月号原稿「建設機械市場の
現状」原稿検討　②次年度テーマにつ
いて予備検討　③その他

…支部行事一覧…

■ 北 海 道 支 部

■北海道支部親睦会
月　日：12 月 7 日（金）
場　所：センチュリーロイヤルホテル
出席者：熊谷勝弘支部長ほか 51 名

■第 4 回技術部会技術委員会及び平成 24

年度除雪機械技術講習会反省会
月　日：12 月 20 日（木）
場　所：北海道支部 会議室
出席者：山田義弘技術部会副部会長ほか
12 名

議　題：①平成 24 年度除雪機械技術講
習会の実施結果について　②新テキス
ト編集作業部会の作業状況及び今後の
予定について　③平成 25 年度除雪機
械技術講習会実施方針について　④そ
の他

■情報化施工と CIM に関する説明会
月　日：12 月 27 日（木）
場　所：札幌第 1合同庁舎 10 階 2 号会
議室

出席者：施工技術総合研究所 研究第 3
部長伊藤文夫氏ほか 15 名

議　題：①情報化施工の現状と今後の展
開　② CIMに関する検討状況につい
て　③情報化施工海外調査（欧州調査
結果，米国調査概要）　④その他

■ 東 北 支 部

■広報部会
月　日：12 月 5 日（水）
場　所：支部会議室
参加者：菅野公正ほか 5名
内　容：①支部たより 164 号原稿収集状
況について　②支部たより 164 号表紙
写真について　③ 60 周年記念誌のレ
イアウトについて　④ 60 周年記念誌
の写真収集作業について　⑤その他

■支部運営委員会（企画部会）
月　日：12 月 10 日（月）
場　所：KKRホテル仙台
出席者：高橋弘支部長ほか 25 名
議　題：①平成 24 年度上半期事業報告
について　② 平成 24 年度上半期事業
決算状況について　③支部 60 周年誌
関係　④ゆきみらい 2013 in 秋田につ
いて　⑤その他

■広報部会（第 3 回 EE 東北実行委員会）
月　日：12 月 11 日（火）

場　所：フォレスト仙台
出席者：東北地方整備局 森吉尚企画部
長ほか 24 名
議　題：①「EE東北’12」実施報告　　
②アンケート結果（総括）　③「EE
東北’12」決算（案）　④出展者負担金
（出展料）の精算について　⑤来年度
の開催にかかる対応について　⑥「EE
東北’13」実施方針について　⑦今後
の予定

■施工部会
月　日：12 月 18 日（火）
場　所：秋田地方総合庁舎 6F会議室
出席者：秋田市建設部 奈良正右衛門次
長ほか 28 名
議　題：①シンポジウム　②研究発表会
③見本市　④除雪機械展示・実演会

■ 北 陸 支 部

■平成 24 年度建設技術報告会実行委員会
月　日：12 月 5 日（水）
場　所：北陸技術事務所会議室
出席者：坪内昭雄普及部会担当委員
内　容：①平成 24 年度実施結果報告　
②平成 24 年度収支報告　③平成 25 年
度開催（案）討議

■小型除雪機械安全操作講習会
月　日：12 月 11 日（火）
内　容：新潟市中央区主催の標記講習会
に講師派遣（上杉修二広報委員長）
受講者：134 名

■企画部会正副委員長会議
月　日：12 月 19 日（水）
場　所：事務局
出席者：穂苅正昭企画部会長ほか 6名
内　容：北陸支部懸案事項討議

■小型除雪機械安全操作講習会
月　日：12 月 23 日（日）
内　容：新潟市中央区主催の標記講習会
に講師派遣（宮村兵衛事務局長）
受講者：53 名

■ 中 部 支 部

■「建設 ICT 施工ガイドブック（仮称）」
作成実行委員会
月　日：12 月 21 日（金）
出席者：青木保孝技術部会長ほか 10 名
議　題：各担当の進捗状況について

■第 8 回東海・東南海・南海地震対策中
部圏戦略会議実務者会議
月　日：12 月 27 日（木）
出席者：永江豊事務局長出席
議　題：地震津波訓練について
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■ 関 西 支 部

■運営委員会
月　日：12 月 4 日（火）
場　所：大阪キャッスルホテル 6F 会議
室

出席者：深川良一支部長以下 30 名
議　題：①平成 24 年度上半期事業報告
　②平成 24 年度上半期経理概況報告
　③その他

■建設用電気設備特別専門委員会（第 393

回）
月　日：12 月 6 日（木），7日（金） 
場　所：島根県浜田市，広島県呉市
内　容：①現場見学会（第二浜田ダム本
体建設現場，大和ミュージアム）　　
②建設工事用受配電設備点検保守の
チェックリストの規格見直し

■広報部会
月　日：12 月 21 日（金） 
場　所：関西支部 会議室
出席者：髙橋通夫広報部会委員以下 7名
内　容：① ｢JCMA関西｣ 第 102 号の発
刊について

■ 中 国 支 部

■第 5 回部会長会議
月　日：12 月 3 日（月）
場　所：広島YMCA会議室
出席者：髙倉寅喜企画部会長ほか 8名
議　題：①中国地方整備局との意見交換
会について　②平成 25 年度事業計画
（案）の準備について　③その他懸案
事項

■中国地方整備局と一般社団法人日本建設
機械施工協会中国支部との意見交換会
月　日：12 月 11 日（火）
場　所：メルパルク広島会議室
出席者：松浦弘中国地方整備局企画部長・

河原能久中国支部長ほか 19 名
議　題：①公共工事の品質の確保につい
て（入札契約に関する事項・工事中の
課題・機械設備工事（業務）に関する
諸課題について・情報化施工について）
②その他の事項（技術者制度検討会報
告の取扱いについて・建設機械等の官
民共同開発に関して・事業継続計画
（BCP）認定制度について・建設行政
等の広報のあり方について・イベント
等のあり方について・建設機械施工技
士制度の活性化について・適正な利潤
の確保について）

■特定特殊自動車立入検査技術講習会
月　日：12 月 13 日（木）
場　所：コマツ建機販売㈱
参加者：経済産業省・国土交通省・施工
技術総合研究所職員 23 名

議　題：①オフロード法の概要について
②オフロード用ディーゼルエンジンに
ついて　③無負荷急加速黒煙測定の手
引きについて　④オフロード車燃料抜
き取り検査の手引きについて　⑤オフ
ロード用ガソリンエンジンについて　
⑥アイドリング排出ガス測定の手引き
について　⑦無負荷急加速黒煙測定，
アイドリング排出ガス測定，燃料抜き
取り（実地講習）　⑧立入検査実施要
領について

■第 4 回広報部会
月　日：12 月 18 日（火）
場　所：中国支部事務所
出席者：小石川武則広報部会長ほか 4名
議　題：①広報誌（CMnavi）36 号につ
いて　②広報活動に関する当面の課題
等について　③その他懸案事項

■ 四 国 支 部

■情報化施工現場見学会
月　日：12 月 11 日（火）
場　所：徳島県那賀郡那賀町
参加者：30 名
内　容：盛土の締固管理に情報化施工技
術を採用している現場の見学会

■建設工事の安全・環境に関する講習会
月　日：12 月 17 日（月）
場　所：サン・イレブン高松（高松市）
参加者：27 名
内　容：①建設機械の廃油リサイクルに
ついて～法的規制と適正処理法～…全
国オイルリサイクル協同組合 専務理
事 池田寿文氏　②現場の創意工夫を
目指して～建設労働災害を未然に防ぐ
～…建設業労働災害防止協会 安全管
理士 高橋啓典氏　③カーゴクレーン
の安全作業…㈱タダノ四国支店サービ
スグループマネージャー 国方征嗣氏

■ 九 州 支 部

■第 8 回企画委員会
月　日：12 月 12 日（水）
出席者：久保田正春企画委員長ほか 5名
議　題：①施工技術検定試験実地試験結
果について　②建設行政講演会につい
て　③支部事務局移転について　④本
部・支部の意見交換会について

■建設行政講演会
月　日：12 月 17 日（月）
出席者：江崎哲郎支部長ほか 74 名
議　題：①国土交通行政の現状について
…九州地方整備局塚原企画部長　②河
川行政の現状について…九州地方整備
局植田河川部長　③道路行政の現状に
ついて…九州地方整備局山内道路部長
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編集顧問

今岡　亮司	 加納研之助

桑垣　悦夫	 後藤　　勇

佐野　正道	 新開　節治

関　　克己	 髙田　邦彦

田中　康之	 塚原　重美

中岡　智信	 中島　英輔

橋元　和男	 本田　宜史

渡邊　和夫

編集委員長

田中　康順　鹿島道路㈱

オブザーバ

山下　　尚　国土交通省

編集委員

桑原　一登　農林水産省

伊藤　健一　（独）鉄道・運輸機構

篠原　　望　鹿島建設㈱

和田　一知　㈱KCM

安川　良博　㈱熊谷組

原口　　宏　コベルコ建機㈱

原　　茂宏　コマツ

藤永友三郎　清水建設㈱

赤神　元英　日本国土開発㈱

山本　茂太　キャタピラージャパン㈱

久保　隆道　㈱竹中工務店

齋藤　　琢　東亜建設工業㈱

相田　　尚　㈱NIPPO

船原三佐夫　日立建機㈱

岡本　直樹　山﨑建設㈱

川西　健之　㈱奥村組

石倉　武久　住友建機㈱

江本　　平　範多機械㈱

京免　継彦　佐藤工業㈱

岡田　英明　五洋建設㈱

藤島　　崇　施工技術総合研究所

年が明けてから「アベノミクス」
の文字を新聞で見ない日はなく，日
本の雰囲気が内需創出に向けて明る
く変わりつつあるのを実感します。
「事前防災を重視した国土強靭化」
も又，重要な政権公約です。ダム工
事も，事前防災の重要な一翼を担う
事が期待されます。
巻頭言は一般社団法人日本大ダム
会議会長坂本忠彦様に御願い致しま
した。昨年は国際大ダム会議が 6月
に開催され，会議の国際的成功と，
日本の技術が世界でも傑出したもの
である事，海外雄飛への期待を述べ
られています。
報文では，その世界に冠たる日本
の技術を多数紹介しております。
外部コンクリートと独立し，RCD
コンクリート打設を先行させる巡航
RCD工法，台形ダムと CSG 工法の
特徴を併せもち，材料の合理化に寄
与する，台形 CSG ダム，そしてリ
アルタイムで工程管理が可能なICT

活用事例等。
リニューアル事例も紹介させて頂
きました。小渋ダムの土砂バイパス
トンネル工事や，洪水で治水の役割
を果たした鶴田ダム再開発工事の事
例，ダム堆砂の移動システム。
環境保全の視点から，低炭素社会
の実現に向けた水力発電の取り組み
と，東日本大震災時のダムの多面的
機能についてもご紹介しました。
日本は水資源と，山の高低差の位
置エネルギーを有する，資源大国で
もあります。持続可能な発展の為に，
日本にダムは欠かせず，工事の合理
化，リニューアル，環境への取り組
みは今後も続いていきます。今号で
紹介した日本のダム技術と，ダムへ
の取り組みのご紹介が，関係者の皆
様の一助になれば幸いです。
最後になりましたが，ご多忙中に
もかかわらず，快くご執筆を引き受
けて頂いた皆様に，この場をお借り
して深く御礼申し上げます。
� （赤神・原口）

3 月号「新しい建設材料特集」予告
・コンクリート補修材料の標準化　海外の動向に学ぶ
・‌�ハイブリッド有機繊維コンクリートによる道路橋床版補強工法…
　HFRC による橋梁床版補強工法

・生分解性吸水高分子ゲルを用いたコンクリートの初期養生
・海水練りコンクリート技術の各種構造物への適用
・高靱性セメント系複合材料ECC
・低炭素セメントを使用した半たわみ性舗装
・‌�柔軟なアスファルト混合物を用いた凍結抑制舗装　アイス ･インパクトの開発
・‌�軟弱泥土を高機能性地盤材料に再資源化　ボンテラン工法の原理と特徴
・ハイグレードソイル　建設発生土の有効利用技術
・‌�樹脂の膨張力でコンクリート床版の沈下を修正…
　短期間で沈下修正・空洞充填を行うウレテック工法

・コンクリートの新補修材料　見える材料・貼る材料

本誌上へ 
の広告は ㈱共栄通信社までお問い合せ下さい。

本社　〒 105-0004　東京都港区新橋 3-15-8（精工ビル 5F）　電話 03-5472-1801　FAX03-5472-1802　E-MAIL：info@kyoeitushin.co.jp
　　　担当　本社編集部　宗像 敏
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雑誌 03435－2

ダム　特集 
 ● 「改訂版　巡航RCD工法施工技術資料」の紹介 
 ● 台形CSGダム 
 ● 湯西川ダムにおける巡航RCD工法の施工実績 
 ● 嘉瀬川ダム副ダム建設工事におけるDKS－Ⅱミキサの採用 
 ● ICT活用技術（台形CSGダム） 
 ● 総合的なコンクリート工事・品質管理システム 
 ● ダム機能の延命化を図る土砂バイパストンネルの施工 
 ● 鶴田ダム再開発の計画と設計施工 
 ● 水力発電所の現状と今後 
 ● 東日本大震災時におけるダムの多面的機能 
 ● 特殊エジェクターを用いたダム堆砂の移動システム 
 ● 中国のダム建設と水力発電 
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